
 
「円山川大規模氾濫に関する減災対策協議会」 第７回 

 

日時：令和 ３年 ５月２５日（火）１３：００～１５：００  

場所：ＷＥＢ会議 

 

議事次第 

 

１． はじめに 

２． 第９回幹事会審議内容の報告「資料－３」 

・公共交通事業者の参加について 

・円山川の防災に係る取り組み方針に基づいた10年間のスケジュール 

・令和2年度の取り組み報告及び令和3年度の取り組み予定について 

・本協議会の進め方について 

３．第７回協議会説明資料の検討 

・公共交通事業者の参加について「資料－４」 

・円山川の防災に係る取り組み方針に基づいた10年間のスケジュール 

「資料－５②」 

・令和2年度の取組み報告及び令和3年度の取組み予定「資料－６①～⑦」 

４．各機関からの情報提供について「参考資料－２①～③」   

５．意見交換、質疑 

６．その他  

 

配布資料 

【資料】 

議事次第・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・資料－１ 

第７回協議会 出席者名簿・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・資料－２ 

第９回幹事会審議内容・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・資料－３ 

円山川大規模氾濫に関する減災対策協議会 改訂規約（案）・ ・・・・資料－４ 

円山川の防災に係る取り組み方針に基づいた5年間のｽｹｼﾞｭｰﾙ・・・・・資料－５① 

円山川の防災に係る取り組み方針に基づいた10年間のｽｹｼﾞｭｰﾙ ・・・・資料－５② 

令和２年度取組み報告及び令和３年度取組み予定(組織別版）・・・・・資料－６①～⑦ 

 

【参考資料】 

令和２年度の取組み報告及び令和３年度の取組み予定(通し版)・・・・参考資料－１ 

各機関からの連絡事項 

（兵庫県）令和３年度但馬地域兵庫防災リーダー講座受講募集・・・参考資料－２① 

（神戸地方気象台）防災気象情報に関する取り組みの改善・・・・・参考資料－２② 

 （豊岡河川国道事務所）流域治水関連法及び円山川水系流域治水プロジェクト 

・・・・・・・・・参考資料－２③ 

 

資料－１ 



円山川大規模氾濫に関する減災対策協議会 

第７回 
 

＜出席者名簿＞ 

 

豊岡市                  防災監       宮田 索 

                     技監        平井 克尚 

防災課課長補佐   木下 喜晴 

兵庫県但馬県民局 総務企画室       室長        中山 友美 

班長（企画防災担当）村中 正幸 

兵庫県但馬県民局 豊岡土木事務所     事務所長      多田 欣也 

河川砂防課長    木下 長茂                  

気象庁 神戸地方気象台          気象台長      藤本 敏文 

水害対策気象官   日下 英則 

西日本旅客鉄道 株式会社 安全推進室   安全推進室長        若林 聖一 

安全推進室長代理  熊田 善文 

Willer Trains 株式会社 安全監査室   安全監査室長    畑山 穣 

係長            児島 朋也 

全但バス 株式会社             乗合事業課長     黒﨑 崇裕 

近畿地方整備局 豊岡河川国道事務所    事務所長      南 知之 

副所長       直井 克己 

事業対策官     雲丹亀 和博 

建設専門官      上田 智宗 

                     係員          安形 恭喜 

                                 小菅 圭一朗 

 

 

                                                            

（順不同） 

資料－２ 



第９回幹事会審議内容の報告 

令和 ３年 ２月１５日 

ＷＥＢ開催       

 

＜審議内容＞ 

・公共交通事業者の参加について 

・円山川の防災に係る取り組み方針に基づいた今後10箇年のスケジ

ュールの更新について 

・令和2年度の取り組み報告及び令和3年度の取り組み予定について 

・第７回協議会の進め方について 

  

＜結果＞ 

 全ての内容について、参加機関から合意が得られた 
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円山川大規模氾濫に関する減災対策協議会規約 

 

（名称） 

第１条 本会は、水防法（昭和24年 6月 4日法律第193号）第15条の9に基づき組織す

ることとし、本会の名称は、円山川大規模氾濫に関する減災対策協議会（以下

「協議会」）とする。 

 

（目的） 

第２条 本協議会は、円山川における堤防決壊等に伴う大規模な浸水被害に備え、隣

接する自治体や県、国等が連携して減災のための目標を共有し、ハード・ソフ

ト対策を一体的かつ計画的に推進することにより、社会全体で常に洪水に備え

る「水防災意識社会」を下記河川において再構築することを目的とする。 

１） 洪水予報河川（円山川、出石川） 

２） 水位周知河川（奈佐川） 

３） その他 協議会が必要と認める河川 

 

（組織） 

第３条 協議会は、別表１に掲げる委員をもって構成する。 

２ 事務局は、必要に応じて協議会を招集し議事運営を行う。 

３ 事務局は、第１項によるもののほか、必要があると認めるときには構成員を追

加するほか、構成員以外の者を協議会に出席させ、意見を求めることが出来

る。 

 

（幹事会） 

第４条 協議会の円滑な運営を行うため、協議会に幹事会を置く。 

２ 幹事会は、別表２に掲げる委員をもって構成する。 

３ 幹事会に幹事長を置く。幹事長は委員間の互選によってこれを定める。 

４ 幹事長は、必要に応じて協議会を招集し議事運営を行う。 

５ 幹事長は、第２項によるもののほか、構成員以外の者を幹事会に出席させ、意

見を求めることが出来る。 

 

（事務局） 

第５条 本協議会の事務局を、豊岡河川国道事務所調査課におく。 

 

（協議会の検討内容） 

第６条 協議会で行う検討内容は、以下のとおりとする。 

１．洪水の浸水想定等の水害リスク情報を共有するとともに、各構成員がそれぞ

れ又は連携して実施している現状の減災に係る取組状況等について共有する。 
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２．円滑かつ迅速な避難、的確な水防活動及び円滑かつ迅速なはん濫水の排水を

実現するために各構成員がそれぞれ又は連携して取り組む事項をまとめた「地

域の取組方針」の作成し、共有する。 

３．毎年、協議会を開催するなどして、「地域の取組方針」にもとづく対策の実

施状況のフォローアップをする。また、本協議会等を中心として、毎年出水期

前に堤防の共同点検等を実施し、状況の共有を図る。 

４．その他、大規模氾濫に関する減災対策に関して必要な事項を実施する。 

 

（会議の公開） 

第７条 協議会は、原則として報道機関を通じて公開する。ただし、審議内容によっ

ては、協議会に諮り、非公開とすることができる。 

２ 幹事会は、原則非公開とし、幹事会の結果を協議会へ報告することにより公開

と見なす。 

 

（協議会資料等の公表） 

第８条 協議会に提出された資料等については速やかに公表するものとする。ただ

し、個人情報等で公表することが適切でない資料等については、協議会の了解を得

て公表しないものとする。 

２ 協議会の議事については、事務局は議事概要を作成し、出席した委員の確認を

得た後、公表するものとする。 

 

（附則） 

本規約は、平成２８年５月３１日から施行する。 

本規約は、平成２９年６月６日から施行する。 

本規約は、平成２９年７月５日から施行する。 

本規約は、令和 元年５月１３日から施行する。 

本規約は、令和 ３年５月２５日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



  

 

別表１ 

 

（協議会） 

 

豊岡市長 

気象庁 神戸地方気象台長 

兵庫県但馬県民局 総務企画室長 

兵庫県但馬県民局 豊岡土木事務所長 

近畿地方整備局 豊岡河川国道事務所長 

西日本旅客鉄道 株式会社 福知山支社長 

ＷＩＬＬＥＲ ＴＲＡＩＮＳ 株式会社 代表取締役社長 

全但バス 株式会社 代表取締役社長 

 

 

 

 

 

 

 

別表２ 

 

（幹事会） 

 

豊岡市 技監 ／ 防災監 

気象庁 神戸地方気象台 防災管理官 

兵庫県但馬県民局 総務企画室 総務防災課班長（企画防災担当） 

兵庫県但馬県民局 豊岡土木事務所 所長補佐 

近畿地方整備局 豊岡河川国道事務所 副所長 

西日本旅客鉄道株式会社 福知山支社 安全推進室長 

ＷＩＬＬＥＲ ＴＲＡＩＮＳ 株式会社 安全監査室長 

全但バス 株式会社 バス事業部長 

 

 

 



内容（施策） 市 県 気象台 国 住民

① 想定最大規模までの洪水氾濫と土砂災害を想定したタイムライン試行版の策定 水災害予報センター H28年度より着手 ◯ ◯ ◯ ◎

② 想定最大規模までの洪水氾濫を想定した訓練、試行運用によるタイムライン試行版の検証 水災害予報センター H28年度より着手 ◯ ◯ ◯ ◎

③ 複数河川からの氾濫や土砂災害、内水氾濫も想定したシナリオ型で、避難勧告等の発令タイミング・区域を設定 水災害予報センター H28年度より着手着手 ◎ ◯ ◯ ◯ ◯

① 洪水予報文の改善 水災害予報センター H28年度に実施 ◎ ◎ ◯

② 河川管理者による積極的な助言 水災害予報センター H28年度に実施 ◎ ◎ ◯

① 家屋倒壊の危険性のある区域や自宅2階以上に留まることも可とする区域などを設定 水災害予報センター H28年度より着手 ◎ ◯ ◯

②  シナリオ型の避難計画に基づく避難勧告等の発令 水災害予報センター H28年度より着手 ◎ ◯ ◯ ◯ ◯

③ 想定最大規模の洪水氾濫に対応した高所避難場所への避難計画の検証 水災害予報センター H28年度より着手 ◎ ◯ ◯ ◯ ◯

① 現状の情報提供ツール（情報サイト、ホームページ等）の実効性の検証と改良 水災害予報センター H28年度より着手 ◯ ◯ ◯ ◎ ◯

②
中央防災会議の「防災対策実行会議水害時の避難・応急対策検討ワーキンググループ」の報告「水害時の避難・応急対策の今後の在

り方について（平成28年3月31日公表）」を参考に情報提供方法を見直し
水災害予報センター H28年度より着手 ◯ ◯ ◯ ◎ ◯

③ 情報伝達方法に関する啓発活動の継続実施 水災害予報センター H28年度より着手 ◎ ◎ ◎ ◎ ◯

④ 防災無線の全戸設置 水災害予報センター H28年度より着手 ◎ ◯ ◯

⑤ 洪水の進行、激甚化を予測する判断基準やリードタイムを検討するとともに計画規模以上の洪水の具体的な災害対応策を検証 水災害予報センター H28年度より着手 ◯ ◯ ◯ ◎ ◯

広域避難に関する調整・検証を行う。 ・ 洪水氾濫1～2日前からの広域避難の有効性の検証 水災害予報センター H28年度より着手 ◎ ◎ ◎

洪水浸水想定区域図、氾濫シミュレーション結果を有効活用する。 6 ・ 浸水想定区域図、氾濫シミュレーション結果を基にした市内の危険箇所の情報提供(防災教育、机上訓練、防災マップの作成に活用) 水災害予報センター H28年度より着手 ◎ ◎ ◯

住民一人ひとりが「自らの生命は自ら守る」ということを基本に、平時から地

域、家庭、職場等で防災への積極的な取り組みを行うよう促すなど、自主防災思

想の普及、徹底を図る。

7
・ 地域の住民すべてが安全に避難できるよう、自治会、自主防災組織等が中心となり、地域ぐるみで避難路や危険箇所の確認、避難訓

練、災害時要援護者の支援などに取り組む”みんなで逃げよう”減災防災運動を推進
水災害予報センター 引き続き実施 ◎ ◎ ◯ ◯

① 浸水想定区域図の情報に基づいた防災マップの更新と周知 水災害予報センター H28年度に実施 ◎ ◯

② 早期の立退き避難が必要な区域（河川近傍、2階までの浸水等）を明示したものに改善 水災害予報センター H28年度に実施 ◎ ◯ ◯

個別支援計画の策定や防災訓練の中で要援護者を対象とした訓練を盛り込む。 9 ・ 避難行動に関する要援護者個別支援計画の策定、及び訓練の実施 水災害予報センター 引き続き実施 ◎ 〇 ◯ ◯

幼稚園、小学校、中学校における水災害教育として、洪水被害の歴史や身を守る

ための手段、地域や行政の対応策について学ぶ。
10 ・ 学校園におけるメモリアル防災授業や防災出前講座の実施 水災害予報センター 引き続き実施 ◎ ○ ◎ ◯

災害時の円滑かつ迅速な対応を行うため水防拠点の機能を検討し、整備する。 11 ・ 防災ステーションの機能に関する検証、及び改善方策（例えば資機材備蓄量の増強）の立案・実施 河川管理課 H28年度より着手 ◎ ◎ ◎ ◯

地域毎での避難経路の検討・設定にあたって、地域における浸水危険度や地域で

の経路策定に当たっての情報提供を行う。
12 ・ 各地域、箇所における災害危険度（浸水、土砂災害）や地盤高図の情報を提供 水災害予報センター H28年度より着手 ◯ ◎ ◎ ◯

13 ・ 啓発活動や広報資料に、計画規模以上の洪水氾濫時の被害想定やその対応策の内容を反映 水災害予報センター H28年度より着手 ◯ ◯ ◎ ◯

① 若年層の世代に特化した啓発活動の場の企画 水災害予報センター 引き続き実施 ◯ ◯ ◎ ◯

② 水害の恐れのある地域に居住することの危険性を認識できるよう、水害リスクをわかりやすく開示 水災害予報センター 引き続き実施 ◎ ◎ ◯ ◯

③ 教育機関、ラジオ等のメディア、地域コミュニティを活用した広報の充実 河川計画課 引き続き実施 ◎ ◯ ◯ ◯

④  「地区防災計画」や「災害・避難カード」の作成促進 水災害予報センター 引き続き実施 ◎ ◯ ◯ ◯ ◯

⑤ 兵庫県住宅再建共済（フェニックス共済）の加入促進 河川計画課 引き続き実施 ◯ ◎ ◯ ◯

災害時の円滑かつ迅速な対応を行うため資機材やその数量の見直しを行う。
15 ・ 必要な資機材の配備や防災ステーションの機能検証 水災害予報センター 引き続き検討 ◯ ◎ ◎ ◯

実働水防訓練の継続的な実施とその内容の見直しを行う。 16 ・ 迅速な災害対応の実施に向けたPDCAサイクルに基づく訓練と継続的な実施 水災害予報センター 引き続き検討 ◎ ◎ ◎ ◯

地域コミュニティの活動を支援する。 17 ・ 地域コミュニティでの防災や減災活動に関する支援や活動内容の情報共有 水災害予報センター H28年度より着手 ◎ ◎ ◎ ◯

重要水防箇所の共通認識を促進する。 18 ・ 重要水防箇所の定期的な見直しと、共通認識の促進 水災害予報センター 引き続き実施 ◯ ◯ ◎

災害ボランティアの円滑な受け入れを促進する。 19 ・ 災害ボランティアの円滑な受け入れを促進するための制度・枠組み等の創設 水災害予報センター H28年度より着手 ◎ ◯ ◯

建設業協会との連携・協働体制を強化する。 20 ・ 建設業協会との応急復旧対策に関する事前調整等 水災害予報センター H28年度より着手 ◎ ◎ ◎ ◯

① 洪水氾濫時の防災拠点、避難施設等の機能維持、及び重要資機材への影響の確認と有効的な対策の立案 河川管理課 引き続き実施 ◯ ◯ ◎ ◯

② 想定最大規模の洪水氾濫時を想定した防災施設の機能増強に関する施策の立案 水災害予報センター 引き続き実施 ◯ ◯ ◎ ◯

③ 水防対応の手引きの作成・周知 水災害予報センター 引き続き実施 ◯ ◯ ◎

各機関、事業者における水害時BCP（事業継続計画）を作成する。 22 ・ 災害時に迅速に減災、復旧活動が行えるように水害時避難確保計画・BCP（事業継続計画）の策定を推進 水災害予報センター H28年度より着手 ◎ ◎ ◎ ◯

洪水を安全に流すためのハード対策を実施する。 23 ・ 今後5年間の計画に基づいた流下能力対策（築堤、掘削等）の実施 河川計画課 H28年度より着手 ◎ ◯

堤防天端の保護、堤防裏法尻の補強等の粘り強い構造の堤防の整備を実施する。 24
・ 今後5年間の計画に基づいた天端の保護及び裏法尻の補強の実施

（城崎町桃島～今津、日高町西芝地先はH28までに実施予定）（立野～出石町引原等の区間はH29～32に実施予定）
河川計画課 H28年度より着手 ◎ ◯

豊岡市内での計画規模以上の洪水氾濫を想定した排水計画を策定し、内水対策を

実施する。
25 ・ 具体的な排水計画の立案 河川管理課 H28年度より着手 ◎ ◯

排水施設の耐水化を実施する。 26 ・ 洪水氾濫時の耐水性の確認と耐水化対策の検討 河川計画課 H28年度より着手 ◎

円山川の減災に係る取り組み方針に基づいた５年間のスケジュール

Ｈ２８から継続

Ｈ３０完了目標

Ｈ２９から継続

Ｈ２８完了

Ｈ２８完了

Ｈ２８から継続

継続的に実施

Ｈ３０完了目標

新たにハザードマップを作成し、避難経路等の選定の促進を図る。

Ｈ３１完了目標

洪水氾濫時の庁舎等の機能維持に備える。 21

Ｈ３０完了目標

Ｈ３２完了目標

Ｈ３２完了目標

継続的に実施

３）粘り強い構造及び無堤区間の堤防整備の取り組み

Ｈ３２完了目標

Ｈ３２完了目標

４）浸水の排水、施設運用等に関する取り組み

Ｈ３１完了目標

Ｈ２９完了目標

２）的確な水防活動のための取り組み

啓発活動や広報資料に、計画規模以上の洪水に関する内容を盛り込むとともに、

減災活動の取り組みに幅広い年齢層の参加を促す。

Ｈ３２から継続

14

Ｈ３０から継続

継続的に実施

継続的に実施

(1)水防活動の効率化及び水防体制の強化

Ｈ２８から継続

継続的に実施

Ｈ２９から継続

(2)市庁舎や災害拠点病院等の自衛水防の推進

継続的に実施

8
Ｈ３２完了目標

H２８完了

H２８から継続

(3)円滑かつ迅速な避難に資する施設整備に関する事項

Ｈ３２完了目標

Ｈ３２完了目標

避難の準備・行動を促す情報提供方法の検証と改良を行う。 4

継続的に実施

Ｈ３０完了目標

継続的に実施

Ｈ３２完了目標

(2)平時から住民等への周知・教育・訓練

Ｈ２８完了

H２９から継続

Ｈ２９から継続

地域性や被災特性を踏まえた避難情報の提供に努める。

3

H２８から継続

Ｈ３２完了目標

Ｈ３２完了目標

タイムラインを作成し、タイムラインに基づき想定最大規模までの洪水氾濫を想

定した情報伝達体制、方法について検証を行う。
1

Ｈ２８完了

Ｈ３２完了目標

2

目標達成に向けた4つの柱

No. 整備局担当課 対象市町村 目標時期
取り組み機関

スケジュール（年度）

具体的取り組み
H31 H32

１）円滑かつ迅速な避難のための取り組み

備 考主な取り組み内容

(1)情報伝達・避難計画等

～

H27
H28 H29 H30

【凡例】

取り組み機関欄 ◎：主体となる機関

取り組み機関欄 ○：協力して取り組む

機関

スケジュール欄 ※：計画規模の洪水に

対するスケジュール

※

※
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具体的取り組み
～

内容（施策） 市 県 気象台 国 交通 住民 H27

備考

1 ・
想定最大規模までの洪水氾濫と土砂災害を想定した訓練、試行運用によるタイムライン試行版の検

証（未策定機関は、策定）
◯ ◯ ◯ ◎ ◯

① 洪水予報文の改善 ◎ ◎ 適宜

② 河川管理者による積極的な助言 ◎ ◎

①

中央防災会議の「防災対策実行会議水害時の避難・応急対策検討ワーキンググループ」の報告「水

害時の避難・応急対策の今後の在り方について（平成28年3月31日公表）」を参考に情報提供方法

を見直し

◯ ◯ ◯ ◎ 完了

② 適時適格な避難のため、あらゆる情報提供ツールを活用した情報伝達・啓発活動の継続実施 ◎ ◎ ◎ ◎

③ 防災無線の全戸設置 ◎ ○ 完了

④
複数河川の氾濫を想定した計画規模以上の洪水に対する避難の判断基準やリードタイムを検討する

とともに、地域性や被害特性を勘案した具体的な災害対応策を検証
◯ ◯ ◯ ◎ ◯ 適宜

地域の浸水危険度を情報提供し、住民一人ひとりが「自らの生命は自ら守る」ということを

基本に、平時から地域、家庭、職場等で防災への積極的な取り組みを行うよう促すなど、自

主防災思想の普及、徹底を図る。

4
・ 全ての地域住民が避難できるよう地元組織で実施する避難経路や危険箇所の確認、避難訓練、災害

時要援護者の支援などに取り組む減災防災運動を推進
◎ ◎ ◯ ◯ ◯

浸水想定区域図を元にハザードマップを作成し、地域毎での避難経路等の選定の促進を図

る。
5 ・

浸水想定区域図の情報に基づき早期避難を要する区域・危険箇所等、災害危険度を明示した防災

マップの周知
◎ ◯

地域毎の個別支援計画の策定や防災訓練の中で要援護者を対象とした訓練を盛り込む。 6 ・
各地域、箇所における災害危険度に基づく避難行動に関する要援護者個別支援計画の策定及び訓練

の実施
◎ ◯ ◯

幼稚園、小学校、中学校における水災害教育として、洪水被害の歴史や身を守るための手

段、地域や行政の対応策について学ぶ。
7 ・ 学校園におけるメモリアル防災授業や防災出前講座の実施による防災教育の継続 ◎ ◯ ◯ ◎

8 ・ 啓発活動や広報資料に、計画規模以上の洪水氾濫時の被害想定やその対応策の内容を反映 ◯ ◯ ◎

① 若年層の世代に特化した啓発活動の場の企画 ◯ ◯ ◯ ◎

② 水害の恐れのある地域に居住することの危険性を認識できるよう、水害リスクをわかりやすく開示 ◎ ◎ ◯ ◯

③ 教育機関、ラジオ等のメディア、地域コミュニティを活用した広報の充実 ◎ ◯ ◯ ◯

④ 「地区防災計画」や「災害・避難カード」の作成促進 ◎ ◯ ◯ ◯

⑤ 兵庫県住宅再建共済（フェニックス共済）の加入促進 ◯ ◎ ◯

水防拠点を整備し、災害時の円滑かつ迅速な対応を行うため資機材やその数量の見直しを行

う。
10 ・

災害時の円滑かつ迅速な対応を行うため、必要な資機材の配備や防災ステーションの機能検証及び

改善方策の立案・実施
◯ ◎ ◎

実働水防訓練の継続的な実施とその内容の見直しを行う。 11 ・ 迅速な災害対応の実施に向けたPDCAサイクルに基づく訓練と継続的な実施 ◎ ◎ ◎

地域コミュニティの活動を支援する。 12 ・ 地域コミュニティでの防災や減災活動に関する支援や活動内容の情報共有 ◎ ◎ ◎

重要水防箇所の共通認識を促進する。 13 ・ 重要水防箇所の定期的な見直しと、共通認識の促進 ◯ ◯ ◎

災害ボランティアの円滑な受け入れを促進する。 14 ・ 災害ボランティアの円滑な受け入れを促進するための制度・枠組み等の創設 ◎ ◯ ◯

建設業協会との連携・協働体制を強化する。 15 ・ 建設業協会との応急復旧対策に関する事前調整等 ◎ ◎ ◎

①
想定最大規模の洪水氾濫時を想定した防災施設・防災拠点の機能増強及び重要資機材への影響確

認、避難施設等の機能維持に関する施策の立案
◯ ◯ ◎ 適宜

② 水防対応の手引きの作成・周知 ◯ ◯ ◎ 適宜

各機関、事業者における水害時BCP（事業継続計画）を作成する。 17 ・
災害時に迅速に減災、復旧活動が行えるように水害時避難確保計画・BCP（事業継続計画）の策定

を推進
◎ ◎ ◎ ◯

洪水を安全に流すためのハード対策を実施する。 18 ・ 河川整備計画に基づいた河川改修の実施 ◎

豊岡市内での計画規模以上の洪水氾濫を想定した排水計画を策定し、内水対策を実施する。 19 ・ 具体的な排水計画の立案 ◎ 適宜

排水施設の耐水化を実施する。 20 ・ 洪水氾濫時の耐水性の確認と耐水化対策の検討 ◎ ◯ ◎ 適宜 県は対象施設に対し継続検討

既存施設の有効活用。 21 ・ 浸水被害低減に向けた既存ダムの洪水調節機能の活用及び検証 ◎ ◎ 適宜 新規

凡例

R7

１）円滑かつ迅速な避難のための取り組み

取り組み機関
スケジュール（年度）

主な取り組み内容
H28～R７年度の取り組み H28 H29 H30 R1 R2 R3

目標達成に向けた4つの柱

３）粘り強い構造及び無堤区間の堤防整備の取り組み

タイムラインを作成し、タイムラインに基づき想定最大規模までの洪水氾濫を想定した情報

伝達体制、方法について検証を行う。

地域性や被災特性を踏まえた避難の準備・行動を促す情報提供方法の検証と改良を行う。

４）浸水の排水、施設運用等に関する取り組み

(2)市庁舎や災害拠点病院等の自衛水防の推進

２）的確な水防活動のための取り組み

(1)水防活動の効率化及び水防体制の強化

9

洪水氾濫時の庁舎等の機能維持に備える。 16

啓発活動や広報資料に、計画規模以上の洪水に関する内容を盛り込むとともに、減災活動の

取り組みに幅広い年齢層の参加を促す。

毎年継続して実施

3

(2)平時から住民等への周知・教育・訓練

(1)情報伝達・避難計画等

2

R4 R5
No.

R6

適宜実施

円山川の防災に係る取り組み方針に基づいた10年間のスケジュール　17.06.06版（21. 5.25更新版） 資料－５②

※

【凡例】

取り組み機関欄 ◎：主体となる機関

取り組み機関欄 ○：協力して取り組む機関

スケジュール欄 ※：計画規模の洪水に対するスケジュール

※
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令和２年度の取組み報告組織別版

豊岡市

市 県 気象台 国

② 想定最大規模までの洪水氾濫を想定した訓練、試行運用によるタイムライン試行版の検証 ●

③ 複数河川からの氾濫や土砂災害、内水氾濫も想定したシナリオ型で、避難勧告等の発令タイミング・区域を設定 ●

2 ② 河川管理者による積極的な助言 ●

① 家屋倒壊の危険性のある区域や自宅2階以上に留まることも可とする区域などを設定 ●

②  シナリオ型の避難計画に基づく避難勧告等の発令 ●

③ 想定最大規模の洪水氾濫に対応した高所避難場所への避難計画の検証 ●

① 現状の情報提供ツール（情報サイト、ホームページ等）の実効性の検証と改良 ●

③ 情報伝達方法に関する啓発活動の継続実施 ● ● ● ●

④ 防災無線の全戸設置 ●

⑤ 洪水の進行、激甚化を予測する判断基準やリードタイムを検討するとともに計画規模以上の洪水の具体的な災害対応策を検証 ●

広域避難に関する調整・検証を行う。 5 ・ 洪水氾濫1～2日前からの広域避難の有効性の検証 ● ●

住民一人ひとりが「自らの生命は自ら守る」ということを基本に、平時から地域、家

庭、職場等で防災への積極的な取り組みを行うよう促すなど、自主防災思想の普及、徹

底を図る。

7
・ 地域の住民すべてが安全に避難できるよう、自治会、自主防災組織等が中心となり、地域ぐるみで避難路や危険箇所の確認、避難

訓練、災害時要援護者の支援などに取り組む”みんなで逃げよう”減災防災運動を推進
● ●

新たにハザードマップを作成し、避難経路等の選定の促進を図る。 8 ① 浸水想定区域図の情報に基づいた防災マップの更新と周知 ●

個別支援計画の策定や防災訓練の中で要援護者を対象とした訓練を盛り込む。 9 ・ 避難行動に関する要援護者個別支援計画の策定、及び訓練の実施 ●

幼稚園、小学校、中学校における水災害教育として、洪水被害の歴史や身を守るための

手段、地域や行政の対応策について学ぶ。
10 ・ 学校園におけるメモリアル防災授業や防災出前講座の実施 ● ●

13 ・ 啓発活動や広報資料に、計画規模以上の洪水氾濫時の被害想定やその対応策の内容を反映 ●

① 若年層の世代に特化した啓発活動の場の企画 ●

② 水害の恐れのある地域に居住することの危険性を認識できるよう、水害リスクをわかりやすく開示 ● ●

③ 教育機関、ラジオ等のメディア、地域コミュニティを活用した広報の充実 ●

④  「地区防災計画」や「災害・避難カード」の作成促進 ●

⑤ 兵庫県住宅再建共済（フェニックス共済）の加入促進 ●

災害時の円滑かつ迅速な対応を行うため資機材やその数量の見直しを行う。 15 ・ 必要な資機材の配備や防災ステーションの機能検証 ● ●

実働水防訓練の継続的な実施とその内容の見直しを行う。 16 ・ 迅速な災害対応の実施に向けたPDCAサイクルに基づく訓練と継続的な実施 ● ● ●

地域コミュニティの活動を支援する。 17 ・ 地域コミュニティでの防災や減災活動に関する支援や活動内容の情報共有 ● ● ●

重要水防箇所の共通認識を促進する。 18 ・ 重要水防箇所の定期的な見直しと、共通認識の促進 ●

② 想定最大規模の洪水氾濫時を想定した防災施設の機能増強に関する施策の立案 ●

③ 水防対応の手引きの作成・周知 ●

各機関、事業者における水害時BCP（事業継続計画）を作成する。 22 ・ 災害時に迅速に減災、復旧活動が行えるように水害時避難確保計画・BCP（事業継続計画）の策定を推進 ● ● ●

洪水を安全に流すためのハード対策を実施する。 23 ・ 今後5年間の計画に基づいた流下能力対策（築堤、掘削等）の実施 ●

堤防天端の保護、堤防裏法尻の補強等の粘り強い構造の堤防の整備を実施する。 24
・ 今後5年間の計画に基づいた天端の保護及び裏法尻の補強の実施

（城崎町桃島～今津、日高町西芝地先はH28までに実施予定）（立野～出石町引原等の区間はH29～32に実施予定）
●

避難の準備・行動を促す情報提供方法の検証と改良を行う。 4

啓発活動や広報資料に、計画規模以上の洪水に関する内容を盛り込むとともに、減災活

動の取り組みに幅広い年齢層の参加を促す。 14

洪水氾濫時の庁舎等の機能維持に備える。 21

地域性や被災特性を踏まえた避難情報の提供に努める。 3

内容（施策） 具体的取組み
主体となる期間（●）数字は頁

タイムラインを作成し、タイムラインに基づき想定最大規模までの洪水氾濫を想定した

情報伝達体制、方法について検証を行う。

1
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具体的取組
NO.1-③ 複数河川からの氾濫や土砂災害、内水氾濫も想定した
シナリオ型で、避難勧告等の発令タイミング・区域を設定

豊岡市

目標時期 H32完了目標 取組機関 市、県、気、国

内容（施策）
タイムラインを作成し、タイムラインに基づき想定最大規模までの洪水氾濫を想定した情報伝達体制、方法について
検証を行う。

○災害時における避難情報の伝達に差異が生じないよう、一定の条件となった際に避難情報を発令することを取り決めている。
これにより発令の判断に迷うことなく、迅速な情報提供につながっている。

取組概要

取組内容および結果

避難情報の発令の基準（洪水）

国直轄管理区間の避難情報発令基準
（１）避難指示（緊急）…基準は堤防天端
【円山川】水位計受持区間中、最も低い堤防天端の換算

水位、ポンプ停止水位に設定
【出石川】堤防天端高に達する恐れが高い場合

（２）避難勧告…基準は氾濫危険水位
【円山川･出石川】国の基準通り「氾濫危険水位」に設定

（３）避難準備・高齢者等避難開始…基準は避難判断水位
【円山川･出石川】国の基準より前倒しし、「氾濫注意水位」

に設定

兵庫県管理河川
（１）避難指示（緊急）
水位計受持区間中、最も低い堤防天端の換算水位

（２）避難勧告
避難指示水位からリードタイムを60分として設定
（氾濫危険水位）

（３）避難準備・高齢者等避難開始
避難勧告水位からリードタイムを30分として設定
（避難判断水位）
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具体的取組
NO.1-③ 複数河川からの氾濫や土砂災害、内水氾濫も想定した
シナリオ型で、避難勧告等の発令タイミング・区域を設定

豊岡市

目標時期 H32完了目標 取組機関 市、県、気、国

内容（施策）
タイムラインを作成し、タイムラインに基づき想定最大規模までの洪水氾濫を想定した情報伝達体制、方法について
検証を行う。

○災害時における避難情報の伝達に差異が生じないよう、一定の条件となった際に避難情報を発令することを取り決めている。
これにより発令の判断に迷うことなく、迅速な情報提供につながっている。

取組概要

取組内容および結果

避難情報の発令の基準（土砂災害）

避難情報の発令にあたっては、神戸地方気象台とのホットラインを
活用し、判断に役立てている。
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具体的取組
NO.3-① 家屋倒壊の危険性のある区域や自宅2階以上に留まることも

可とする区域などを設定

内容（施策） 地域性や被災特性を踏まえた避難情報の提供に努める。

目標時期 H28から継続 取組機関 市、住民

〇「豊岡市行政区別防災マップ」（平成28年11月作成）を活用し、「地域の災害リスク」を理解したうえで、「正しい避難行動」を身につけてい
ただくため、区や地域コミュニティ等を対象とした出前講座で継続した啓発を行う。

取組概要

取組内容および結果

豊岡市

① 外水氾濫で家屋倒壊の危険があるエリアの居住者
② 土砂災害警戒区域に立地する住宅の居住者
③ 想定浸水深が３ｍ以上の２階建住宅の居住者
④ 想定浸水深が0.5ｍ以上の平屋住宅の居住者
⑤ 洪水予報河川・水位周知河川に隣接する居住者
（円山川、出石川、奈佐川、稲葉川、竹野川、六方川、八代川）

⑥ その他の危険が想定されるエリアの居住者

Ｓｔｅｐ１：防災マップの確認 Ｓｔｅｐ２：防災マップに示された浸水深の持つ意味を確認

Ｓｔｅｐ３：避難すべき人の条件を市民自身が確認

☛「河川沿いの住民」については堤防の決壊に伴う
家屋倒壊や上流からの流木による家屋への被害が予
想されることから必ず河川から離れ、安全を確保で
きる指定緊急避難場所等への「水平避難」を強く求
めている。
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具体的取組 NO.3-② シナリオ型の避難計画に基づく避難勧告等の発令

内容（施策） 地域性や被災特性を踏まえた避難情報の提供に努める。

目標時期 H32完了目標 取組機関 市、県、気、国

○避難情報の発令タイミングとなった際に、どの区域に避難情報を出すのか、また防災行政無線の放送原稿を準備しておき、適時に情報
発信ができるように努める。

取組概要

取組内容および結果

豊岡市

台風23号を経験しての反省

情報の発信や収集が不適切だった

避難情報の発令の遅れ
〇避難勧告等の明確な基準を
決めていなかったこと
〇放送例文を事前に作って
いなかったこと

避難情報の発令区域を明示 放送原稿のひな型を準備
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具体的取組
NO.3-③ 想定最大規模の洪水氾濫に対応した高所避難場所
への避難計画の検証

内容（施策） 地域性や被災特性を踏まえた避難情報の提供に努める。

目標時期 H32完了目標 取組機関 市、県、気、国

○避難所の設定にあたってはＬ１に対応する避難所を指定している。Ｌ２規模の水害には対応しない避難所についてのあり方を検討する。

取組概要

取組内容および結果

豊岡市

№ 施設名（地区） 想定最大浸水深 浸水危険

１ ＪＡたじま農業センター（新田） ５．５５ｍ ２階が浸水

２ 但馬技術大学校２階体育館（八条） ６．９６ｍ ２階が浸水

３ 納屋区会館（八条） ５．０１ｍ ２階が浸水

４ 五荘地区コミュニティセンター（五荘） ５．９０ｍ ２階が浸水

５ 飯谷公民館（城崎） １．０９ｍ 平屋建物

６ 国府地区コミュニティセンター（国府） ５．４２ｍ ２階が浸水

７ 福住地区コミュニティセンター（福住） ３．５７ｍ 平屋建物

８ 寺坂地区コミュニティセンター（寺坂） ２．３２ｍ 平屋建物

１ 想定最大規模降雨では避難場所確保が困難となる避難場所

２ 上記避難場所への対応策

⑴Ｌ２での想定浸水にも対応する避難場所への早期誘導
⑵Ｌ２不適の避難場所であることの住民周知
⑶救命胴衣等の配備
⑷避難場所の指定見直し
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具体的取組 NO.4-③ 情報伝達方法に関する啓発活動の継続実施

内容（施策） 避難の準備・行動を促す情報提供方法の検証と改良を行う。

目標時期 継続的に実施 取組機関 市、県、気、国

取組概要

取組内容および結果

豊岡市

○過去の災害対応の教訓から、避難行動等について理解促進を図るため、市長自ら全区長（町内会長）に対し、直接訴える。
〇特に知っておいていただきたい内容について、市のホームページに特設コーナーを設け、引き続き啓発する。

2019年春季市政懇談会資料 市長が区長へ直接語り掛けたもの（抜粋）

市長が直接訴えかけることで、区長の関心、理解も格段に高くなっている

（2020年度は春季市政懇談会は中止。）
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○現行のアナログ防災行政無線に代わるデジタル防災行政無線の整備をすすめ、2020年10月には全世帯にデジタル戸別受信機を配備。

取組概要

取組内容および結果

具体的取組 NO.4-④ 防災行政無線の戸別受信機の全戸設置

内容（施策） 避難の準備・行動を促す情報提供方法の検証と改良を行う。

目標時期 H32完了目標 取組機関 市、住民

豊岡市

2020年11月30日
現在の設置93.3％
引き続き交換は受付

2020年11月にはデジタル波
単独での放送開始

(10月まではアナログ波と並行運用)
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○洪水氾濫１～２日前からの広域避難の有効性の検証

取組概要

取組内容および結果

具体的取組 NO.5 洪水氾濫1～2日前からの広域避難の有効性の検証

内容（施策） 広域避難に関する調整・検証を行う。

目標時期 H32完了目標 取組機関 市、県、国

豊岡市

広域避難の必要性の検討
豊岡市内のみで避難が完結できないのか。

広域避難の課題検討
①災害発生の蓋然性が低い、早い段階で避難を開始する必要がある（空振り多発）
②避難行動中に状況も変化すること等により、居住者等の避難行動が計画通りとならない
③各域外避難者の避難先確保（他自治体との調整）
④交通手段・経路（避難時の混雑を助長）
⑤域内避難と域外避難のバランス（浸水リスクや避難特性、避難対象者の属性等の検討）
⑥これまでの災害でも避難しないのに広域避難に応じるか
⑦対象災害と対象地域の設定はどうするのか 等

広域避難の課題と有効性を勘案し、広域避難のあり方に
ついて、国・県関係機関との検討が必要 8



○行政区別防災マップを活用し、市民一斉避難訓練までの間に避難行動要援護者の個別支援計画作成や避難路選定等を行い、引
き続き「マイ防災マップ」の作成を要請する。

取組概要

具体的取組

NO.7 地域の住民すべてが安全に避難できるよう、自治会、
自主防災組織等が中心となり、地域ぐるみで避難路や
危険箇所の確認、避難訓練、災害時要援護者の支援などに取り組む
”みんなで逃げよう”減災防災運動を推進

内容（施策）
住民一人ひとりが「自らの生命は自ら守る」ということを基本に、平時から地域、家庭、職場等で防災への積極的な取
組を行うよう促すなど、自主防災思想の普及、徹底を図る。

目標時期 H28から継続 取組機関 市、県、国、住民

豊岡市

取組内容および結果

市民総参加訓練までに
①各区の独自訓練実施時等の機会を
捉え、マイ防災マップの作成を要請
②上記に合わせ、避難行動要援護者
個別支援計画作成・避難路選定等を
要請
☛訓練の目的と目的達成までを意識した
取組みについて啓発する。

2020年８月30日（日）
風水害を想定した市民総参加訓練実施
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〇平成28年11月に更新した防災マップの更新を検討する。

取組概要

具体的取組 NO.8-① 浸水想定区域図の情報に基づいた防災マップの更新と周知

内容（施策） 新たにハザードマップを作成し、避難経路等の選定の促進を図る。

目標時期 H32完了目標 取組機関 市、県

豊岡市

取組内容および結果

2016年11月 10年ぶりに防災マップを更新。（Ｌ1に対応したもの）

その後の動き
①令和2年度 土砂災害特別警戒区域の指定完了予定
②防災・減災、国土強靱化のための3カ年緊急対策において想定最大規模の
洪水ハザードマップの作成をR2までに概ね完了させること
③2020年度、県管理河川の浸水想定公表
④2020年度、豊岡市内の土砂災害特別警戒区域の調査完了

今後の対応
①土砂災害特別警戒区域とＬ2規模の水害を反映したハザードマップの作成
作成完了予定 令和３年度

②更新したハザードマップを用いた出前講座の実施
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取組概要

具体的取組
NO.9 避難行動に関する要援護者個別支援計画の策定、

及び訓練の実施

内容（施策） 個別支援計画の策定や防災訓練の中で要援護者を対象とした訓練を盛り込む。

目標時期 H28から継続 取組機関 市、県、住民

豊岡市

取組内容および結果

〇避難行動要援護者に対する個別支援計画作成までのフロー図を区長等に配布（市HPへも掲載）し、引き続き作成を促す。
〇市民総参加訓練（市民一斉避難訓練）実施に向けた取り組みの柱の一つとして明示し、啓発する。
※災害時要援護者の支援者のボランティア保険料を豊岡市が負担する取り組みを平成29年度に創設。
〇ケアプラン等の作成時に災害時に必要な情報も盛り込んだ内容となるよう、事業者等へ要請する。

・令和２年度の市民総参加訓練は、風水害想定とし、８月３０日（日）の午前中に実施。
参加率87.5％（314区/359区）、参加者32,102人。
・区に対し、引き続き、避難行動要援護者個別支援計画に基づく避難誘導を要請する。

区・自主防災組織と福祉専門職の
マッチング

区・自主防災組織が災害時要援護者
の個別支援計画作成にあたり、どん
な配慮が必要なのか福祉専門職にア
ドバイスが必要となった際に、市が
福祉専門職とコンタクトを取り、福
祉専門職から配慮事項などの助言が
得られることで、より実効性の高い
個別支援計画が作成できるような仕
組みづくりを構築する。

避難行動要援護者対策
　市は、避難行動要援護者に対して、「いつ」、「誰が」、誰を」、「どこに」

避難させるかを定めた個別支援計画の策定を市内各区にお願いしています。

　また、個別支援計画の加入促進のため、希望される支援者に対して市がボランテｲア

保険に加入しています。平成30年度末の策定率は、51％(98区／192区)です。

いつ 誰が(支援者) 誰を(避難行動要支援者) どこへ(避難先)

Aさん
・住所
・☎

(例)　指定緊急避難場所

Bさん
・住所
・☎

(例)　Aさんの自宅

Cさん
・住所
・☎

(例)　Dさん宅の２階

いつ 誰が(支援者) 誰を(避難行動要支援者) どこへ(避難先)

1

2

Dさん（☎　　　　　　）

(記入例)
自主避難所の開校、
避難保険、高齢者等避難開始の発令
など

11

2021年６月の策定率は48.3％（85区/176区）



具体的取組
NO.10 学校園におけるメモリアル防災授業や

防災出前講座の実施
豊岡市

目標時期 継続的に実施 取組機関 市、県、国

内容（施策）
幼稚園、小学校、中学校における水災害教育として、洪水被害の歴史や身を守るための手段、地域や行政の対応
策について学ぶ。

取組概要

取組内容および結果

○台風23号メモリアル防災授業を市内全ての公立幼稚園・小中学校で実施する。
小学校における防災授業では、国土交通省作成（市編集協力、写真資料集提供）の学年別教材を活用しての実施について引き続き啓
発する。また中学生向け防災授業用教材の作成を検討する。

12

• 令和元年度までは、小学校の学齢（低・中・高学年）のレベルに応じたテーマを設定し、水害の防災教育教材を作成。
• 今年度（令和２年度）では、中学校を対象とした水害の防災教育教材を作成した。
• 上記に加え、コロナ禍での避難を考えることをテーマにした教材を、小・中学校版で作成した。
• 市内小中学校に対し、台風23号メモリアル授業（10月実施）に合わせて提供した。

学習のテーマ ねらい

テーマ①
“学ぶ力”を身に付ける

避難できない人間の心理を理解する

テーマ②
“考える力”を身に付ける

水害時の具体的な避難行動を考える

テーマ③
“貢献する力”を身に付ける

水害犠牲者を出さないために、中学
生の自分たちにできることを考える

【中学校版】学習のテーマ

“コロナ禍避難”の学習のテーマ
学習のテーマ ねらい

“分散避難”の考え方を知る
新型コロナウイルスが蔓延するなかで
の避難を考える



具体的取組
NO.14-② 水害の恐れのある地域に居住することの危険性を

認識できるよう、水害リスクをわかりやすく開示
豊岡市

目標時期 継続的に実施 取組機関 市、県、国

内容（施策）
啓発活動や広報資料に、計画規模以上の洪水に関する内容を盛り込むとともに、減災活動の取組に幅広い年齢層
の参加を促す。

取組概要

取組内容および結果

○「河川沿いの住民」については堤防の決壊に伴う家屋倒壊や上流からの流木による家屋への被害が予想されることから必ず河川から離
れ、あらかじめ決めた避難場所への避難を求める。また、避難のタイミングを失した場合は自宅の最上階への緊急避難することも事前に
周知しておく。

13



具体的取組
NO.14-③ 教育機関、ラジオ等のメディア、地域コミュニティを活用した

広報の充実
豊岡市

目標時期 継続的に実施 取組機関 市、県、国

内容（施策）
啓発活動や広報資料に、計画規模以上の洪水に関する内容を盛り込むとともに、減災活動の取組に幅広い年齢層
の参加を促す。

○地域コミュニティを対象とした出前講座を積極的に行う。
○区（自主防災組織）と地域コミュニティのそれぞれの特性に応じた防災の取組について例示するとともに、地域コミュニティ組織の防災
部会で取組みの検討をお願いしたいこととして「指定避難所の自主運営への協力」を掲げ、啓発を進める。

取組概要

取組内容および結果

★行政区と地域コミュニティの役割についての理解を深めることはもとより、平時の地域防災力の底上げに加え、
災害時における地域コミュニティの具体的な取り組みについて議論を深めていく。

令和２年度は６地区での開催。

14



具体的取組 NO.14-④ 「地区防災計画」や「災害・避難カード」の作成促進 豊岡市

目標時期 H28から継続 取組機関 市、県、国、住民

内容（施策）
啓発活動や広報資料に、計画規模以上の洪水に関する内容を盛り込むとともに、減災活動の取組に幅広い年齢層
の参加を促す。

取組概要

取組内容および結果

○「行政区別防災マップ」の更新（H28年度）に伴い、マイ防災マップを作成するための手引きや白図を作成。
○マップの見方や活用方法を説明した「活用の手引き」により、避難のタイミングや安全確保行動の方法を示すとともに、万が一、避難が困
難となった場合についても安全確保の方法について啓発。
〇避難行動を起こすタイミングを事前に考えておく「マイ避難カード」の普及推進を図る。

避難するタイミングを逸しないよう、避難先と避難タイミングをあらかじめ決めておく。

15



具体的取組
NO.16 迅速な災害対応の実施に向けた

PDCAサイクルに基づく訓練と継続的な実施

目標時期 H29から継続 取組機関 市、県、国

内容（施策） 実働水防訓練の継続的な実施とその内容の見直しを行う。

取組概要

取組内容および結果

豊岡市

○出水期を踏まえ、豊岡消防団と自主防災組織、国・県・市の行政職員、地元高校生が一体となって水防訓練を実施する。
土のう作成や土のう積み訓練等を通じて、水災害の最前線で行われる消防団による水防活動の一端に触れることにより、水防技術と水
防災意識・知識の向上が図られたとともに、積み土のうを実施するうえでの連携しての対応について確認する。

日時 2020年6月実施予定
場所 六方河川防災ステーション
参加 豊岡消防団、自主防災組織、豊岡総合高校生徒、

国交省・兵庫県・豊岡市各職員 250人程度

「台風23号メモリアル水防訓練」の開催

訓練の効果
毎年、参加者が入れ替わることで、多くの市民が水防活動の知識を身に着けることができている。
訓練により消防団と市民が連携することで、有事の際の連携もとりやすくなっている。

新型コロナウイルス感染拡大防止のため、
2020年度のメモリアル水防訓練は中止した。

16



具体的取組
NO.17 地域コミュニティでの防災や減災活動に関する

支援や活動内容の情報共有

目標時期 継続的に実施 取組機関 市、県、国

内容（施策） 地域コミュニティの活動を支援する。

豊岡市

○地域防災力向上のために、防災に関する「ワークショップ」を地域コミュニティを単位として実施する。

取組概要

取組内容および結果

17



具体的取組
NO.22 災害時に迅速に減災、復旧活動が行えるように
水害時避難確保計画・BCP（事業継続計画）の策定を推進

目標時期 継続的に実施 取組機関 市、県、国

内容（施策） 各機関、事業者における水害時BCP（事業継続計画）を作成する。

豊岡市

○要配慮者利用施設である特別養護老人ホーム等で進んでいる避難確保計画作成を踏まえ、避難訓練の実施を促す

取組概要

取組内容および結果

・避難確保計画を作成済みの施設は、計画の検証のため、あらかじめ取り決めた避難先（指定緊急避難場所や上層階への避難）への避難訓練に取
り組むよう要請する。

18

水害時に被災し、高齢者施設等の利用者が亡くなる事例が後を絶たない
ため、救助の時間を稼いだり、避難が遅れてもぎりぎりの所で命を保つ手
段として、今回、市と災害時における福祉避難場所提供に関する協定を
締結している高齢者の入所施設に対して、市所有のライフジャケットを提
供。

災害時要配慮者利用施設での策定率
高齢者・障害者施設等 作成率 40％（58/144）
小学校・幼稚園・保育所等 作成率 23％（12/53）（2020年度から作成を推進。）
※小学校と併設している児童クラブや、私立の保育所での作成が進んでいない。



令和３年度の取組み予定

19

市 県 気象台 国 JR WILLER 全但バス

1 ・
想定最大規模までの洪水氾濫と土砂災害を想定した訓練、試行運用によるタイムライン試行版の検証（未策

定機関は、策定） ● ● ● ● ●

① 洪水予報文の改善 ●

② 河川管理者による積極的な助言 ●

② 適時適格な避難のため、あらゆる情報提供ツールを活用した情報伝達・啓発活動の継続実施 ● ● ● ●

④
複数河川の氾濫を想定した計画規模以上の洪水に対する避難の判断基準やリードタイムを検討するととも

に、地域性や被害特性を勘案した具体的な災害対応策を検証 ● ● ● ●

地域の浸水危険度を情報提供し、住民一人ひとりが「自らの生命は自ら守る」ということを基本に、

平時から地域、家庭、職場等で防災への積極的な取り組みを行うよう促すなど、自主防災思想の普

及、徹底を図る。

4
・ 全ての地域住民が避難できるよう地元組織で実施する避難経路や危険箇所の確認、避難訓練、災害時要援護

者の支援などに取り組む減災防災運動を推進 ● ● ●

浸水想定区域図を元にハザードマップを作成し、地域毎での避難経路等の選定の促進を図る。 5 ・
浸水想定区域図の情報に基づき早期避難を要する区域・危険箇所等、災害危険度を明示した防災マップの周

知 ●

地域毎の個別支援計画の策定や防災訓練の中で要援護者を対象とした訓練を盛り込む。 6 ・ 各地域、箇所における災害危険度に基づく避難行動に関する要援護者個別支援計画の策定及び訓練の実施 ●

幼稚園、小学校、中学校における水災害教育として、洪水被害の歴史や身を守るための手段、地域や

行政の対応策について学ぶ。
7 ・ 学校園におけるメモリアル防災授業や防災出前講座の実施による防災教育の継続 ● ● ●

8 ・ 啓発活動や広報資料に、計画規模以上の洪水氾濫時の被害想定やその対応策の内容を反映 ● ●

① 若年層の世代に特化した啓発活動の場の企画 ● ● ●

② 水害の恐れのある地域に居住することの危険性を認識できるよう、水害リスクをわかりやすく開示 ● ● ●

③ 教育機関、ラジオ等のメディア、地域コミュニティを活用した広報の充実 ● ●

④ 「地区防災計画」や「災害・避難カード」の作成促進 ●

⑤ 兵庫県住宅再建共済（フェニックス共済）の加入促進 ● ●

水防拠点を整備し、災害時の円滑かつ迅速な対応を行うため資機材やその数量の見直しを行う。 10 ・
災害時の円滑かつ迅速な対応を行うため、必要な資機材の配備や防災ステーションの機能検証及び改善方策

の立案・実施 ● ● ●

実働水防訓練の継続的な実施とその内容の見直しを行う。 11 ・ 迅速な災害対応の実施に向けたPDCAサイクルに基づく訓練と継続的な実施 ● ●

地域コミュニティの活動を支援する。 12 ・ 地域コミュニティでの防災や減災活動に関する支援や活動内容の情報共有 ● ● ●

重要水防箇所の共通認識を促進する。 13 ・ 重要水防箇所の定期的な見直しと、共通認識の促進 ● ●

災害ボランティアの円滑な受け入れを促進する。 14 ・ 災害ボランティアの円滑な受け入れを促進するための制度・枠組み等の創設 ●

建設業協会との連携・協働体制を強化する。 15 ・ 建設業協会との応急復旧対策に関する事前調整等 ● ● ●

①
想定最大規模の洪水氾濫時を想定した防災施設・防災拠点の機能増強及び重要資機材への影響確認、避難施

設等の機能維持に関する施策の立案 ●

② 水防対応の手引きの作成・周知 ●

各機関、事業者における水害時BCP（事業継続計画）を作成する。 17 ・ 災害時に迅速に減災、復旧活動が行えるように水害時避難確保計画・BCP（事業継続計画）の策定を推進 ● ● ● ●

洪水を安全に流すためのハード対策を実施する。 18 ・ 河川整備計画に基づいた河川改修の実施 ●

豊岡市内での計画規模以上の洪水氾濫を想定した排水計画を策定し、内水対策を実施する。 19 ・ 具体的な排水計画の立案

排水施設の耐水化を実施する。 20 ・ 洪水氾濫時の耐水性の確認と耐水化対策の検討

既存施設の有効活用。 21 ・ 浸水被害低減に向けた既存ダムの洪水調節機能の活用及び検証 ● ●

主体となる機関（●）
内容（施策） No. 具体的取り組み

タイムラインを作成し、タイムラインに基づき想定最大規模までの洪水氾濫を想定した情報伝達体

制、方法について検証を行う。
2

3

啓発活動や広報資料に、計画規模以上の洪水に関する内容を盛り込むとともに、減災活動の取り組み

に幅広い年齢層の参加を促す。
9

洪水氾濫時の庁舎等の機能維持に備える。 16

地域性や被災特性を踏まえた避難の準備・行動を促す情報提供方法の検証と改良を行う。

※



具体的取組
NO.1 想定最大規模までの洪水氾濫と土砂災害を想定した訓練、

試行運用によるタイムライン試行版の検証（未策定機関は、策定）

内容（施策）
タイムラインを作成し、タイムラインに基づき想定最大規模までの洪水氾濫を想定した情報伝達体制、方法について
検証を行う。

目標時期 H29から継続 取組機関 市、県、気、国、交

○想定最大規模を想定したタイムラインの見直し
〇災害時における避難情報の伝達に差異が生じないよう、避難情報を発令する一定の条件の検証

取組概要

取組内容および結果

豊岡市

20

現行の計画規模の洪水を想定したタイムラインに、想定最大規模の洪水を
考慮した内容に見直す。

避難情報の発令の基準の確認



具体的取組
NO.3-② 適時適格な避難のため、あらゆる情報提供ツールを活用した

情報伝達・啓発活動の継続実施

内容（施策）
地域性や被災特性を踏まえた避難の準備・行動を促す情報提供方法の検証と改良を行う。

目標時期 H28から継続 取組機関 市、県、気、国

○防災マップの更新を行う
〇「地域の災害リスク」を理解したうえで、「正しい避難行動」を身につけていただくため、区や地域コミュニティ等を対象とした出前講座で継
続した啓発を行う。

取組概要

取組内容および結果

豊岡市

21

県管理河川の浸水想定図及び土砂災害特別警戒区域の指定が完了した
ことから、防災マップの更新を行う。

「地域の災害リスク」を理解したうえで、「正しい避難行動」を身につけてい
ただくため、区や地域コミュニティ等を対象とした出前講座で継続した啓発
を行う。

「マイ避難カード」の普及に努める



具体的取組 NO.3-④ 複数河川の氾濫を想定した計画規模以上の洪水に対する避難の判断基準や
ﾘｰﾄﾞﾀｲﾑを検討するとともに、地域性や被害特性を勘案した具体的な災害対応策を検証

内容（施策）
地域性や被災特性を踏まえた避難の準備・行動を促す情報提供方法の検証と改良を行う。

目標時期 R2から適宜 取組機関 市、県、気、国、交

○過去の災害対応の教訓から、避難行動等について理解促進を図るため、市長自ら全区長（町内会長）に対し、直接訴える。
〇特に知っておいていただきたい内容について、市のホームページに特設コーナーを設け、引き続き啓発する。

取組概要

取組内容および結果

豊岡市

22

出水期前の春季市政懇談会において、市長が区長へ直接語り掛ける。

市HPに各種情報、リンク先を添付することで、多様な情報収集ができるように
する。



具体的取組 NO.4 全ての地域住民が避難できるよう地元組織で実施する避難経路や危険箇所の
確認、避難訓練、災害時要援護者の支援などに取り組む減災防災運動を推進

内容（施策）
地域の浸水危険度を情報提供し、住民一人ひとりが「自らの生命は自ら守る」ということを基本に、平時から地域、家
庭、職場等で防災への積極的な取り組みを行うよう促すなど、自主防災思想の普及、徹底を図る。

目標時期 H28から継続 取組機関 市、県、気、国、交

○出前講座を行い、避難行動要援護者の個別支援計画作成や避難路選定等の進め方を啓発する。
〇引き続き「マイ防災マップ」や「マイ避難カード」の作成を普及を図る。

取組概要

取組内容および結果

豊岡市

23

出前講座では「いつ」「どこへ」を意識した避難行動が行えるよう、情報提供を
行う。



具体的取組 NO.5 浸水想定区域図の情報に基づき早期避難を要する
区域・危険箇所等、災害危険度を明示した防災マップの周知

内容（施策）
浸水想定区域図を元にハザードマップを作成し、地域毎での避難経路等の選定の促進を図る。

目標時期 R2からR3まで 取組機関 市、県

○ハザードマップの更新
〇出前講座を行い、避難行動要援護者の個別支援計画作成や避難路選定等の進め方を啓発する。

取組概要

取組内容および結果

豊岡市

24

2021年度に防災マップを更新する。（2016年以来５年ぶり）
【背景】県管理河川の浸水想定が公表されたこと

市内全域で土砂災害特別警戒区域の指定が完了したこと

サイズは冷蔵庫等目に留まるところに貼っておけるＡ３版

【表面】計画規模の降雨による洪水浸水想定と土砂災害警戒区域等を表示した
防災マップ

【裏面】自宅の災害リスクや避難行動の必要の有無を判断するための「避難行動
判定フロー図」や重要な用語の解説等を掲載

〇想定最大規模（1,000年に１度程度）の降雨による浸水想定区域図については、
小学校区単位のものを区長等に配布するほか市ホームページに掲載

〇防災ワークショップ等で、防災マップの活用方法の徹底や、平時に市民一人ひとりが
「逃げ時」や「逃げ先」を定めておく「マイ避難カード」の作成促進について取り組む。



具体的取組 NO.6 各地域、箇所におけるの災害危険度に基づく避難行動に関する
要援護者個別支援計画の策定及び訓練の実施

内容（施策）
地域毎での個別支援計画の策定や防災訓練の中で要援護者を対象とした訓練を盛り込む。

目標時期 H28から継続 取組機関 市、県

〇避難行動要援護者に対する個別支援計画作成までのフロー図を区長等に配布（市HPへも掲載）し、引き続き作成を促す。
〇市民総参加訓練（市民一斉避難訓練）実施に向けた取り組みの柱の一つとして明示し、啓発する。
※災害時要援護者の支援者のボランティア保険料を豊岡市が負担する取り組みを平成29年度に創設。
〇ケアプラン等の作成時に災害時に必要な情報も盛り込んだ内容となるよう、事業者等へ要請する。

取組概要

取組内容および結果

豊岡市

25

区に対し、引き続き、避難行動要援護者個別支援計画に基づく避難誘導を要
請する。



具体的取組 NO.7 学校園におけるメモリアル防災授業や防災出前講座の
実施による防災教育の継続

内容（施策）
幼稚園、小学校、中学校における水災害教育として、洪水被害の歴史や身を守るための手段、地域や行政の対応
策について学ぶ。

目標時期 H28から継続 取組機関 市、県、気、国

○台風23号メモリアル防災授業を市内全ての公立幼稚園・小中学校で実施する。
防災授業では、国土交通省作成（市編集協力、写真資料集提供）の学年別教材を活用しての実施について引き続き啓発する。

取組概要

取組内容および結果

豊岡市

26

避難行動を自ら判断し、行動できるよう啓発を行う。

豊岡市の災害特性を理解できる防災授業を実施する。



具体的取組 NO.8 啓発活動や広報資料に、計画規模以上の洪水氾濫時の
被害想定やその対応策の内容を反映

内容（施策）
啓発活動や広報資料に、計画規模以上の洪水に関する内容を盛り込むとともに、減災活動の取り組みに幅広い年
齢層の参加を促す。

目標時期 R2から継続 取組機関 市、県、国、交

○地域コミュニティを対象とした出前講座を積極的に行う。

取組概要

取組内容および結果

豊岡市

27

引き続き、地域コミュニティを対象とした出前講座を積極的に行う。

これまでに出前講座の要請のない地域コミュニティには、防災課から出前講
座の開催を促す。



具体的取組 NO.9-① 若年層の世代に特化した啓発活動の場の企画

内容（施策）
啓発活動や広報資料に、計画規模以上の洪水に関する内容を盛り込むとともに、減災活動の取り組みに幅広い年
齢層の参加を促す。

目標時期 H30から継続 取組機関 市、県、気、国

○女性、子育て世代に情報提供できる機会を検討する。

取組概要

取組内容および結果

豊岡市

28

事業所や、PTAなど子育て世代への出前講座の実施

地域での出前講座には、女性の参加を促すよう、主催者に要請する。



具体的取組
NO.9-② 水害の恐れのある地域に居住することの
危険性を認識できるよう、水害リスクをわかりやすく開示

内容（施策）
啓発活動や広報資料に、計画規模以上の洪水に関する内容を盛り込むとともに、減災活動の取り組みに幅広い年
齢層の参加を促す。

目標時期 H28から継続 取組機関 市、県、気、国

○ハザードマップの更新

取組概要

取組内容および結果

豊岡市

29

ハザードマップを更新し、自宅や地域の災害リスクを理解できるように啓発を
行う。

Ｌ２規模水害に対応していない避難場所の周知を引き続き行う。



具体的取組
NO.9-③ 教育機関、ラジオ等のメディア、地域コミュニティを

活用した広報の充実

内容（施策）
啓発活動や広報資料に、計画規模以上の洪水に関する内容を盛り込むとともに、減災活動の取り組みに幅広い年
齢層の参加を促す。

目標時期 H28から継続 取組機関 市、県、気、国

○台風23号メモリアル防災授業を市内全ての公立幼稚園・小中学校で実施する。
○地域コミュニティでの防災ワークショップを引き続き実施する。

取組概要

取組内容および結果

豊岡市

30

国交省事業で作成する防災学習教材を活用し、メモリアル防災授業を実施する。
2021年度は、保育所・幼稚園、小学校、中学校で防災学習教材を活用
いただけるよう啓発する。

防災ワークショップを地区別に継続して実施する。
地域コミュニティから区へ、区から区民へ、防災に関する情報が浸透するよう
内容と進め方を検討して進める。



具体的取組 NO.9-④ 「地区防災計画」や「災害・避難カード」の作成促進

内容（施策）
啓発活動や広報資料に、計画規模以上の洪水に関する内容を盛り込むとともに、減災活動の取り組みに幅広い年
齢層の参加を促す。

目標時期 H28から継続 取組機関 市、県、国、交

○「マイ避難カード」普及・啓発

取組概要

取組内容および結果

豊岡市

31

自らの避難行動を平時に考えておく、マイ避難カードの普及・啓発を行う。

出前講座を活用して「マイ避難カードの作成」を引き続き啓発する。

防災ワークショップや出前講座で「マイ避難カードの作成」を体験してもらい、
多くの区民がマイ避難カードを作成する機会を設定する。

防災ワークショップを実施した地区には、「マイ避難カード」を全戸配布する。
コミュニティや区役員がマイ避難カードの記入について区民に説明し、
区民がマイ避難カードを作成する。作成状況については、後年度に調査を
行い、必要なフォローアップも実施する。



具体的取組 NO.9-⑤ 兵庫県住宅再建共済（フェニックス共済）の加入促進

内容（施策）
啓発活動や広報資料に、計画規模以上の洪水に関する内容を盛り込むとともに、減災活動の取り組みに幅広い年
齢層の参加を促す。

目標時期 H28から継続 取組機関 市、県

○フェニックス共済の加入促進について、兵庫県と連携して取り組む

取組概要

取組内容および結果

豊岡市

32

市広報や出前講座で、フェニックス共済の普及啓発に努める。

防災ワークショップを実施した地区を「重点地区」に位置付け、パンフレットを
配布するなど、兵庫県とともに啓発に取り組む。



具体的取組 NO.10 災害時の円滑かつ迅速な対応を行うため、必要な資機材の
配備や防災ステーションの機能検証及び改善方策の立案・実施

内容（施策）
水防拠点を整備し、災害時の円滑かつ迅速な対応を行うため資機材やその数量の見直しを行う。

目標時期 H29から継続 取組機関 市、県、国

○資機材の点検、計画的な配備に努める

取組概要

取組内容および結果

豊岡市

33

水害対策用物資の備蓄を計画的に行う。



具体的取組
NO.11 迅速な災害対応の実施に向けたPDCAサイクルに基づく

訓練と継続的な実施

内容（施策）
実働水防訓練の継続的な実施とその内容の見直しを行う。

目標時期 H29から継続 取組機関 市、県、国、交

○○出水期を踏まえ、豊岡消防団と自主防災組織、国・県・市の行政職員、地元高校生が一体となって水防訓練を実施する。
土のう作成や土のう積み訓練等を通じて、水災害の最前線で行われる消防団による水防活動の一端に触れることにより、水防技術と水
防災意識・知識の向上が図られたとともに、積み土のうを実施するうえでの連携しての対応について確認する。

取組概要

取組内容および結果

豊岡市

34

日時 2021年6月実施予定
場所 六方河川防災ステーション
参加 豊岡消防団、自主防災組織、豊岡総合高校生徒、

国交省・兵庫県・豊岡市各職員 250人程度

「台風23号メモリアル水防訓練」の開催

訓練の効果
毎年、参加者が入れ替わることで、多くの市民が水防活動の知識を身に着けることができている。
訓練により消防団と市民が連携することで、有事の際の連携もとりやすくなっている。



具体的取組
NO.12 地域コミュニティでの防災や減災活動に関する支援や

活動内容の情報共有

内容（施策）
地域コミュニティの活動を支援する。

目標時期 H28から継続 取組機関 市、県、国

○地域防災力向上のために、防災に関する「ワークショップ」を地域コミュニティを単位として実施する。

取組概要

取組内容および結果

豊岡市

35

2020年度に引き続き、地域コミュニティでの「防災ワークショップ」に取り組む
防災ワークショップで目指すもの

① 地域の災害リスクを確認する。
↓
② 地域の問題点を知る。（避難場所、避難のタイミング、要援護者の支援方法、住民の防災意識など）
↓
③ 住民、区、コミュニティなどの役割を知る。（意識啓発、物資の備蓄、訓練、避難所運営等）
↓
④ ①、②、③を踏まえ、それぞれの組織で検討すべきことを整理し、具体的な対応について検討し、
実現に向け取り組む。

地域コミュニティで取り組んでいる防災活動の支援を行う。
活動内容を市ＨＰに掲載し、コミュニティ間での情報共有やレベルの底上げにつなげる。

「ひょうご防災リーダー講座」の参加促進（特に女性の参加を促進する）



具体的取組 NO.13 重要水防箇所の定期的な見直しと、共通認識の促進

内容（施策）
重要水防箇所の共通認識を促進する。

目標時期 H28から継続 取組機関 市、県、国

○国土交通省、消防団と重要水防箇所の点検・確認を行う。

取組概要

取組内容および結果

豊岡市

36

重要水防箇所を含む共同点検に参加する。



具体的取組
NO.14 災害ボランティアの円滑な受け入れを促進するための

制度・枠組み等の創設

内容（施策）
災害ボランティアの円滑な受け入れを促進する。

目標時期 H30から継続 取組機関 市、県、国

○受援計画を策定し、その検証を行う。

取組概要

取組内容および結果

豊岡市

37

受援計画を策定し、訓練を通じ検証を行う。



具体的取組 NO.15 建設業協会との応急復旧対策に関する事前調整等

内容（施策）
建設業協会との連携・協働体制を強化する。

目標時期 H29から継続 取組機関 市、県、国

○建設業協会や各種協定締結団体との連携を強化する

取組概要

取組内容および結果

豊岡市

38

出水期前に協定の内容や連絡先を双方で確認する機会を設ける



具体的取組 NO.16-① 想定最大規模の洪水氾濫時を想定した防災施設・防災拠点の機能
増強及び重要資機材への影響確認、避難施設等の機能維持に関する施策の立案

内容（施策）
洪水氾濫時の庁舎等の機能維持に備える。

目標時期 R2から適宜 取組機関 市、県、国、交

○洪水時に想定される庁舎の災害リスクを把握する

取組概要

取組内容および結果

豊岡市

39

更新するハザードマップにより、庁舎や避難施設の災害リスクを確認し、
必要な処置を検討する。



具体的取組 NO.16-② 水防対応の手引きの作成・周知

内容（施策）
洪水氾濫時の庁舎等の機能維持に備える。

目標時期 R2から適宜 取組機関 市、県、国、交

○洪水時に想定される庁舎の災害リスクを把握する

取組概要

取組内容および結果

豊岡市

40

更新するハザードマップにより、庁舎や避難施設の災害リスクを確認し、
必要な処置を検討する。



具体的取組
NO.17 災害時に迅速に減災、復旧活動が行えるように

水害時避難確保計画・BCP（事業継続計画）の策定を推進

内容（施策）
各機関、事業者における水害時BCP（事業継続計画）を作成する。

目標時期 H28から適宜 取組機関 市、県、国、交

○要配慮者利用施設である特別養護老人ホーム等で進んでいる避難確保計画作成を踏まえ、避難訓練の実施を促す
○要配慮者利用施設である保育所・幼稚園等で進んでいる避難確保計画作成を推進し、避難訓練の実施を促す

取組概要

取組内容および結果

豊岡市

41

特別養護老人ホーム等で避難確保計画を作成済みの施設は、計画の検証の
ため、あらかじめ取り決めた避難先（指定緊急避難場所や上層階への避難）
への避難訓練に取り組むよう要請する。

避難確保計画を作成していない施設には、計画作成が進むよう様式やデータ
の提供を行う。

保育所・幼稚園での避難確保計画作成が進むよう、働きかけを行う。



令和２年度の取組み報告組織別版

兵庫県総務企画

市 県 気象台 国

② 想定最大規模までの洪水氾濫を想定した訓練、試行運用によるタイムライン試行版の検証 ●

③ 複数河川からの氾濫や土砂災害、内水氾濫も想定したシナリオ型で、避難勧告等の発令タイミング・区域を設定 ●

2 ② 河川管理者による積極的な助言 ●

① 家屋倒壊の危険性のある区域や自宅2階以上に留まることも可とする区域などを設定 ●

②  シナリオ型の避難計画に基づく避難勧告等の発令 ●

③ 想定最大規模の洪水氾濫に対応した高所避難場所への避難計画の検証 ●

① 現状の情報提供ツール（情報サイト、ホームページ等）の実効性の検証と改良 ●

③ 情報伝達方法に関する啓発活動の継続実施 ● ● ● ●

④ 防災無線の全戸設置 ●

⑤ 洪水の進行、激甚化を予測する判断基準やリードタイムを検討するとともに計画規模以上の洪水の具体的な災害対応策を検証 ●

広域避難に関する調整・検証を行う。 5 ・ 洪水氾濫1～2日前からの広域避難の有効性の検証 ● ●

住民一人ひとりが「自らの生命は自ら守る」ということを基本に、平時から地域、家

庭、職場等で防災への積極的な取り組みを行うよう促すなど、自主防災思想の普及、徹

底を図る。

7
・ 地域の住民すべてが安全に避難できるよう、自治会、自主防災組織等が中心となり、地域ぐるみで避難路や危険箇所の確認、避難

訓練、災害時要援護者の支援などに取り組む”みんなで逃げよう”減災防災運動を推進
● ●

新たにハザードマップを作成し、避難経路等の選定の促進を図る。 8 ① 浸水想定区域図の情報に基づいた防災マップの更新と周知 ●

個別支援計画の策定や防災訓練の中で要援護者を対象とした訓練を盛り込む。 9 ・ 避難行動に関する要援護者個別支援計画の策定、及び訓練の実施 ●

幼稚園、小学校、中学校における水災害教育として、洪水被害の歴史や身を守るための

手段、地域や行政の対応策について学ぶ。
10 ・ 学校園におけるメモリアル防災授業や防災出前講座の実施 ● ●

13 ・ 啓発活動や広報資料に、計画規模以上の洪水氾濫時の被害想定やその対応策の内容を反映 ●

① 若年層の世代に特化した啓発活動の場の企画 ●

② 水害の恐れのある地域に居住することの危険性を認識できるよう、水害リスクをわかりやすく開示 ● ●

③ 教育機関、ラジオ等のメディア、地域コミュニティを活用した広報の充実 ●

④  「地区防災計画」や「災害・避難カード」の作成促進 ●

⑤ 兵庫県住宅再建共済（フェニックス共済）の加入促進 ●

災害時の円滑かつ迅速な対応を行うため資機材やその数量の見直しを行う。 15 ・ 必要な資機材の配備や防災ステーションの機能検証 ● ●

実働水防訓練の継続的な実施とその内容の見直しを行う。 16 ・ 迅速な災害対応の実施に向けたPDCAサイクルに基づく訓練と継続的な実施 ● ● ●

地域コミュニティの活動を支援する。 17 ・ 地域コミュニティでの防災や減災活動に関する支援や活動内容の情報共有 ● ● ●

重要水防箇所の共通認識を促進する。 18 ・ 重要水防箇所の定期的な見直しと、共通認識の促進 ●

② 想定最大規模の洪水氾濫時を想定した防災施設の機能増強に関する施策の立案 ●

③ 水防対応の手引きの作成・周知 ●

各機関、事業者における水害時BCP（事業継続計画）を作成する。 22 ・ 災害時に迅速に減災、復旧活動が行えるように水害時避難確保計画・BCP（事業継続計画）の策定を推進 ● ● ●

洪水を安全に流すためのハード対策を実施する。 23 ・ 今後5年間の計画に基づいた流下能力対策（築堤、掘削等）の実施 ●

堤防天端の保護、堤防裏法尻の補強等の粘り強い構造の堤防の整備を実施する。 24
・ 今後5年間の計画に基づいた天端の保護及び裏法尻の補強の実施

（城崎町桃島～今津、日高町西芝地先はH28までに実施予定）（立野～出石町引原等の区間はH29～32に実施予定）
●

避難の準備・行動を促す情報提供方法の検証と改良を行う。 4

啓発活動や広報資料に、計画規模以上の洪水に関する内容を盛り込むとともに、減災活

動の取り組みに幅広い年齢層の参加を促す。 14

洪水氾濫時の庁舎等の機能維持に備える。 21

地域性や被災特性を踏まえた避難情報の提供に努める。 3

内容（施策） 具体的取組み
主体となる期間（●）数字は頁

タイムラインを作成し、タイムラインに基づき想定最大規模までの洪水氾濫を想定した

情報伝達体制、方法について検証を行う。

1
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具体的取組 NO.4-③ 情報伝達方法に関する啓発活動の継続実施 兵庫県

目標時期 継続的に実施 取組機関 市、県、気、国

内容（施策） 避難の準備・行動を促す情報提供方法の検証と改良を行う。

○「フェニックス防災システム」及び「ひょうご防災ネット（とよおか防災ネット）」・「ひょうごＥネット」の活用。

取組概要

取組内容および結果

地震災害をはじめ、あらゆる災害において、迅速な初動対応を支援する「フェニックス防災システム」を活用し、気象警報・注意報や地震・河川水位等
の観測情報を市町等に通知し、警戒を促すとともに、市町等からの災害・被害報告を受け、防災関係機関と情報共有を図りながら、可視化により被災
状況を把握。
災害時の避難勧告・避難指示（緊急）等の災害関連情報について、全国共通基盤である「Ｌアラート（災害情報共有システム）」や「ひょうご防災ネット」
と連携し、テレビ局等多様なメディアや携帯メールを通じて県民へ迅速かつ効率的に情報を提供。31年5月から「ひょうご防災ネットアプリ」の運用開始。
「ひょうご防災ネット」やそれを外国語（12言語：中国語（簡体字・繁体字）、英語、フランス語、ドイツ語、インドネシア語、イタリア語、韓国語、ポルトガル
語、スペイン語、タイ語、ベトナム語）に翻訳した「ひょうごＥネット」を活用し、県民に災害情報、避難情報等の緊急情報及び緊急気象情報を発信。

フェニックス防災システム

・市役所・町役場、消防本部
・県警本部・警察署
・県庁防災部局、各部総務、土木部局、農林部局
・県民局防災担当・土木事務所・農林事務所等
・陸上・海上自衛隊、第五管区海上保安本部
・消防庁、神戸地方気象台、日赤兵庫県支部
・NTT西日本、関西電力、大阪ガス

体制設置状況
避難勧告等発令
避難所開設
災害報告 等

体制設置状況
水防指令・水防警報
県河川水位情報
県震度計情報 等

兵庫県

防災気象情報
気象注警報
地震津波情報 等

プッシュ通知により防災関係機関と情報共有

テレビ、ラジオ、インターネット、
携帯電話、スマートフォン等

様々な媒体により住民へ伝達

・ひょうご防災ネット
・ひょうごＥネット
・Ｌアラート
（災害情報共有システム）

システム連携

豊岡市

神戸地方気象台
ウェザーニューズ

避難勧告等発令情報
避難所開設情報
河川水位情報 等
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具体的取組

NO.7 地域の住民すべてが安全に避難できるよう、自治会、
自主防災組織等が中心となり、地域ぐるみで避難路や
危険箇所の確認、避難訓練、災害時要援護者の支援などに取り組む
”みんなで逃げよう”減災防災運動を推進

兵庫県

目標時期 H28から継続 取組機関 市、県、国、住民

内容（施策）
住民一人ひとりが「自らの生命は自ら守る」ということを基本に、平時から地域、家庭、職場等で防災への積極的な
取組を行うよう促すなど、自主防災思想の普及、徹底を図る。

○防災サバイバル講座、防災グッズ・パネル展を開催：平成16年台風23号水害の被災状況等のパネルを展示し、記憶の風化を防ぐととも
に、備えて欲しい防災グッズを展示する。また、「自分の命は自分で守る」自助の取り組みを促すため、災害から「命を守る」ために必要な
ノウハウを学ぶ講座を開催。 → サバイバル講座を中止し、グッズ・パネル展示のみ実施。
○ひょうご防災リーダーフォローアップ研修（但馬会場）：ひょうご防災リーダー講座修了者対象
地域防災の担い手育成のための「ひょうご防災リーダー講座」の修了者を対象に、最近の災害から得られた教訓や新たな知見・技術等を
定期的に習得してもらうため、「フォローアップ研修」を実施。 → 但馬会場は中止（三木総合防災公園でのみ実施）。

取組概要

取組内容および結果

ひょうご防災リーダー
フォローアップ研修（但馬会場） ※中止

① 開催日程 豊 岡：令和2年8月21日(金)～23日(日)
和田山：令和2年8月28日(金)～30日(日)

② 開催場所 豊 岡：:アイティ
和田山：イオン和田山店

③ 展示内容
＜グッズ＞
災害から命を守るために備えて欲しい防災グッズ
（例）段ボールベッド、非常用簡易トイレ、携帯ラジオ、

ソーラーパネル、折りたたみ式バケツ 等
＜パネル＞
平成16年台風23号水害の被害状況パネル

① 開催日程：1日間
② 開催場所：兵庫県豊岡総合庁舎 401会議室 予定
③ 対象者：ひょうご防災リーダー50名程度
④ 内容
・最近の災害から得られた教訓や新たな知見・技術等を定期的
に習得する研修を実施。

・但馬防災サバイバル講座 ※中止
・防災グッズ・パネル展
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具体的取組 NO.14-⑤ 兵庫県住宅再建共済（フェニックス共済）の加入促進 兵庫県

目標時期 継続的に実施 取組機関 市、県、住民

内容（施策）
啓発活動や広報資料に、計画規模以上の洪水に関する内容を盛り込むとともに、減災活動の取組に幅広い年齢層
の参加を促す。

○フェニックス共済加入促進員を配置し、促進員により自治会長宅等を個別訪問し、啓発及び自治会員の加入を呼びかけ。
○防災意識が高まる９月を加入強化月間と位置づけ、普及啓発活動を集中実施するとともに、企業訪問等による社員の加入を呼びかけ。
○土砂災害特別警戒区域指定に係る地域別説明会での出前受付を実施。

取組概要

取組内容および結果

フェニックス共済加入状況
2021年3月末時点 （ ）前年比

区分
住宅再建共済
加入率

うち一部損壊特約
加入率

家財再建共済
加入率

豊岡市
15.7%
（-0.1）

46.5%
（+0.7）

5.5%
（+0.1）

但馬全体
15.0%
（-0.2）

44.1%
（+0.7）

4.9%
（+0.1）

県全体
9.6%
（±0）

56.2%
（+0.6）

2.8%
（+0.0）

○フェニックス共済加入強化月間の取り組み
■ 強化月間：令和２年９月
■ 取組内容
①加入申込書付きパンフレット全戸配布
②加入促進員による個別訪問
③路線バスへの車外広告の掲載
④各種媒体による広報
⑤イベント会場でのブース出展
⑥出前受付の実施
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具体的取組
NO.16 迅速な災害対応の実施に向けた

PDCAサイクルに基づく訓練と継続的な実施

目標時期 H29から継続 取組機関 市、県、国

内容（施策） 実働水防訓練の継続的な実施とその内容の見直しを行う。

○

取組概要

取組内容および結果

兵庫県

該当なし
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自主防災組織の防災・減災活動の手引き

具体的取組
NO.17 地域コミュニティでの防災や減災活動に関する

支援や活動内容の情報共有

目標時期 継続的に実施 取組機関 市、県、国

内容（施策） 地域コミュニティの活動を支援する。

○「ひょうご防災減災推進条例」に基づく「ひょうご安全の日推進事業（助成事業）」により、地域団体などが行う実践的な防災訓練、防災学
習等を助成。
○防災・減災活動に役立つ、「新ひょうご防災アクション」及び「防災訓練はじめの一歩」の冊子を自治会等に配布。

取組概要

取組内容および結果

兵庫県

ひょうご安全の日推進事業（助成事業）

○助成額 ：上限15万円

１ 実践活動事業
○助成対象：地域団体（自主防災組織、自治会等）、
○対象事業：①防災訓練、防災学習

② 「マイ避難カード」の作成に係るワークショップ、避難訓練等
②避難行動要支援者の個別支援計画の策定
③地区防災計画の策定
④避難所自主運営マニュアルの策定

○助成額 ：上限30万円
２ 自主防災組織強化支援事業
○助成対象：自主防災組織
○対象事業：
① 避難行動要支援者対応を含む避難訓練
② 避難所自主運営マニュアル又はそれと同等の訓練計画による避難
所運営訓練

③ その他特色ある訓練（例：夜間避難訓練等）
○助成額 ：上限30万円
３ 若者支援事業
○助成対象：26歳以下の者が構成員の3/4以上を占める県内のグループ
○対象事業：震災の経験・教訓の継承・活用や防災減災の重要性の遡及に

資すると認められる事業
○助成額 ：上限15万円
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具体的取組
NO.22 災害時に迅速に減災、復旧活動が行えるように
水害時避難確保計画・BCP（事業継続計画）の策定を推進

目標時期 継続的に実施 取組機関 市、県、国

内容（施策） 各機関、事業者における水害時BCP（事業継続計画）を作成する。

○兵庫県地域防災計画（風水害等対策計画）の災害予防計画に県、市町その他の防災関係機関の平時からの防災組織体制について定
める。

取組概要

兵庫県

取組内容および結果

○県職員行動マニュアルの作成

「災害時等職員行動マニュアル作成ガイドライン」に基づき、職員が災害発生時に迅速かつ的確な災害応急対策を実施することができるよう、通常業務
のうち最低限継続すべき業務を記載したうえで職員のとるべき行動を、部局ごとにとりまとめた職員行動マニュアルを作成し、初動緊急対応期の重要優先
業務をまとめた「兵庫県応急対応行動シナリオ」とともに、職場研修や訓練等を通じ、周知徹底を図る。

２４時間監視・即応体制の確立
災害の監視及び災害情報の収集・伝達体制等を確保するため、勤務時間外における職員の当直（日直・宿直）体制
を実施

災害対策要員等への連絡手段の確保 県の幹部職員等は、常時、災害時優先携帯電話等を携行

災害対策本部員の招集手段の確保
災害発生時に交通が途絶したときは、警察活動に支障がない限りにおいて、災害対策本部員のうちあらかじめ指定
された者をパトカー等により搬送

職員の体制

災害発生時における職員の体制につき、以下の事項をあらかじめ取り決めておき、職員に対しては定期的な訓練を
通じ、周知徹底を図る
①参集基準
②夜間、休日に災害が発生した場合における電話連絡網、緊急通報システムを使った参集体制
③応急活動時に使用する資機材の保管場所、使用方法の周知
④フェニックス防災システム端末の使用方法の習熟

災害発生時の行動指針・配備体制 勤務時間外／勤務時間内／組織及び配備体制の基準

動員・連絡体制 個別一覧表／幹部職員連絡ルート／課室別連絡ルート／代替要員名簿／総括表

組織体制と分掌事務 組織体制／分掌事務／災害応急対策の流れ（初動期（概ね３時間以内）／初動期以降）／各部局関係機関の連絡先

○県の災害対策要員等の確保体制
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令和３年度の取組み予定

7

市 県 気象台 国 JR WILLER 全但バス

1 ・
想定最大規模までの洪水氾濫と土砂災害を想定した訓練、試行運用によるタイムライン試行版の検証（未策

定機関は、策定） ● ● ● ● ●

① 洪水予報文の改善 ●

② 河川管理者による積極的な助言 ●

② 適時適格な避難のため、あらゆる情報提供ツールを活用した情報伝達・啓発活動の継続実施 ● ● ● ●

④
複数河川の氾濫を想定した計画規模以上の洪水に対する避難の判断基準やリードタイムを検討するととも

に、地域性や被害特性を勘案した具体的な災害対応策を検証 ● ● ● ●

地域の浸水危険度を情報提供し、住民一人ひとりが「自らの生命は自ら守る」ということを基本に、

平時から地域、家庭、職場等で防災への積極的な取り組みを行うよう促すなど、自主防災思想の普

及、徹底を図る。

4
・ 全ての地域住民が避難できるよう地元組織で実施する避難経路や危険箇所の確認、避難訓練、災害時要援護

者の支援などに取り組む減災防災運動を推進 ● ● ●

浸水想定区域図を元にハザードマップを作成し、地域毎での避難経路等の選定の促進を図る。 5 ・
浸水想定区域図の情報に基づき早期避難を要する区域・危険箇所等、災害危険度を明示した防災マップの周

知 ●

地域毎の個別支援計画の策定や防災訓練の中で要援護者を対象とした訓練を盛り込む。 6 ・ 各地域、箇所における災害危険度に基づく避難行動に関する要援護者個別支援計画の策定及び訓練の実施 ●

幼稚園、小学校、中学校における水災害教育として、洪水被害の歴史や身を守るための手段、地域や

行政の対応策について学ぶ。
7 ・ 学校園におけるメモリアル防災授業や防災出前講座の実施による防災教育の継続 ● ● ●

8 ・ 啓発活動や広報資料に、計画規模以上の洪水氾濫時の被害想定やその対応策の内容を反映 ● ●

① 若年層の世代に特化した啓発活動の場の企画 ● ● ●

② 水害の恐れのある地域に居住することの危険性を認識できるよう、水害リスクをわかりやすく開示 ● ● ●

③ 教育機関、ラジオ等のメディア、地域コミュニティを活用した広報の充実 ● ●

④ 「地区防災計画」や「災害・避難カード」の作成促進 ●

⑤ 兵庫県住宅再建共済（フェニックス共済）の加入促進 ● ●

水防拠点を整備し、災害時の円滑かつ迅速な対応を行うため資機材やその数量の見直しを行う。 10 ・
災害時の円滑かつ迅速な対応を行うため、必要な資機材の配備や防災ステーションの機能検証及び改善方策

の立案・実施 ● ● ●

実働水防訓練の継続的な実施とその内容の見直しを行う。 11 ・ 迅速な災害対応の実施に向けたPDCAサイクルに基づく訓練と継続的な実施 ● ●

地域コミュニティの活動を支援する。 12 ・ 地域コミュニティでの防災や減災活動に関する支援や活動内容の情報共有 ● ● ●

重要水防箇所の共通認識を促進する。 13 ・ 重要水防箇所の定期的な見直しと、共通認識の促進 ● ●

災害ボランティアの円滑な受け入れを促進する。 14 ・ 災害ボランティアの円滑な受け入れを促進するための制度・枠組み等の創設 ●

建設業協会との連携・協働体制を強化する。 15 ・ 建設業協会との応急復旧対策に関する事前調整等 ● ● ●

①
想定最大規模の洪水氾濫時を想定した防災施設・防災拠点の機能増強及び重要資機材への影響確認、避難施

設等の機能維持に関する施策の立案 ●

② 水防対応の手引きの作成・周知 ●

各機関、事業者における水害時BCP（事業継続計画）を作成する。 17 ・ 災害時に迅速に減災、復旧活動が行えるように水害時避難確保計画・BCP（事業継続計画）の策定を推進 ● ● ● ●

洪水を安全に流すためのハード対策を実施する。 18 ・ 河川整備計画に基づいた河川改修の実施 ●

豊岡市内での計画規模以上の洪水氾濫を想定した排水計画を策定し、内水対策を実施する。 19 ・ 具体的な排水計画の立案

排水施設の耐水化を実施する。 20 ・ 洪水氾濫時の耐水性の確認と耐水化対策の検討

既存施設の有効活用。 21 ・ 浸水被害低減に向けた既存ダムの洪水調節機能の活用及び検証 ● ●

主体となる機関（●）
内容（施策） No. 具体的取り組み

タイムラインを作成し、タイムラインに基づき想定最大規模までの洪水氾濫を想定した情報伝達体

制、方法について検証を行う。
2

3

啓発活動や広報資料に、計画規模以上の洪水に関する内容を盛り込むとともに、減災活動の取り組み

に幅広い年齢層の参加を促す。
9

洪水氾濫時の庁舎等の機能維持に備える。 16

地域性や被災特性を踏まえた避難の準備・行動を促す情報提供方法の検証と改良を行う。

※



具体的取組
NO.3-② 適時適格な避難のため、あらゆる情報提供ツールを活用した

情報伝達・啓発活動の継続実施

内容（施策）
地域性や被災特性を踏まえた避難の準備・行動を促す情報提供方法の検証と改良を行う。

目標時期 H28から継続 取組機関 市、県、気、国

○「フェニックス防災システム」及び「ひょうご防災ネット（とよおか防災ネット）」・「ひょうごＥネット」の活用

取組概要

取組内容および結果

兵庫県

地震災害をはじめ、あらゆる災害において、迅速な初動対応を支援する「フェニックス防災システム」を活用し、気象警報・注意報や地震・河川水位等
の観測情報を市町等に通知し、警戒を促すとともに、市町等からの災害・被害報告を受け、防災関係機関と情報共有を図りながら、可視化により被災
状況を把握。
災害時の避難勧告・避難指示（緊急）等の災害関連情報について、全国共通基盤である「Ｌアラート（災害情報共有システム）」や「ひょうご防災ネット」
と連携し、テレビ局等多様なメディアや携帯メールを通じて県民へ迅速かつ効率的に情報を提供。31年5月から「ひょうご防災ネットアプリ」の運用開始。
「ひょうご防災ネット」やそれを外国語（12言語：中国語（簡体字・繁体字）、英語、フランス語、ドイツ語、インドネシア語、イタリア語、韓国語、ポルトガル
語、スペイン語、タイ語、ベトナム語）に翻訳した「ひょうごＥネット」を活用し、県民に災害情報、避難情報等の緊急情報及び緊急気象情報を発信。

・市役所・町役場、消防本部
・県警本部・警察署
・県庁防災部局、各部総務、土木部局、農林部局
・県民局防災担当・土木事務所・農林事務所等
・陸上・海上自衛隊、第五管区海上保安本部
・消防庁、神戸地方気象台、日赤兵庫県支部
・NTT西日本、関西電力、大阪ガス

体制設置状況
避難勧告等発令
避難所開設
災害報告 等

体制設置状況
水防指令・水防警報
県河川水位情報
県震度計情報 等

兵庫県

防災気象情報
気象注警報
地震津波情報 等

プッシュ通知により防災関係機関と情報共有

テレビ、ラジオ、インターネット、
携帯電話、スマートフォン等

様々な媒体により住民へ伝達

・ひょうご防災ネット
・ひょうごＥネット
・Ｌアラート
（災害情報共有システム）

システム連携

豊岡市

神戸地方気象台
ウェザーニューズ

避難勧告等発令情報
避難所開設情報
河川水位情報 等
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具体的取組 NO.4 全ての地域住民が避難できるよう地元組織で実施する避難経路や危険箇所の
確認、避難訓練、災害時要援護者の支援などに取り組む減災防災運動を推進

内容（施策）
地域の浸水危険度を情報提供し、住民一人ひとりが「自らの生命は自ら守る」ということを基本に、平時から地域、家
庭、職場等で防災への積極的な取り組みを行うよう促すなど、自主防災思想の普及、徹底を図る。

目標時期 H28から継続 取組機関 市、県、気、国、交

○但馬防災サバイバル講座
「自分の命は自分で守る」自助の取り組みを促すため、災害から命を守るために必要なノウハウを学ぶ講座を開催。併せて、防災グッズ
や平成16年台風23号水害等に関するパネルを展示するほか、フェニックス共済の加入促進のため、出前受付を実施する。
○但馬地域ひょうご防災リーダー講座
地域防災の担い手育成のための講座を実施。（但馬地域での開催は概ね３年に１回。）
○ひょうご防災リーダーフォローアップ研修（但馬会場）
「ひょうご防災リーダー講座」の修了者を対象に、最近の災害から得られた教訓や新たな知見・技術等を定期的に習得してもらうため、
「フォローアップ研修」を実施。

取組概要

取組内容および結果

兵庫県

○防災サバイバル講座

① 開催日程 令和3年6月19日（土）
② 開催場所 但馬文教府
③ 参加者 50名
④ 内 容
(1)講座・実践
・座学：最新の防災知識・クイズ
・実践：サバイバル知識の実践
(2)グッズ・パネル展示
・グッズ：備えて欲しい防災グッズ（非常用簡

易トイレ、家具転倒防止用具等）
・パネル：平成16年台風23号水害のパネル等
(3)フェニックス共済出前受付

○ひょうご防災リーダー
フォローアップ研修（但馬会場）

① 開催日程：1日間（11～12月頃）
② 開催場所：県豊岡総合庁舎（予定）
③ 対象者：ひょうご防災リーダー50名程度
④ 内容
最近の災害から得られた教訓や新たな知
見・技術等を定期的に習得する研修を実施。

○但馬地域ひょうご防災リーダー講座

① 開催日程
講座6日間 (7/10,24,8/7,28,9/5,26)
救命講習1日間 (9/11又は12)

② 開催場所 豊岡市役所、県豊岡総合庁舎
③ 参加者 40名程度
④ 内 容
・防災分野の一流講師による講義
・避難行動ワークショップ
・普通救命講習 等

9



具体的取組 NO.9-⑤ 兵庫県住宅再建共済（フェニックス共済）の加入促進

内容（施策）
啓発活動や広報資料に、計画規模以上の洪水に関する内容を盛り込むとともに、減災活動の取り組みに幅広い年
齢層の参加を促す。

目標時期 H28から継続 取組機関 市、県

○フェニックス共済普及専門員を配置し、専門員により自治会長宅等を個別訪問し、啓発及び自治会員の加入を呼びかけ。
○防災意識が高まる９月を加入強化月間と位置づけ、普及啓発活動を集中実施するとともに、企業訪問等による社員の加入を呼びかけ。
○土砂災害特別警戒区域指定に係る地域別説明会での出前受付を実施。

取組概要

取組内容および結果

兵庫県

○フェニックス共済加入強化月間の取り組み
■ 強化月間：令和３年９月
■ 取組内容
①加入申込書付きパンフレット全戸配布
②加入促進員による個別訪問
③路線バスへの車外広告の掲載
④各種媒体による広報
⑤イベント会場でのブース出展
⑥出前受付の実施

フェニックス共済加入状況
2021年3月末時点 （ ）前年比

区分
住宅再建共済
加入率

うち一部損壊特約
加入率

家財再建共済
加入率

豊岡市
15.7%
（-0.1）

46.5%
（+0.7）

5.5%
（+0.1）

但馬全体
15.0%
（-0.2）

44.1%
（+0.7）

4.9%
（+0.1）

県全体
9.6%
（±0）

56.2%
（+0.6）

2.8%
（+0.0）
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具体的取組 NO.12 地域コミュニティでの防災や減災活動に関する支援や
活動内容の情報共有

内容（施策）
地域コミュニティの活動を支援する。

目標時期 H28から継続 取組機関 市、県、国

○「ひょうご防災減災推進条例」に基づく「ひょうご安全の日推進事業（助成事業）」により、地域団体などが行う実践的な防
災訓練、防災学習等を助成。
○防災・減災活動に役立つ、「新ひょうご防災アクション」及び「防災訓練はじめの一歩」の冊子を自治会等に配布。

取組概要

取組内容および結果

兵庫県

ひょうご安全の日推進事業（助成事業）

１ 実践活動事業
○助成対象：地域団体（自主防災組織、自治会等）、
○対象事業：①防災訓練、防災学習

② 「マイ避難カード」の作成に係るワークショップ、避難訓練等
②避難行動要支援者の個別支援計画の策定
③地区防災計画の策定
④避難所自主運営マニュアルの策定

○助成額 ：上限30万円
２ 自主防災組織強化支援事業
○助成対象：自主防災組織
○対象事業：
① 避難行動要支援者対応を含む避難訓練
② 避難所自主運営マニュアル又はそれと同等の訓練計画による避難
所運営訓練

③ その他特色ある訓練（例：夜間避難訓練等）
○助成額 ：上限32万円
３ 若者支援事業
○助成対象：26歳以下の者が構成員の3/4以上を占める県内のグループ
○対象事業：震災の経験・教訓の継承・活用や防災減災の重要性の遡及に

資すると認められる事業
○助成額 ：上限15万円

自主防災組織の防災・減災活動の手引き

11



具体的取組 NO.17 災害時に迅速に減災、復旧活動が行えるように
水害時避難確保計画・BCP（事業継続計画）の策定を推進

内容（施策）
各機関、事業者における水害時BCP（事業継続計画）を作成する。

目標時期 H28から適宜 取組機関 市、県、国、交

○兵庫県地域防災計画（風水害等対策計画）の災害予防計画に県、市町その他の防災関係機関の平時からの防災組織体制について定
める。

取組概要

取組内容および結果

兵庫県

○県職員行動マニュアルの作成

「災害時等職員行動マニュアル作成ガイドライン」に基づき、職員が災害発生時に迅速かつ的確な災害応急対策を実施することができるよう、通常業務
のうち最低限継続すべき業務を記載したうえで職員のとるべき行動を、部局ごとにとりまとめた職員行動マニュアルを作成し、初動緊急対応期の重要優先
業務をまとめた「兵庫県応急対応行動シナリオ」とともに、職場研修や訓練等を通じ、周知徹底を図る。

２４時間監視・即応体制の確立
災害の監視及び災害情報の収集・伝達体制等を確保するため、勤務時間外における職員の当直（日直・宿直）体制
を実施

災害対策要員等への連絡手段の確保 県の幹部職員等は、常時、災害時優先携帯電話等を携行

災害対策本部員の招集手段の確保
災害発生時に交通が途絶したときは、警察活動に支障がない限りにおいて、災害対策本部員のうちあらかじめ指定
された者をパトカー等により搬送

職員の体制

災害発生時における職員の体制につき、以下の事項をあらかじめ取り決めておき、職員に対しては定期的な訓練を
通じ、周知徹底を図る
①参集基準
②夜間、休日に災害が発生した場合における電話連絡網、緊急通報システムを使った参集体制
③応急活動時に使用する資機材の保管場所、使用方法の周知
④フェニックス防災システム端末の使用方法の習熟

災害発生時の行動指針・配備体制 勤務時間外／勤務時間内／組織及び配備体制の基準

動員・連絡体制 個別一覧表／幹部職員連絡ルート／課室別連絡ルート／代替要員名簿／総括表

組織体制と分掌事務 組織体制／分掌事務／災害応急対策の流れ（初動期（概ね３時間以内）／初動期以降）／各部局関係機関の連絡先

○県の災害対策要員等の確保体制
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令和２年度の取組み報告組織別版

兵庫県豊岡土木

資料－６③

市 県 気象台 国 JR WILLER

1 ・
想定最大規模までの洪水氾濫と土砂災害を想定した訓練、試行運用によるタイムライン試行版の検証（未策

定機関は、策定） ● ● ● ●

① 洪水予報文の改善 ●

② 河川管理者による積極的な助言 ●

② 適時適格な避難のため、あらゆる情報提供ツールを活用した情報伝達・啓発活動の継続実施 ● ● ● ●

④
複数河川の氾濫を想定した計画規模以上の洪水に対する避難の判断基準やリードタイムを検討するととも

に、地域性や被害特性を勘案した具体的な災害対応策を検証 ● ● ●

地域の浸水危険度を情報提供し、住民一人ひとりが「自らの生命は自ら守る」ということを基本に、

平時から地域、家庭、職場等で防災への積極的な取り組みを行うよう促すなど、自主防災思想の普

及、徹底を図る。

4
・ 全ての地域住民が避難できるよう地元組織で実施する避難経路や危険箇所の確認、避難訓練、災害時要援護

者の支援などに取り組む減災防災運動を推進 ● ● ● ●

浸水想定区域図を元にハザードマップを作成し、地域毎での避難経路等の選定の促進を図る。 5 ・
浸水想定区域図の情報に基づき早期避難を要する区域・危険箇所等、災害危険度を明示した防災マップの周

知 ●

地域毎の個別支援計画の策定や防災訓練の中で要援護者を対象とした訓練を盛り込む。 6 ・ 各地域、箇所における災害危険度に基づく避難行動に関する要援護者個別支援計画の策定及び訓練の実施 ●

幼稚園、小学校、中学校における水災害教育として、洪水被害の歴史や身を守るための手段、地域や

行政の対応策について学ぶ。
7 ・ 学校園におけるメモリアル防災授業や防災出前講座の実施による防災教育の継続 ● ● ●

8 ・ 啓発活動や広報資料に、計画規模以上の洪水氾濫時の被害想定やその対応策の内容を反映 ● ● ●

① 若年層の世代に特化した啓発活動の場の企画 ● ● ●

② 水害の恐れのある地域に居住することの危険性を認識できるよう、水害リスクをわかりやすく開示 ● ● ●

③ 教育機関、ラジオ等のメディア、地域コミュニティを活用した広報の充実 ● ●

④ 「地区防災計画」や「災害・避難カード」の作成促進 ● ●

⑤ 兵庫県住宅再建共済（フェニックス共済）の加入促進 ● ●

水防拠点を整備し、災害時の円滑かつ迅速な対応を行うため資機材やその数量の見直しを行う。 10 ・
災害時の円滑かつ迅速な対応を行うため、必要な資機材の配備や防災ステーションの機能検証及び改善方策

の立案・実施 ● ● ●

実働水防訓練の継続的な実施とその内容の見直しを行う。 11 ・ 迅速な災害対応の実施に向けたPDCAサイクルに基づく訓練と継続的な実施 ● ● ●

地域コミュニティの活動を支援する。 12 ・ 地域コミュニティでの防災や減災活動に関する支援や活動内容の情報共有 ● ● ●

重要水防箇所の共通認識を促進する。 13 ・ 重要水防箇所の定期的な見直しと、共通認識の促進 ● ●

災害ボランティアの円滑な受け入れを促進する。 14 ・ 災害ボランティアの円滑な受け入れを促進するための制度・枠組み等の創設 ●

建設業協会との連携・協働体制を強化する。 15 ・ 建設業協会との応急復旧対策に関する事前調整等 ● ● ●

①
想定最大規模の洪水氾濫時を想定した防災施設・防災拠点の機能増強及び重要資機材への影響確認、避難施

設等の機能維持に関する施策の立案 ● ●

② 水防対応の手引きの作成・周知 ● ●

各機関、事業者における水害時BCP（事業継続計画）を作成する。 17 ・ 災害時に迅速に減災、復旧活動が行えるように水害時避難確保計画・BCP（事業継続計画）の策定を推進 ● ● ●

洪水を安全に流すためのハード対策を実施する。 18 ・ 河川整備計画に基づいた河川改修の実施 ●

豊岡市内での計画規模以上の洪水氾濫を想定した排水計画を策定し、内水対策を実施する。 19 ・ 具体的な排水計画の立案

排水施設の耐水化を実施する。 20 ・ 洪水氾濫時の耐水性の確認と耐水化対策の検討

既存施設の有効活用。 21 ・ 浸水被害低減に向けた既存ダムの洪水調節機能の活用及び検証 ● ●

内容（施策） No. 具体的取り組み
主体となる期間（●）数字は頁

タイムラインを作成し、タイムラインに基づき想定最大規模までの洪水氾濫を想定した情報伝達体

制、方法について検証を行う。
2

3

啓発活動や広報資料に、計画規模以上の洪水に関する内容を盛り込むとともに、減災活動の取り組み

に幅広い年齢層の参加を促す。
9

洪水氾濫時の庁舎等の機能維持に備える。 16

地域性や被災特性を踏まえた避難の準備・行動を促す情報提供方法の検証と改良を行う。

0



具体的取組 NO.2-② 河川管理者による積極的な助言

内容（施策）
タイムラインを作成し、タイムラインに基づき想定最大規模までの洪水氾濫を想定した情報伝達体制、方法について
検証を行う。

目標時期 H29から継続 取組機関 県、国

○ 台風や津波等の発生時に的確な避難判断や行動ができるよう、市町や県民に対し災害危険情報を提供。

取組概要

取組内容および結果

兵庫県

①ＣＧハザードマップ〔県民・市町に発信〕
洪水・津波等5 種類のハザードマップ、河川水位・監視カメラ画像等のリアルタイム情報を集約し、県ホーム
ページで提供。スマートフォン専用サイトではGPS機能により、現在地周辺のハザードマップを表示。
②箇所別土砂災害危険度〔市町に発信〕
市町が行う避難勧告の判断等を支援する
ため、土砂災害警戒区域ごとに、３時間先までの危険度を表示
（豊岡市では平成25年より運用）
③地域別土砂災害危険度〔県民・市町に発信〕
県と気象台が発表する「土砂災害警戒情
報」の補足として、県民の避難活動を支援
するため、最小１kmメッシュごとに、２時
間先までの危険度を表示
④洪水浸水想定区域図〔県民・市町に発信〕
水防法改正に伴い、想定最大規模降雨の洪水浸水想定区域図等を県管理河川で作成
（令和元年８月に円山川水系、令和２年５月に竹野川水系、須井川水系公表）
⑤河川氾濫予測システム〔市町に発信〕
市町の避難勧告等の発令の早期判断に向け、改良（３時間後予測から６時間後予測に拡大等）を行い、
フェニックス防災システムで河川水位等を予測・配信（令和２年10月改良済）

1



具体的取組
NO.14-② 水害の恐れのある地域に居住することの危険性を

認識できるよう、水害リスクをわかりやすく開示
兵庫県

目標時期 継続的に実施 取組機関 市、県、国

内容（施策）
啓発活動や広報資料に、計画規模以上の洪水に関する内容を盛り込むとともに、減災活動の取組に幅広い年齢層
の参加を促す。

○迅速・的確な災害危険情報の発信（県下全域）

取組概要

取組内容および結果

○県民への情報発信（県下全域）
①河川水位・雨量情報の発信
インターネットにより、県下の河川水位198箇所、雨量303箇所のリアルタイム情報を発信している他、テ
レビのデータ放送でも水位・雨量情報を発信している。現地には夜間でも視認しやすい「わかりやすい
水位標」を70河川98箇所に設置している。
②河川監視カメラの配信
河川の増水状況を県民が視覚的に確認できるよう、134箇所のリアルタイム画像を県HP等で配信して
いる。
③避難に必要な情報等を記載したCGハザードマップの発信
インターネットにより、全河川の浸水想定区域図を公表するとともに、GPSで現在地周辺を表示可能な
スマートフォン専用サイトも開設している。

○市町等への情報の発信（県下全域）
①河川氾濫予測情報の発信
市町の避難勧告等の発令の早期判断に向け、改良（３時間後予測から６時間後予測に拡大、氾濫も反
映等）を行い、河川水位等を予測・配信している。（令和２年10月改良済）

2



具体的取組
NO.15 必要な資機材の配備や

防災ステーションの機能検証

内容（施策） 災害時の円滑かつ迅速な対応を行うため資機材やその数量の見直しを行う。

目標時期 H29から継続 取組機関 市、県、国

○必要な資機材の整備

取組概要

取組内容および結果

兵庫県

・年に２回（出水期前と年度末）、水防倉庫の資機材の点検及び補充、入れ替えを行っている

水防倉庫

令和2年4月時点の豊岡土木事務所の
水防倉庫の資機材一覧表

水防倉庫位置図

種 別 数量 種 別 数量

大型土嚢 １００枚 おの ８丁

土嚢 １８００枚 かま ２０丁

ビニールシート ３０枚 なた １０丁

ロープ ４４６ｍ じょれん １０丁

杭 ９１２本 つるはし ２０丁

針金 ２３㎏ くわ １９丁

くぎ １１㎏ ペンチ １０丁

かすがい ５０本 ハンマー １５丁

スコップ ４９丁 救命胴衣 １０着

かけや １８丁 救命うきわ ８ ケ

たこづち ６丁 一輪車 ９台

のこぎり １５丁 土のう製作器 ３基

3



令和３年度の取組み予定

4

市 県 気象台 国 JR WILLER 全但バス

1 ・
想定最大規模までの洪水氾濫と土砂災害を想定した訓練、試行運用によるタイムライン試行版の検証（未策

定機関は、策定） ● ● ● ● ●

① 洪水予報文の改善 ●

② 河川管理者による積極的な助言 ●

② 適時適格な避難のため、あらゆる情報提供ツールを活用した情報伝達・啓発活動の継続実施 ● ● ● ●

④
複数河川の氾濫を想定した計画規模以上の洪水に対する避難の判断基準やリードタイムを検討するととも

に、地域性や被害特性を勘案した具体的な災害対応策を検証 ● ● ● ●

地域の浸水危険度を情報提供し、住民一人ひとりが「自らの生命は自ら守る」ということを基本に、

平時から地域、家庭、職場等で防災への積極的な取り組みを行うよう促すなど、自主防災思想の普

及、徹底を図る。

4
・ 全ての地域住民が避難できるよう地元組織で実施する避難経路や危険箇所の確認、避難訓練、災害時要援護

者の支援などに取り組む減災防災運動を推進 ● ● ●

浸水想定区域図を元にハザードマップを作成し、地域毎での避難経路等の選定の促進を図る。 5 ・
浸水想定区域図の情報に基づき早期避難を要する区域・危険箇所等、災害危険度を明示した防災マップの周

知 ●

地域毎の個別支援計画の策定や防災訓練の中で要援護者を対象とした訓練を盛り込む。 6 ・ 各地域、箇所における災害危険度に基づく避難行動に関する要援護者個別支援計画の策定及び訓練の実施 ●

幼稚園、小学校、中学校における水災害教育として、洪水被害の歴史や身を守るための手段、地域や

行政の対応策について学ぶ。
7 ・ 学校園におけるメモリアル防災授業や防災出前講座の実施による防災教育の継続 ● ● ●

8 ・ 啓発活動や広報資料に、計画規模以上の洪水氾濫時の被害想定やその対応策の内容を反映 ● ●

① 若年層の世代に特化した啓発活動の場の企画 ● ● ●

② 水害の恐れのある地域に居住することの危険性を認識できるよう、水害リスクをわかりやすく開示 ● ● ●

③ 教育機関、ラジオ等のメディア、地域コミュニティを活用した広報の充実 ● ●

④ 「地区防災計画」や「災害・避難カード」の作成促進 ●

⑤ 兵庫県住宅再建共済（フェニックス共済）の加入促進 ● ●

水防拠点を整備し、災害時の円滑かつ迅速な対応を行うため資機材やその数量の見直しを行う。 10 ・
災害時の円滑かつ迅速な対応を行うため、必要な資機材の配備や防災ステーションの機能検証及び改善方策

の立案・実施 ● ● ●

実働水防訓練の継続的な実施とその内容の見直しを行う。 11 ・ 迅速な災害対応の実施に向けたPDCAサイクルに基づく訓練と継続的な実施 ● ●

地域コミュニティの活動を支援する。 12 ・ 地域コミュニティでの防災や減災活動に関する支援や活動内容の情報共有 ● ● ●

重要水防箇所の共通認識を促進する。 13 ・ 重要水防箇所の定期的な見直しと、共通認識の促進 ● ●

災害ボランティアの円滑な受け入れを促進する。 14 ・ 災害ボランティアの円滑な受け入れを促進するための制度・枠組み等の創設 ●

建設業協会との連携・協働体制を強化する。 15 ・ 建設業協会との応急復旧対策に関する事前調整等 ● ● ●

①
想定最大規模の洪水氾濫時を想定した防災施設・防災拠点の機能増強及び重要資機材への影響確認、避難施

設等の機能維持に関する施策の立案 ●

② 水防対応の手引きの作成・周知 ●

各機関、事業者における水害時BCP（事業継続計画）を作成する。 17 ・ 災害時に迅速に減災、復旧活動が行えるように水害時避難確保計画・BCP（事業継続計画）の策定を推進 ● ● ● ●

洪水を安全に流すためのハード対策を実施する。 18 ・ 河川整備計画に基づいた河川改修の実施 ●

豊岡市内での計画規模以上の洪水氾濫を想定した排水計画を策定し、内水対策を実施する。 19 ・ 具体的な排水計画の立案

排水施設の耐水化を実施する。 20 ・ 洪水氾濫時の耐水性の確認と耐水化対策の検討

既存施設の有効活用。 21 ・ 浸水被害低減に向けた既存ダムの洪水調節機能の活用及び検証 ● ●

主体となる機関（●）
内容（施策） No. 具体的取り組み

タイムラインを作成し、タイムラインに基づき想定最大規模までの洪水氾濫を想定した情報伝達体

制、方法について検証を行う。
2

3

啓発活動や広報資料に、計画規模以上の洪水に関する内容を盛り込むとともに、減災活動の取り組み

に幅広い年齢層の参加を促す。
9

洪水氾濫時の庁舎等の機能維持に備える。 16

地域性や被災特性を踏まえた避難の準備・行動を促す情報提供方法の検証と改良を行う。

※



具体的取組 NO.2-② 河川管理者による積極的な助言

内容（施策）
タイムラインを作成し、タイムラインに基づき想定最大規模までの洪水氾濫を想定した情報伝達体制、方法について
検証を行う。

目標時期 H29から継続 取組機関 県、国

○ 台風や津波等の発生時に的確な避難判断や行動ができるよう、市町や県民に対し災害危険情報を提供。

取組概要

取組内容および結果

兵庫県

①ＣＧハザードマップ〔県民・市町に発信〕
洪水・津波等5 種類のハザードマップ、河川水位・監視カメラ画像等のリアルタイム情報を集約し、県ホーム
ページで提供。スマートフォン専用サイトではGPS機能により、現在地周辺のハザードマップを表示。
②箇所別土砂災害危険度〔市町に発信〕
市町が行う避難勧告の判断等を支援する
ため、土砂災害警戒区域ごとに、３時間先までの危険度を表示
（豊岡市では平成25年より運用）
③地域別土砂災害危険度〔県民・市町に発信〕
県と気象台が発表する「土砂災害警戒情
報」の補足として、県民の避難活動を支援
するため、最小１kmメッシュごとに、２時
間先までの危険度を表示
④洪水浸水想定区域図〔県民・市町に発信〕
水防法改正に伴い、想定最大規模降雨の洪水浸水想定区域図等を県管理河川で作成
（令和元年８月に円山川水系、令和２年５月に竹野川水系、須井川水系公表）
⑤河川氾濫予測システム〔市町に発信〕
市町の避難勧告等の発令の早期判断に向け、改良（３時間後予測から６時間後予測に拡大等）を行い、
フェニックス防災システムで河川水位等を予測・配信（令和２年10月改良済）

5



具体的取組 NO.9-② 水害の恐れのある地域に居住することの
危険性を認識できるよう、水害リスクをわかりやすく開示

内容（施策）
啓発活動や広報資料に、計画規模以上の洪水に関する内容を盛り込むとともに、減災活動の取り組みに幅広い年
齢層の参加を促す。

目標時期 H28から継続 取組機関 市、県、気、国

取組概要

取組内容および結果

兵庫県

6

○迅速・的確な災害危険情報の発信（県下全域）

○県民への情報発信（県下全域）
①河川水位・雨量情報の発信
インターネットにより、県下の河川水位198箇所、雨量303箇所のリアルタイム情報を発信している他、テ
レビのデータ放送でも水位・雨量情報を発信している。現地には夜間でも視認しやすい「わかりやすい
水位標」を70河川98箇所に設置している。
②河川監視カメラ等の配信
令和２年度まで、河川の増水状況を県民が視覚的に確認できるよう、134箇所のリアルタイム画像を県
HP等で配信してきた。令和３年度は、新設する河川監視カメラ（166箇所）やこれまで未公表であったダ
ム、水門等のリアルタイム画像の配信を追加する。（令和２年度134箇所→令和３年度333箇所）
③避難に必要な情報等を記載したCGハザードマップの発信
インターネットにより、全河川の浸水想定区域図を公表するとともに、GPSで現在地周辺を表示可能な
スマートフォン専用サイトも開設している。
○市町等への情報の発信（県下全域）
①河川氾濫予測情報の発信
市町の避難勧告等の発令の早期判断に向け、改良（３時間後予測から６時間後予測に拡大、氾濫も反
映等）を行い、河川水位等を予測・配信している。（令和２年10月改良済）



具体的取組 NO.10 災害時の円滑かつ迅速な対応を行うため、必要な資機材の
配備や防災ステーションの機能検証及び改善方策の立案・実施

内容（施策）
水防拠点を整備し、災害時の円滑かつ迅速な対応を行うため資機材やその数量の見直しを行う。

目標時期 H29から継続 取組機関 市、県、国

取組概要

取組内容および結果

兵庫県

7

○必要な資機材の整備

・年に２回（出水期前と年度末）、水防倉庫の資機材の点検及び補充、入れ替えを行っている

水防倉庫

令和2年4月時点の豊岡土木事務所の
水防倉庫の資機材一覧表

水防倉庫位置図

種 別 数量 種 別 数量

大型土嚢 ３００枚 おの ８丁

土嚢 １８００枚 かま ２０丁

ビニールシート ３０枚 なた １０丁

ロープ ４４６ｍ じょれん １０丁

杭 ９１２本 つるはし ２０丁

針金 ２３㎏ くわ １９丁

くぎ １１㎏ ペンチ １０丁

かすがい ５０本 ハンマー １５丁

スコップ ４９丁 救命胴衣 １０着

かけや １８丁 救命うきわ ８ ケ

たこづち ６丁 一輪車 ９台

のこぎり １５丁 土のう製作器 ３基



具体的取組 NO.15 建設業協会との応急復旧対策に関する事前調整等

内容（施策）
建設業協会との連携・協働体制を強化する。

目標時期 H29から継続 取組機関 市、県、国

○建設業協会と連携・協働し、災害時の応急復旧対策を行う。

取組概要

取組内容および結果

兵庫県

8

災害時の応急復旧対策を速やかに行うため、建設業協会との連携・協働体制を整える。

・協定の締結
平成18年に兵庫県と社団法人兵庫県建設業協会豊岡支部間で「災害発生時における応急対策業務
に関する基本協定」を締結。（毎年更新。令和３年度構成者数３６者）

・連携・協働体制の維持
毎年４月に連絡体制を確認し、出水期前の水防情報伝達演習で実際に連絡し、災害に備えている。



具体的取組
NO.21 浸水被害低減に向けた既存ダムの洪水調節機能の

活用及び検証

内容（施策）
既存施設の有効活用

目標時期 R3から適宜 取組機関 県、国

○既存ダムの有効活用による洪水調節機能強化

取組概要

取組内容および結果

兵庫県

9

○県民への情報発信（県下全域）
令和２年５月に締結した「円山川水系治水協定」に基づき、但東ダム等で事前放流を実施。

ダム 洪水調節容量
（万m3）

洪水調節可能容量
（万m3）※１

基準降雨量
（mm/24時間）

大路ダム 21 8.7 249
但東ダム 19 22.0 197
与布土ダム 35 35.8 217

※１ 事前放流等により台風等の３日前から低下させて確保できる最大の容量



市 県 気象台 国

② 想定最大規模までの洪水氾濫を想定した訓練、試行運用によるタイムライン試行版の検証 ●

③ 複数河川からの氾濫や土砂災害、内水氾濫も想定したシナリオ型で、避難勧告等の発令タイミング・区域を設定 ●

2 ② 河川管理者による積極的な助言 ●

① 家屋倒壊の危険性のある区域や自宅2階以上に留まることも可とする区域などを設定 ●

②  シナリオ型の避難計画に基づく避難勧告等の発令 ●

③ 想定最大規模の洪水氾濫に対応した高所避難場所への避難計画の検証 ●

① 現状の情報提供ツール（情報サイト、ホームページ等）の実効性の検証と改良 ●

③ 情報伝達方法に関する啓発活動の継続実施 ● ● ● ●

④ 防災無線の全戸設置 ●

⑤ 洪水の進行、激甚化を予測する判断基準やリードタイムを検討するとともに計画規模以上の洪水の具体的な災害対応策を検証 ●

広域避難に関する調整・検証を行う。 5 ・ 洪水氾濫1～2日前からの広域避難の有効性の検証 ● ●

住民一人ひとりが「自らの生命は自ら守る」ということを基本に、平時から地域、家

庭、職場等で防災への積極的な取り組みを行うよう促すなど、自主防災思想の普及、徹

底を図る。

7
・ 地域の住民すべてが安全に避難できるよう、自治会、自主防災組織等が中心となり、地域ぐるみで避難路や危険箇所の確認、避難

訓練、災害時要援護者の支援などに取り組む”みんなで逃げよう”減災防災運動を推進
● ●

新たにハザードマップを作成し、避難経路等の選定の促進を図る。 8 ① 浸水想定区域図の情報に基づいた防災マップの更新と周知 ●

個別支援計画の策定や防災訓練の中で要援護者を対象とした訓練を盛り込む。 9 ・ 避難行動に関する要援護者個別支援計画の策定、及び訓練の実施 ●

幼稚園、小学校、中学校における水災害教育として、洪水被害の歴史や身を守るための

手段、地域や行政の対応策について学ぶ。
10 ・ 学校園におけるメモリアル防災授業や防災出前講座の実施 ● ●

13 ・ 啓発活動や広報資料に、計画規模以上の洪水氾濫時の被害想定やその対応策の内容を反映 ●

① 若年層の世代に特化した啓発活動の場の企画 ●

② 水害の恐れのある地域に居住することの危険性を認識できるよう、水害リスクをわかりやすく開示 ● ●

③ 教育機関、ラジオ等のメディア、地域コミュニティを活用した広報の充実 ●

④  「地区防災計画」や「災害・避難カード」の作成促進 ●

⑤ 兵庫県住宅再建共済（フェニックス共済）の加入促進 ●

災害時の円滑かつ迅速な対応を行うため資機材やその数量の見直しを行う。 15 ・ 必要な資機材の配備や防災ステーションの機能検証 ● ●

実働水防訓練の継続的な実施とその内容の見直しを行う。 16 ・ 迅速な災害対応の実施に向けたPDCAサイクルに基づく訓練と継続的な実施 ● ● ●

地域コミュニティの活動を支援する。 17 ・ 地域コミュニティでの防災や減災活動に関する支援や活動内容の情報共有 ● ● ●

重要水防箇所の共通認識を促進する。 18 ・ 重要水防箇所の定期的な見直しと、共通認識の促進 ●

② 想定最大規模の洪水氾濫時を想定した防災施設の機能増強に関する施策の立案 ●

③ 水防対応の手引きの作成・周知 ●

各機関、事業者における水害時BCP（事業継続計画）を作成する。 22 ・ 災害時に迅速に減災、復旧活動が行えるように水害時避難確保計画・BCP（事業継続計画）の策定を推進 ● ● ●

洪水を安全に流すためのハード対策を実施する。 23 ・ 今後5年間の計画に基づいた流下能力対策（築堤、掘削等）の実施 ●

堤防天端の保護、堤防裏法尻の補強等の粘り強い構造の堤防の整備を実施する。 24
・ 今後5年間の計画に基づいた天端の保護及び裏法尻の補強の実施

（城崎町桃島～今津、日高町西芝地先はH28までに実施予定）（立野～出石町引原等の区間はH29～32に実施予定）
●

避難の準備・行動を促す情報提供方法の検証と改良を行う。 4

啓発活動や広報資料に、計画規模以上の洪水に関する内容を盛り込むとともに、減災活

動の取り組みに幅広い年齢層の参加を促す。 14

洪水氾濫時の庁舎等の機能維持に備える。 21

地域性や被災特性を踏まえた避難情報の提供に努める。 3

内容（施策） 具体的取組み
主体となる期間（●）数字は頁

タイムラインを作成し、タイムラインに基づき想定最大規模までの洪水氾濫を想定した

情報伝達体制、方法について検証を行う。

1

令和２年度の取組み報告組織別版

神戸地方気象台

資料－６④



具体的取組 NO.4-③ 情報伝達方法に関する啓発活動の継続実施（１） 神戸地方気象台

目標時期 継続的に実施 取組機関 市、県、気、国

内容（施策） 避難の準備・行動を促す情報提供方法の検証と改良を行う。

取組概要

1



具体的取組 NO.4-③ 情報伝達方法に関する啓発活動の継続実施（２） 神戸地方気象台

目標時期 継続的に実施 取組機関 市、県、気、国

内容（施策） 避難の準備・行動を促す情報提供方法の検証と改良を行う。

取組概要

2



具体的取組 NO.4-③ 情報伝達方法に関する啓発活動の継続実施（３） 神戸地方気象台

目標時期 継続的に実施 取組機関 市、県、気、国

内容（施策） 避難の準備・行動を促す情報提供方法の検証と改良を行う。

取組概要

3



具体的取組 NO.4-③ 情報伝達方法に関する啓発活動の継続実施（４） 神戸地方気象台

目標時期 継続的に実施 取組機関 市、県、気、国

内容（施策） 避難の準備・行動を促す情報提供方法の検証と改良を行う。

取組概要

4



具体的取組 NO.4-③ 情報伝達方法に関する啓発活動の継続実施（５） 神戸地方気象台

目標時期 継続的に実施 取組機関 市、県、気、国

内容（施策） 避難の準備・行動を促す情報提供方法の検証と改良を行う。

取組概要

5



具体的取組 NO.4-③ 情報伝達方法に関する啓発活動の継続実施（６） 神戸地方気象台

目標時期 継続的に実施 取組機関 市、県、気、国

内容（施策） 避難の準備・行動を促す情報提供方法の検証と改良を行う。

取組概要

6



令和３年度の取組み予定

7

市 県 気象台 国 JR WILLER 全但バス

1 ・
想定最大規模までの洪水氾濫と土砂災害を想定した訓練、試行運用によるタイムライン試行版の検証（未策

定機関は、策定） ● ● ● ● ●

① 洪水予報文の改善 ●

② 河川管理者による積極的な助言 ●

② 適時適格な避難のため、あらゆる情報提供ツールを活用した情報伝達・啓発活動の継続実施 ● ● ● ●

④
複数河川の氾濫を想定した計画規模以上の洪水に対する避難の判断基準やリードタイムを検討するととも

に、地域性や被害特性を勘案した具体的な災害対応策を検証 ● ● ● ●

地域の浸水危険度を情報提供し、住民一人ひとりが「自らの生命は自ら守る」ということを基本に、

平時から地域、家庭、職場等で防災への積極的な取り組みを行うよう促すなど、自主防災思想の普

及、徹底を図る。

4
・ 全ての地域住民が避難できるよう地元組織で実施する避難経路や危険箇所の確認、避難訓練、災害時要援護

者の支援などに取り組む減災防災運動を推進 ● ● ●

浸水想定区域図を元にハザードマップを作成し、地域毎での避難経路等の選定の促進を図る。 5 ・
浸水想定区域図の情報に基づき早期避難を要する区域・危険箇所等、災害危険度を明示した防災マップの周

知 ●

地域毎の個別支援計画の策定や防災訓練の中で要援護者を対象とした訓練を盛り込む。 6 ・ 各地域、箇所における災害危険度に基づく避難行動に関する要援護者個別支援計画の策定及び訓練の実施 ●

幼稚園、小学校、中学校における水災害教育として、洪水被害の歴史や身を守るための手段、地域や

行政の対応策について学ぶ。
7 ・ 学校園におけるメモリアル防災授業や防災出前講座の実施による防災教育の継続 ● ● ●

8 ・ 啓発活動や広報資料に、計画規模以上の洪水氾濫時の被害想定やその対応策の内容を反映 ● ●

① 若年層の世代に特化した啓発活動の場の企画 ● ● ●

② 水害の恐れのある地域に居住することの危険性を認識できるよう、水害リスクをわかりやすく開示 ● ● ●

③ 教育機関、ラジオ等のメディア、地域コミュニティを活用した広報の充実 ● ●

④ 「地区防災計画」や「災害・避難カード」の作成促進 ●

⑤ 兵庫県住宅再建共済（フェニックス共済）の加入促進 ● ●

水防拠点を整備し、災害時の円滑かつ迅速な対応を行うため資機材やその数量の見直しを行う。 10 ・
災害時の円滑かつ迅速な対応を行うため、必要な資機材の配備や防災ステーションの機能検証及び改善方策

の立案・実施 ● ● ●

実働水防訓練の継続的な実施とその内容の見直しを行う。 11 ・ 迅速な災害対応の実施に向けたPDCAサイクルに基づく訓練と継続的な実施 ● ●

地域コミュニティの活動を支援する。 12 ・ 地域コミュニティでの防災や減災活動に関する支援や活動内容の情報共有 ● ● ●

重要水防箇所の共通認識を促進する。 13 ・ 重要水防箇所の定期的な見直しと、共通認識の促進 ● ●

災害ボランティアの円滑な受け入れを促進する。 14 ・ 災害ボランティアの円滑な受け入れを促進するための制度・枠組み等の創設 ●

建設業協会との連携・協働体制を強化する。 15 ・ 建設業協会との応急復旧対策に関する事前調整等 ● ● ●

①
想定最大規模の洪水氾濫時を想定した防災施設・防災拠点の機能増強及び重要資機材への影響確認、避難施

設等の機能維持に関する施策の立案 ●

② 水防対応の手引きの作成・周知 ●

各機関、事業者における水害時BCP（事業継続計画）を作成する。 17 ・ 災害時に迅速に減災、復旧活動が行えるように水害時避難確保計画・BCP（事業継続計画）の策定を推進 ● ● ● ●

洪水を安全に流すためのハード対策を実施する。 18 ・ 河川整備計画に基づいた河川改修の実施 ●

豊岡市内での計画規模以上の洪水氾濫を想定した排水計画を策定し、内水対策を実施する。 19 ・ 具体的な排水計画の立案

排水施設の耐水化を実施する。 20 ・ 洪水氾濫時の耐水性の確認と耐水化対策の検討

既存施設の有効活用。 21 ・ 浸水被害低減に向けた既存ダムの洪水調節機能の活用及び検証 ● ●

主体となる機関（●）
内容（施策） No. 具体的取り組み

タイムラインを作成し、タイムラインに基づき想定最大規模までの洪水氾濫を想定した情報伝達体

制、方法について検証を行う。
2

3

啓発活動や広報資料に、計画規模以上の洪水に関する内容を盛り込むとともに、減災活動の取り組み

に幅広い年齢層の参加を促す。
9

洪水氾濫時の庁舎等の機能維持に備える。 16

地域性や被災特性を踏まえた避難の準備・行動を促す情報提供方法の検証と改良を行う。

※



具体的取組 NO.1 想定最大規模までの洪水氾濫と土砂災害を想定した訓練、
試行運用によるタイムライン試行版の検証（未策定機関は、策定）

内容（施策）
タイムラインを作成し、タイムラインに基づき想定最大規模までの洪水氾濫を想定した情報伝達体制、方法について
検証を行う。

目標時期 H29から継続 取組機関 市、県、気、国、交

取組概要

神戸地方気象台

8

適宜実施



具体的取組 NO.2-① 洪水予報文の改善

内容（施策）
タイムラインを作成し、タイムラインに基づき想定最大規模までの洪水氾濫を想定した情報伝達体制、方法について
検証を行う。

目標時期 H28から適宜 取組機関 気、国

取組概要

神戸地方気象台

9

適宜実施



具体的取組
NO.3-② 適時適格な避難のため、あらゆる情報提供ツールを

活用した情報伝達・啓発活動の継続実施

内容（施策）
地域性や被災特性を踏まえた避難の準備・行動を促す情報提供方法の検証と改良を行う。

目標時期 H28から継続 取組機関 市、県、気、国

取組概要

神戸地方気象台

10



具体的取組 NO.3-④ 複数河川の氾濫を想定した計画規模以上の洪水に対する避難の判断基準や
ﾘｰﾄﾞﾀｲﾑを検討するとともに、地域性や被害特性を勘案した具体的な災害対応策を検証

内容（施策）
地域性や被災特性を踏まえた避難の準備・行動を促す情報提供方法の検証と改良を行う。

目標時期 R2から適宜 取組機関 市、県、気、国、交

取組概要

神戸地方気象台

11



具体的取組 NO.4 全ての地域住民が避難できるよう地元組織で実施する避難経路や危険箇所
の確認、避難訓練、災害時要援護者の支援などに取り組む減災防災運動を推進

内容（施策）
地域の浸水危険度を情報提供し、住民一人ひとりが「自らの生命は自ら守る」ということを基本に、平時から地域、家
庭、職場等で防災への積極的な取り組みを行うよう促すなど、自主防災思想の普及、徹底を図る。

目標時期 H28から継続 取組機関 市、県、気、国、交

取組概要

神戸地方気象台

12



具体的取組 NO.7 学校園におけるメモリアル防災授業や防災出前講座の
実施による防災教育の継続

内容（施策）
幼稚園、小学校、中学校における水災害教育として、洪水被害の歴史や身を守るための手段、地域や行政の対応
策について学ぶ。

目標時期 H28から継続 取組機関 市、県、気、国

取組概要

神戸地方気象台

13

＜学校防災に関する支援の取組＞
気象台では、兵庫県及び神戸市の学校防災アドバイザーに指名されており、その年度の推進校に
出向き、児童や教員に対して、防災情報の活用等に関
する普及・啓発に取組でいます。

令和2年7月29日、八鹿小学校での構内研修では、教員を対象にスマホ等を駆使して、防災情
報の読み解きについて解説しました。同年11月18日には、同校の地震訓練にも参加し講話を行い
ました。



具体的取組 NO.9-① 若年層の世代に特化した啓発活動の場の企画

内容（施策）
啓発活動や広報資料に、計画規模以上の洪水に関する内容を盛り込むとともに、減災活動の取り組みに幅広い年
齢層の参加を促す。

目標時期 H30から継続 取組機関 市、県、気、国

取組概要

14

神戸地方気象台



具体的取組 NO.9-② 水害の恐れのある地域に居住することの
危険性を認識できるよう、水害リスクをわかりやすく開示

内容（施策）
啓発活動や広報資料に、計画規模以上の洪水に関する内容を盛り込むとともに、減災活動の取り組みに幅広い年
齢層の参加を促す。

目標時期 H28から継続 取組機関 市、県、気、国

取組概要

15

神戸地方気象台



具体的取組 NO.9-③ 教育機関、ラジオ等のメディア、
地域コミュニティを活用した広報の充実

内容（施策）
啓発活動や広報資料に、計画規模以上の洪水に関する内容を盛り込むとともに、減災活動の取り組みに幅広い年
齢層の参加を促す。

目標時期 H28から継続 取組機関 市、県、気、国

取組概要

16

神戸地方気象台

＜報道機関との連携に関する取組＞

・地元TV局（サンテレビ）
との連携を進め、取材に対応している。

・警戒レベルの活用や台風への備え、昨年6月に開始した津波フラッグの
導入等について、周知・広報に取組みました。

・また、同年10月には、他の報道機関にも声をかけて、リモートによる
勉強会を開催し、更なる連携強化を行っています。



令和２年度の取組み報告
市 県 気象台 国

② 想定最大規模までの洪水氾濫を想定した訓練、試行運用によるタイムライン試行版の検証 ●１

③ 複数河川からの氾濫や土砂災害、内水氾濫も想定したシナリオ型で、避難勧告等の発令タイミング・区域を設定 ●２～３

2 ② 河川管理者による積極的な助言 ●４

① 家屋倒壊の危険性のある区域や自宅2階以上に留まることも可とする区域などを設定 ●５

②  シナリオ型の避難計画に基づく避難勧告等の発令 ●６

③ 想定最大規模の洪水氾濫に対応した高所避難場所への避難計画の検証 ●７

① 現状の情報提供ツール（情報サイト、ホームページ等）の実効性の検証と改良 ●８

③ 情報伝達方法に関する啓発活動の継続実施 ●９ ●１０ ●１１～１６ ●１７～１８

④ 防災無線の全戸設置 ●１９

⑤ 洪水の進行、激甚化を予測する判断基準やリードタイムを検討するとともに計画規模以上の洪水の具体的な災害対応策を検証 ●２０

広域避難に関する調整・検証を行う。 5 ・ 洪水氾濫1～2日前からの広域避難の有効性の検証 ●２１ ●２２

住民一人ひとりが「自らの生命は自ら守る」ということを基本に、平時から地域、家

庭、職場等で防災への積極的な取り組みを行うよう促すなど、自主防災思想の普及、徹

底を図る。

7
・ 地域の住民すべてが安全に避難できるよう、自治会、自主防災組織等が中心となり、地域ぐるみで避難路や危険箇所の確認、避難

訓練、災害時要援護者の支援などに取り組む”みんなで逃げよう”減災防災運動を推進
●２３ ●２４

新たにハザードマップを作成し、避難経路等の選定の促進を図る。 8 ① 浸水想定区域図の情報に基づいた防災マップの更新と周知 ●２５

個別支援計画の策定や防災訓練の中で要援護者を対象とした訓練を盛り込む。 9 ・ 避難行動に関する要援護者個別支援計画の策定、及び訓練の実施 ●２６

幼稚園、小学校、中学校における水災害教育として、洪水被害の歴史や身を守るための

手段、地域や行政の対応策について学ぶ。
10 ・ 学校園におけるメモリアル防災授業や防災出前講座の実施 ●２７ ●２８

13 ・ 啓発活動や広報資料に、計画規模以上の洪水氾濫時の被害想定やその対応策の内容を反映 ●２９－３０

① 若年層の世代に特化した啓発活動の場の企画 ●３１

② 水害の恐れのある地域に居住することの危険性を認識できるよう、水害リスクをわかりやすく開示 ●３２ ●３３

③ 教育機関、ラジオ等のメディア、地域コミュニティを活用した広報の充実 ●３４

④  「地区防災計画」や「災害・避難カード」の作成促進 ●３５

⑤ 兵庫県住宅再建共済（フェニックス共済）の加入促進 ●３６

災害時の円滑かつ迅速な対応を行うため資機材やその数量の見直しを行う。 15 ・ 必要な資機材の配備や防災ステーションの機能検証 ●３７ ●３８

実働水防訓練の継続的な実施とその内容の見直しを行う。 16 ・ 迅速な災害対応の実施に向けたPDCAサイクルに基づく訓練と継続的な実施 ●３９ ●４０ ●４１

地域コミュニティの活動を支援する。 17 ・ 地域コミュニティでの防災や減災活動に関する支援や活動内容の情報共有 ●４２ ●４３ ●４４

重要水防箇所の共通認識を促進する。 18 ・ 重要水防箇所の定期的な見直しと、共通認識の促進 ●４５

② 想定最大規模の洪水氾濫時を想定した防災施設の機能増強に関する施策の立案 ●４６

③ 水防対応の手引きの作成・周知 ●４７

各機関、事業者における水害時BCP（事業継続計画）を作成する。 22 ・ 災害時に迅速に減災、復旧活動が行えるように水害時避難確保計画・BCP（事業継続計画）の策定を推進 ●４８ ●４９ ●５０

洪水を安全に流すためのハード対策を実施する。 23 ・ 今後5年間の計画に基づいた流下能力対策（築堤、掘削等）の実施 ●５１

堤防天端の保護、堤防裏法尻の補強等の粘り強い構造の堤防の整備を実施する。 24
・ 今後5年間の計画に基づいた天端の保護及び裏法尻の補強の実施

（城崎町桃島～今津、日高町西芝地先はH28までに実施予定）（立野～出石町引原等の区間はH29～32に実施予定）
●５２

主体となる期間（●）数字は頁
具体的取組み内容（施策）

タイムラインを作成し、タイムラインに基づき想定最大規模までの洪水氾濫を想定した

情報伝達体制、方法について検証を行う。

21洪水氾濫時の庁舎等の機能維持に備える。

啓発活動や広報資料に、計画規模以上の洪水に関する内容を盛り込むとともに、減災活

動の取り組みに幅広い年齢層の参加を促す。 14

避難の準備・行動を促す情報提供方法の検証と改良を行う。 4

地域性や被災特性を踏まえた避難情報の提供に努める。 3

1

組織別版

豊岡河川国道

資料－６⑤



洪水予警報発令状況
年 月 日

■ 整備局等体制

■ 洪水予報、水位到達情報の発令状況

■ 水防警報の発令状況

ホットライン実施状況
■ ホットラインの状況

＜国管理河川＞

近畿 円山川
まるやまがわ

豊岡河川国道 事務
じむ

所長
しょちょう

→ 豊岡市 市長 4/21 13:30

近畿 円山川
まるやまがわ

豊岡河川国道 事務
じむ

所長
しょちょう

→ 豊岡市 市長 4/21 10:30

近畿 円山川
まるやまがわ

豊岡河川国道 事務
じむ

所長
しょちょう

→ 豊岡市 市長 4/21 11:30

9:30

第二警戒 4/21 9:40

近畿 円山川
まる やまがわ

〃 〃 2 警戒 警報 4/21 9:40

立野
たちの

1

近畿 円山川
まる やまがわ

〃 〃 2

第一警戒 4/21

近畿 円山川
まる やまがわ

円山川
まるやまがわ

立野
たちの

1 注意 注意報 4/21 9:30

実施日 内　容

出石川左岸2.4k越水による被災

近畿 円山川
まるやまがわ

豊岡河川国道 事務
じむ

所長
しょちょう

→ 豊岡市 市長 4/21 11:40
出石川弘原観測所で氾濫危険水位を
超過

整備局等 水　系 号数

非常体制

河　川

近畿 円山川
まる やまがわ

〃 3〃

近畿

水　系整備局等

豊岡河川国道

河川事務所 役職

事務
じむ

所長
しょちょう

方向

→

近畿 円山川
まる やまがわ

円山川
まるやまがわ

PUSH型

16:0021

発令（切替）理由

〃

基準観測所 警報種別

号数 警報種別洪水予報No.

危険

発表時刻発表日

発令（切替）日 発表（切替）時刻

令和 2

整備局等 体　制

河　川

警報

整備局等 水　系 基準観測所

3〃近畿 円山川
まる やまがわ

奈佐川左岸2.5kp越水による被災4/21 11:30

発表日 発表時刻

4/21 10:30

非常近畿

4 現在

10:304/21

円山川宮井観測所で氾濫危険水位を
超過

奈佐川左岸2.8kp越水による被災

円山川立野観測所で氾濫危険水位を
超過

円山川右岸9.0k越水による被災

円山川
まるやまがわ

市町村 役職

豊岡市 市長 13:50

円山川
まるやまがわ

豊岡河川国道

実施時刻

4/21

近畿 事務
じむ

所長
しょちょう

→ 豊岡市 市長 4/21 10:40

具体的取組
NO.1-② 想定最大規模までの洪水氾濫を想定した訓練、

試行運用によるタイムライン試行版の検証

内容（施策）
タイムラインを作成し、タイムラインに基づき想定最大規模までの洪水氾濫を想定した情報伝達体制、方法について
検証を行う。

目標時期 H29から継続 取組機関 市、国

○タイムラインに基づいた洪水氾濫時の情報伝達及び国（河川管理者）から豊岡市への助言（ホットライン）等を想定した洪水対応演習を
実施した（令和2年4月21日）。

取組概要

取組内容および結果

豊岡河川国道事務所

ホットライン実施状況

洪水情報発令状況
演習の状況

情報の収集

情報の掲示

円山川災害対策支援
システム

1

改善点：情報共有を図るため、モニターの配置・使い方の最適化を目指す。

モニター増設
使い方の最適化を図る



具体的取組
NO.1-② 想定最大規模までの洪水氾濫を想定した訓練、

試行運用によるタイムライン試行版の検証

内容（施策）
タイムラインを作成し、タイムラインに基づき想定最大規模までの洪水氾濫を想定した情報伝達体制、方法について
検証を行う。

目標時期 H29から継続 取組機関 国

○洪水対応演習（令和２年４月実施）にて、洪水予測基幹システムを用いた訓練により、昨年度の改良内容を確認した。今後も実効性ある
システムとなるよう、更なる検証及び改良を進める。

取組概要

取組内容および結果

豊岡河川国道事務所

2

CCTV：現況と平常時を並べて表示

樋門等操作状況入力支援機
能」とリンクして、地図上で樋門・
排水機場等の稼動状況を表示。

樋門等操作状況入力
支援機能と連動

CCTV画像のポップアップ表示

概要図における樋門・排水機場の表示

CCTV画像の追加

概要図に、CCTVの位置を表示し、クリックするとCCTV画像をポップ
アップ表示できるものとする。

樋門や排水機場など河川管理施設の追加

排水機場のポンプ運転データを追加



具体的取組
NO.4-① 現状の情報提供ツール（情報サイト、

ホームページ等）の実効性の検証と改良

目標時期 継続的に実施 取組機関 市、県、気、国

内容（施策） 避難の準備・行動を促す情報提供方法の検証と改良を行う。

○多数の流域住民に認知していただくためにあらゆる場面でＰＲを実施

取組概要

取組内容および結果

豊岡河川国道事務所

3

①危機管理型水位計 ②簡易型河川監視用カメラ

上記①②の【配信アドレス】

※グラフはイメージです

平成30年より情報提供開始 令和2年4月より情報提供開始

CCTVカメラのYouTube配信

令和2年6月より情報提供開始

近畿地方整備局が管内水系のライブ配信を拡大
円山川水系が新たに追加された

川の水位情報
https://k.river.go.jp

YouTubeライブ配信
https://www.youtube.com/watch?v=nwNTK8-VlSg



具体的取組 NO.4-③ 情報伝達方法に関する啓発活動の継続実施 豊岡河川国道事務所

目標時期 継続的に実施 取組機関 市、県、気、国

内容（施策） 避難の準備・行動を促す情報提供方法の検証と改良を行う。

○YouTubeライブ配信、危機管理型水位計・監視カメラの情報を広く周知するため、チラシを作成
国・県・市の庁舎で配布、市内全ての小中学生に配布、多数の流域住民に認知していただくためにあらゆる場面でＰＲを実施

取組概要

取組内容および結果

4

府市場地点ＣＣＴＶ映像

立野地点簡易型河川監視用カメラ画像
河川情報周知チラシ



具体的取組
NO.4-⑤ 洪水の進行、激甚化を予測する判断基準や

リードタイムを検討するとともに計画規模以上の洪水
の具体的な災害対応策を検証

豊岡河川国道事務所

目標時期 継続的に実施 取組機関 市、県、気、国

内容（施策） 避難の準備・行動を促す情報提供方法の検証と改良を行う。

取組概要

取組内容および結果

円山川5.50ｋ付近（左岸）来日地区

監視用カメラからの画像簡易型河川監視用カメラ

○監視カメラによる冠水状況等の把握により、避難勧告の目安として利用可能。令和2年4月以降、兵庫県・豊岡市・住民に対し周知するこ
とで、洪水時のリードタイムを考慮した実行可能で具体的な防災行動や活動内容の計画立案が可能となる。

5

【検証】令和２年は、大きな出水が無く、効果の検証は不可能であった



○浸水状況の判定に関する精度検証を行い、大規模氾濫の際の広域避難に対する有効性を検証する。
令和2年4月に豊岡市に提供、8月に鉄道事業者に提供した。

取組概要

具体的取組 NO.5 洪水氾濫1～2日前からの広域避難の有効性の検証

内容（施策） 広域避難に関する調整・検証を行う。

目標時期 H32完了目標 取組機関 市、県、国

豊岡河川国道事務所

この区間の避難判
断水位を超過

全体

拡大

水害リスクライン情報の追加

「洪水予測基幹システム」より出力される水位予測を、水位計の観測データで補
正することにより、直轄全区間の左右岸に対して、現時刻から６時間先までの水
害リスクラインを表示。

小島

気比

円山川
公苑

城崎ボートセンター

危機管理型水位計データおよび水害リスクラ
イン情報を用いて、簡易的な浸水状況を判定
し、概要図に情報を追加する。
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浸水状況の精度検証

取組内容および結果

【検証】令和２年は、大きな出水が無く、効果の検証は不可能であった



具体的取組
NO.10 学校園におけるメモリアル防災授業や

防災出前講座の実施
豊岡河川国道事務所

目標時期 継続的に実施 取組機関 市、県、国

内容（施策）
幼稚園、小学校、中学校における水災害教育として、洪水被害の歴史や身を守るための手段、地域や行政の対応
策について学ぶ。

○次世代を担う世代に対し、防災授業を行い、水災害教育を行う。今年度も教育の場を増やしていく。

取組概要

取組内容および結果

昨年度は、トライやる・ウィークを実施、兵庫県教育委員会独自
の取組で、中学２年生が職場体験や活動などを通して地域につ
いて学び、生きる力を育む活動。その中で、防災について興味
を持ってもらう活動を継続して行う。

7

トライやるウィークを、令
和２年９月に継続して行う

予定だったが、新型コロナ
ウィルスの影響で中止とす
る。 【いただいた主な意見】

・教材として使いやすく、中学３年間活用できる資料だった。
・映像と併せて活用することで生徒が理解しやすかった。
・コロナ禍における分散避難の重要性を伝えることができた。

令和2年度では、中学校を対象とした水害の防災教育教材を作成。
小中学校で防災授業に活用、いただいた意見を元に資料改良実施。
他県・市へも資料提供。



具体的取組
NO.13 啓発活動や広報資料に、計画規模以上の
洪水氾濫時の被害想定やその対応策の内容を反映

豊岡河川国道事務所

目標時期 継続的に実施 取組機関 市、県、国

内容（施策）
啓発活動や広報資料に、計画規模以上の洪水に関する内容を盛り込むとともに、減災活動の取り組みに幅広い年
齢層の参加を促す。

○計画規模以上の洪水に関する内容を啓発活動や広報資料に盛り込むとともに、減災活動に取組む。

取組概要

取組内容および結果

円山川・出石川洪水浸水
想定区域図

（想定最大規模）

8

周知チラシに計画
規模以上の洪水
のデータを掲載

https://www.kkr.mlit.go.jp/toyooka/sinsui/kuikizu1.html



具体的取組
NO.13 啓発活動や広報資料に、計画規模以上の
洪水氾濫時の被害想定やその対応策の内容を反映

豊岡河川国道事務所

目標時期 継続的に実施 取組機関 市、県、国

内容（施策）
啓発活動や広報資料に、計画規模以上の洪水に関する内容を盛り込むとともに、減災活動の取り組みに幅広い年
齢層の参加を促す。

○計画規模以上の洪水に関する内容を啓発活動や広報資料に盛り込むとともに、減災活動に取組む。

取組概要

取組内容および結果

9

H16水害の状況チラシを
メモリアル防災学習会

小中学校に配布



具体的取組 NO.14-① 若年層の世代に特化した啓発活動の場の企画 豊岡河川国道事務所

目標時期 継続的に実施 取組機関 市、県、国

内容（施策）
啓発活動や広報資料に、計画規模以上の洪水に関する内容を盛り込むとともに、減災活動の取り組みに幅広い年
齢層の参加を促す。

○円山川流域の住民を対象に自治会通じて周知。若者始め、流域外住民に対しても視聴可能とするYouTubeライブ同時配信（500ｱｶｳﾝﾄ）。
コロナ禍の配慮のため、本会場に加えサテライト会場を5箇所設ける等、防災意識の向上を目的とした防災学習会を実施。

取組概要

取組内容

• 共催者（豊岡市、兵庫県但馬県民局、豊岡河川国道事務所）の意向

をふまえつつ、防災学習会のテーマ、講師等を検討し、円山川流域に

おける地域防災力向上に資する防災学習会を開催する。

【第一部】如何に災いに向かい合うか
～ コロナ禍と自然災害から考える命の守り方～

片田敏孝特任教授（東京大学
大学院）による講演

片田敏孝特任教授・中貝市長・
ｺｰﾃﾞﾈｰﾀｰによる対談

【第二部】これからの災いにどう立ち向かうか

防災学習会の企画(テーマ)・講師検討
チラシの作成・配布
運営計画・進行台本の作成
資料、参加者アンケートの作成

記録、アンケートとりまとめ

事前

当日

事後

防災学習会の開催（10月7日）、YouTube同時配信
‒ 撮影・記録
‒ 参加者アンケートの実施

チラシの作成 ロビー展示 YouTube配信状況 YouTubeによる同時配信
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ｱﾅｳﾝｻｰによるｺｰﾃﾞｨﾈｰﾄ



具体的取組
NO.15 必要な資機材の配備や

防災ステーションの機能検証

内容（施策） 災害時の円滑かつ迅速な対応を行うため資機材やその数量の見直しを行う。

目標時期 H29から継続 取組機関 市、県、国

○水防ステーション・緊急備蓄庫に備蓄されている水防資機材や根固めブロック等の数量を出水期前に確認した。

取組概要

取組内容および結果

豊岡河川国道事務所

令和２．４現在

六方河川防災ステーション
（立野拠点）

西芝防災ステーション 出石川防災センター

4t型(シェークブロック) 35個 ]

2ｔ型(ﾍﾟﾝﾀｺﾝ) 0個 186個

2ｔ型(ｺｰｹﾝﾌﾞﾛｯｸ) 0個 40個

2ｔ型(ｱｸﾓﾝ) 0個 -

2ｔ型(ﾃﾄﾗ) 217個 150個 91個

護床ﾌﾞﾛｯｸ 2ｔ型 103個 501個

根固めブロック備蓄一覧表

根固めﾌﾞﾛｯｸ

西芝防災ステーション 令和２年４月

名 称 規 格 数 量 単 位 備 考

大型連節ブロック 539 個

小型連節ブロック 5,409 個

根固めブロック 2t型 150 個

護床ブロック 2t用 103 個

袋詰玉石（袋材） 2t対応 150 袋

広幅鋼矢板ⅡW型 L=7-8m 3 枚

水防資器材備蓄状況表
令和２．４現在

番号 備蓄状況

備蓄土－Ｍ１ 備蓄盛土 1,000 (m3)

備蓄土 4,560 (m3)

大型土嚢 330 (袋)

耐候（小） 1,000 (袋)

耐候性大型土嚢 1,296 (袋)

備蓄土－Ｍ３ 備蓄盛土 8,000 (m3)

備蓄土－Ｍ４ 備蓄盛土 4,900 (m3)

備蓄土－Ｍ５ 土のう(小) 400 (袋)

備蓄土－Ｍ６ 備蓄盛土 30,000 (m3)

備蓄盛土 4,900 (m3)

備蓄土 250 (m3)

備蓄土砂一覧表

　  円山川　右岸　１３．３ｋｐ（豊岡市立野）防災St.

距離程（地先名）補足説明土量（単位）

円山川　右岸　　７．７ｋｐ（豊岡市赤石）

備蓄土－Ｍ２

備蓄土－Ｍ７

円山川　右岸　１８．２ｋｐ（豊岡市土渕）桜づつみ

円山川　左岸　１９．５～２１．０ｋｐ
　　　（豊岡市日高町野々庄～府市場）桜づつみ

円山川　右岸　１９．８ｋｐ（豊岡市引野）

円山川　左岸　１８．８ｋｐ（豊岡市西芝）防災St.

円山川　右岸　１８．６ｋｐ（豊岡市引野）

令和２年４月
保管場所別

品名
土のう 小型 枚 23,800 11,400 7,100 27,800 8,900 1梱包100枚としてカウント(600*500)、劣化注意

大型 枚 25 75 1袋=1.0m3
大型耐候性 枚 20

縄 巻 31 0 5 20 28 1巻50m（八代）、1巻200m（袴狭）

杭 φ120,L=2.0m 本 50 105 松杭
φ100,L=2.0m 本 36 44 31
φ100,L=1.8m 本 40

φ100,L=1.5m 本 30
φ100,L=1.2m 本 200

□100,L=2.0m 本 45
□100,L=1.2m 本 2 0
□45,L=2.0m 本 0

番線 kg 10 25 25 50 50 劣化注意
オイルフェンス m 83 240 20m*(12+3本)、13.5m*1本、9.5m*1本

オイルキャッチャー 枚 400 300 100 1箱100枚

オイルブロッター 万国旗型 m 0 52 52 210 312 156 104 104 104 52 1箱52m
オイルブロッター 吹き流し状 m 40 20 20 10 0 60 40 40 40 20 1箱20m

シート 枚 10 5 9 1枚3.4m*5.4

むしろ 枚 65 20 25
かけや 丁 4 5 14 3

バリケード(鉄製) 基
トラロープ 巻 1 2 2 1巻200m

サーチライト

スコップ 丁 55 10 10 17 50
ビニール縄 巻 8 6 8 8 5 1巻200m

かっぱ

懐中電灯 個 0 0 1 1
ツルハシ 本 4 5 5 10

じょれん 丁 11
鍬 丁 4 5
トビ 本 9

ホーク 丁 4
カマ 大 丁 2 2 2 4

小 丁 9 2 7 8

水防マット 枚 8 6 8 5
脚立 個 1 1 1 2

シノ 本 2 3 3 3
木たこ 個 8 1 3 6 8

クリッパー 個 2 3 3

水のう 枚 200 600*300
鉄杭 本

一輪車 台 2 5

エンジンオイル 缶 エンジンオイル4ℓ缶

ガソリン 缶

災害救助用毛布 枚

大ハンマー 本

六方排水機場 八条排水機場 豊岡河川国道事務所

水　防　資　器　材　備　蓄　状　況　表

単位 元町緊急備蓄庫 宮井緊急備蓄庫 下鶴井緊急備蓄庫 八代緊急備蓄庫 備考袴狭緊急備蓄庫 豊岡出張所 豊岡排水機場
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具体的取組
NO.16 迅速な災害対応の実施に向けた

PDCAサイクルに基づく訓練と継続的な実施

目標時期 H29から継続 取組機関 市、県、国

内容（施策） 実働水防訓練の継続的な実施とその内容の見直しを行う。

○台風２３号メモリアル水防訓練の実施

取組概要

取組内容および結果

豊岡河川国道事務所

台風２３号メモリアル水防訓練を、令和２年６月に
継続して行う予定だったが、新型コロナウィルスの
影響で中止とする。
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具体的取組
NO.17 地域コミュニティでの防災や減災活動に関する

支援や活動内容の情報共有

目標時期 継続的に実施 取組機関 市、県、国

内容（施策） 地域コミュニティの活動を支援する。

○地域防災力の向上に資するべく、水防災に関わる「ワークショップ」を地域コミュニティ単位で実施する。

取組概要

取組内容

豊岡河川国道事務所

R1

H30

R1

H30
H29

H29

H30

H29

R2

R2

R2

R2

過年度実施済

今年度実施R2

• 平成29年度より地域コミュニティ単位でワークショップを実施

• 令和2年度は４地区（八条、日高、清滝、中竹野）で実施

対象の地区コミュニティの行政区（区長）に対する事前
アンケートの実施
・・・・災害事象や地域防災の懸念事項・課題等の把握
住民WSの内容検討、資料作成
事前説明会の実施

事前

事後

当日
ワークショップの実施
‒ 撮影・記録、参加者アンケートの実施

記録、アンケートとりまとめ
地域防災活動の手引きの作成
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令和2年度は、3密を回避する形態で実施。

【住民からいただいた主な意見】
・危険区域の確認が改めてできた
・要援護者など、共助の避難体制について考えることができた
・他地区の取組について知って、参考になった



具体的取組
NO.18 重要水防箇所の定期的な見直しと

共通認識の促進

目標時期 H28から継続 取組機関 市、県、国

内容（施策） 重要水防箇所の共通認識を促進する。

○Ｒ１年度末時点の見直し箇所を令和２年８月２４日、現地にて共通認識を行った。

取組概要

取組内容および結果

豊岡河川国道事務所

14

府市場地区での堤防点検

簡易型カメラ確認、堤防法尻強化点検

【参加団体】

豊岡市、兵庫県、国土交通省、消防署、
消防団、鉄道事業者
【参加者数】
２６名

円山川重要水防箇所図（案）



具体的取組
NO.21-② 想定最大規模の洪水氾濫時を想定した

防災施設の機能増強に関する施策の立案

目標時期 H32完了目標 取組機関 市、県、国

内容（施策） 洪水氾濫時の庁舎等の機能維持に備える。

○広域停電時における庁舎への非常用電力の供給強化を図った。今年度、水位観測機器・テレメータの二重化等、更なる機能向上を完了。

取組概要

取組内容および結果

豊岡河川国道事務所

○非常用電力の供給可能
範囲の拡大

・発電出力の増強を図り、事務所
内の全ての電気設備への電力
供給が可能となった。

令和元年度実績（豊岡河川国道事務所庁舎）

○発動発電機の燃料容量増大

・地下タンクの容量増大を図ったこ
と等で、３日間から７日間分の事務
所電力が確保された。

○負荷の省電力化
・事務所内の蛍光灯を全て
ＬＥＤに交換し、消費電力
量の低減を図った。

令和２年度

・水位観測機器、テレメータ について

二重化を図り、防災施設の機能増強に努めた。

（※十二所水位観測所のみ未対応）
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具体的取組 NO.21-③ 水防対応の手引きの作成・周知

目標時期 H32完了目標 取組機関 市、県、国

内容（施策） 洪水氾濫時の庁舎等の機能維持に備える。

○水防マネジメント計画書（風水害対策編）H26年度版を更新。

取組概要

取組内容および結果

豊岡河川国道事務所
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具体的取組
NO.22 災害時に迅速に減災、復旧活動が行えるように

水害時避難確保計画・BCP（事業継続計画）の策定を推進

目標時期 継続的に実施 取組機関 市、県、国

内容（施策） 各機関、事業者における水害時BCP（事業継続計画）を作成する。

取組概要

豊岡河川国道事務所

取組内容および結果

○平成29年改定水防法に基づき、業務継続計画（地震災害対策編）改訂版（令和２年５月）を作成し、BCP地震初動訓練を9月2日に実施。

「水防法等の一部を改正する法律」（平成29年法律第31号）平成29年5月19日公布、6月19日施行
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具体的取組 NO.23 流下能力対策（築堤、掘削等）の実施

目標時期 Ｒ２完了目標 取組機関 国

内容（施策） 洪水を安全に流すためのハード対策を実施する。

○令和2年度以降も、城崎町今津、城崎町上山～森津の区間、鶴岡・日置区間、江原、岩中～浅倉区間において実施予定。

取組概要

豊岡河川国道事務所

取組内容および結果
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築堤V=27,100m3
引野地区

河道掘削V=31,500m3
一日市地区

河道掘削V=3,000m3
宮島地区

凡例 流下能力対策 ・過年度実施済み ・Ｒ２年度実施中 ・R２年度以降計画



具体的取組
NO.24 今後５年間の計画に基づいた

天端の保護及び 裏法尻の補強の実施

目標時期 Ｒ２完了目標 取組機関 国

内容（施策） 堤防天端の保護、堤防裏法尻の補強等の粘り強い構造の堤防の整備を実施する。

○船町～出石町弘原等の区間を予定。

取組概要

豊岡河川国道事務所

取組内容および結果
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L=41.3m
船町地区

L=129.4m
六地蔵地区

L=356.4m
六地蔵地区

L=370.0m
立野地区

L=379.6m
今森地区

L=527.3m
細見地区 L=654.8m

弘原地区

L=279.3m
清冷寺地区

L=32.2m
伊豆地区

L=169.1m
伊豆地区

L=277.4m
福居地区

L=184.7m
福居地区

L=418.8m
嶋地区

L=23.1m
宮内地区

L=229.1m
長砂地区 L=124.5m

水上地区

L=295.6m
馬場地区

L=78.0m
宮内地区

L=131.8m
水上地区

L=98.9m
宮内地区

凡例 裏法尻補強 ・過年度実施済み ・Ｒ２年度実施中



令和３年度の取組み予定
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市 県 気象台 国 JR WILLER 全但バス

1 ・
想定最大規模までの洪水氾濫と土砂災害を想定した訓練、試行運用によるタイムライン試行版の検証（未策

定機関は、策定） ● ● ● ● ●

① 洪水予報文の改善 ●

② 河川管理者による積極的な助言 ●

② 適時適格な避難のため、あらゆる情報提供ツールを活用した情報伝達・啓発活動の継続実施 ● ● ● ●

④
複数河川の氾濫を想定した計画規模以上の洪水に対する避難の判断基準やリードタイムを検討するととも

に、地域性や被害特性を勘案した具体的な災害対応策を検証 ● ● ● ●

地域の浸水危険度を情報提供し、住民一人ひとりが「自らの生命は自ら守る」ということを基本に、

平時から地域、家庭、職場等で防災への積極的な取り組みを行うよう促すなど、自主防災思想の普

及、徹底を図る。

4
・ 全ての地域住民が避難できるよう地元組織で実施する避難経路や危険箇所の確認、避難訓練、災害時要援護

者の支援などに取り組む減災防災運動を推進 ● ● ●

浸水想定区域図を元にハザードマップを作成し、地域毎での避難経路等の選定の促進を図る。 5 ・
浸水想定区域図の情報に基づき早期避難を要する区域・危険箇所等、災害危険度を明示した防災マップの周

知 ●

地域毎の個別支援計画の策定や防災訓練の中で要援護者を対象とした訓練を盛り込む。 6 ・ 各地域、箇所における災害危険度に基づく避難行動に関する要援護者個別支援計画の策定及び訓練の実施 ●

幼稚園、小学校、中学校における水災害教育として、洪水被害の歴史や身を守るための手段、地域や

行政の対応策について学ぶ。
7 ・ 学校園におけるメモリアル防災授業や防災出前講座の実施による防災教育の継続 ● ● ●

8 ・ 啓発活動や広報資料に、計画規模以上の洪水氾濫時の被害想定やその対応策の内容を反映 ● ●

① 若年層の世代に特化した啓発活動の場の企画 ● ● ●

② 水害の恐れのある地域に居住することの危険性を認識できるよう、水害リスクをわかりやすく開示 ● ● ●

③ 教育機関、ラジオ等のメディア、地域コミュニティを活用した広報の充実 ● ●

④ 「地区防災計画」や「災害・避難カード」の作成促進 ●

⑤ 兵庫県住宅再建共済（フェニックス共済）の加入促進 ● ●

水防拠点を整備し、災害時の円滑かつ迅速な対応を行うため資機材やその数量の見直しを行う。 10 ・
災害時の円滑かつ迅速な対応を行うため、必要な資機材の配備や防災ステーションの機能検証及び改善方策

の立案・実施 ● ● ●

実働水防訓練の継続的な実施とその内容の見直しを行う。 11 ・ 迅速な災害対応の実施に向けたPDCAサイクルに基づく訓練と継続的な実施 ● ●

地域コミュニティの活動を支援する。 12 ・ 地域コミュニティでの防災や減災活動に関する支援や活動内容の情報共有 ● ● ●

重要水防箇所の共通認識を促進する。 13 ・ 重要水防箇所の定期的な見直しと、共通認識の促進 ● ●

災害ボランティアの円滑な受け入れを促進する。 14 ・ 災害ボランティアの円滑な受け入れを促進するための制度・枠組み等の創設 ●

建設業協会との連携・協働体制を強化する。 15 ・ 建設業協会との応急復旧対策に関する事前調整等 ● ● ●

①
想定最大規模の洪水氾濫時を想定した防災施設・防災拠点の機能増強及び重要資機材への影響確認、避難施

設等の機能維持に関する施策の立案 ●

② 水防対応の手引きの作成・周知 ●

各機関、事業者における水害時BCP（事業継続計画）を作成する。 17 ・ 災害時に迅速に減災、復旧活動が行えるように水害時避難確保計画・BCP（事業継続計画）の策定を推進 ● ● ● ●

洪水を安全に流すためのハード対策を実施する。 18 ・ 河川整備計画に基づいた河川改修の実施 ●

豊岡市内での計画規模以上の洪水氾濫を想定した排水計画を策定し、内水対策を実施する。 19 ・ 具体的な排水計画の立案

排水施設の耐水化を実施する。 20 ・ 洪水氾濫時の耐水性の確認と耐水化対策の検討

既存施設の有効活用。 21 ・ 浸水被害低減に向けた既存ダムの洪水調節機能の活用及び検証 ● ●

主体となる機関（●）
内容（施策） No. 具体的取り組み

タイムラインを作成し、タイムラインに基づき想定最大規模までの洪水氾濫を想定した情報伝達体

制、方法について検証を行う。
2

3

啓発活動や広報資料に、計画規模以上の洪水に関する内容を盛り込むとともに、減災活動の取り組み

に幅広い年齢層の参加を促す。
9

洪水氾濫時の庁舎等の機能維持に備える。 16

地域性や被災特性を踏まえた避難の準備・行動を促す情報提供方法の検証と改良を行う。

※



具体的取組 NO.1 想定最大規模までの洪水氾濫と土砂災害を想定した訓練、
試行運用によるタイムライン試行版の検証（未策定機関は、策定）

内容（施策）
タイムラインを作成し、タイムラインに基づき想定最大規模までの洪水氾濫を想定した情報伝達体制、方法について
検証を行う。

目標時期 H29から継続 取組機関 市、県、気、国、交

○タイムラインに基づいた洪水氾濫時の情報伝達及び国（河川管理者）から当協議会参画機関も含めた洪水対応演習を令和３年５月１４
日に実施。緊急事態宣言中であることから、試験的に全てリモートでの情報連絡にて対応。

取組概要

取組内容および結果

豊岡河川国道

21

＜実施内容＞

・体制発令、洪水予警報文、通
行規制、樋門操作、被災状況報
告等、各班からの報告をリモー
トで実施。
＜成果＞

・事務所内の各班、豊岡市との
情報共有が図れた。

・システムの遠隔操作の有効性
が確認できた。
＜留意点＞

・重要性の低い情報も共有され
る

・データの共有が１画面しかでき
ず、情報の輻輳が不可能。豊岡市とのホットラインもリモートで同時配信 リモートでの演習状況



具体的取組 NO.3-② 適時適格な避難のため、あらゆる情報提供ツールを活用した
情報伝達・啓発活動の継続実施

内容（施策）
地域性や被災特性を踏まえた避難の準備・行動を促す情報提供方法の検証と改良を行う。

目標時期 H28から継続 取組機関 市、県、気、国

○河川情報周知のためのチラシの別バージョンを作成・周知し、水位情報、映像情報により避難判断を支援し、その効果を検証する。
全国版「川の防災情報」を令和３年３月２５日にリニューアル。

取組概要

取組内容および結果

豊岡河川国道

22

河川情報周知チラシ

＜改良点＞
・自宅や職場などの場所（最大３箇所）や確認が必要な観測所などを登録し、トップ画
面や地図画面などをカスタマイズし、必要な情報を速やかに確認できる。
・地図画面をフルGIS 化し、河川水位、洪水予報の発表状況、レーダ雨量、河川カメラ
画像などのリアルタイム情報や、洪水浸水想定区域図などのリスク情報を１つの地図
画面で表示できる。
・全国で発表されている洪水予報やダム放流の状況など、危険が高まっている河川を一
目で把握できる。

川の防災情報 - 国土交通省 (river.go.jp)○川の防災情報リニューアル



具体的取組 NO.7 学校園におけるメモリアル防災授業や防災出前講座の
実施による防災教育の継続

内容（施策）
幼稚園、小学校、中学校における水災害教育として、洪水被害の歴史や身を守るための手段、地域や行政の対応
策について学ぶ。

目標時期 H28から継続 取組機関 市、県、気、国

○次世代を担う世代に対し、防災授業を行い、水災害教育を行う。今年度も教育の場を増やしていく。

取組概要

取組内容および結果

豊岡河川国道

23

豊岡市の要請を受け、
令和3年5月31日（月）～6
月4日（金）の間、

トライやる・ウィークの受
入れを予定。

令和３年度も小中学校で防災授業を実施。



具体的取組 NO.8 啓発活動や広報資料に、計画規模以上の洪水氾濫時の
被害想定やその対応策の内容を反映

内容（施策）
啓発活動や広報資料に、計画規模以上の洪水に関する内容を盛り込むとともに、減災活動の取り組みに幅広い年
齢層の参加を促す。

目標時期 R2から継続 取組機関 市、県、国、交

○計画規模以上の洪水に関する内容を啓発活動や広報資料に盛り込むとともに、減災活動に取り組む。

取組概要

取組内容および結果

豊岡河川国道

24

○川の防災情報リニューアルの情報も盛り込み周知

クリック

・自宅や職場などの場所（最大３箇所）や確認が必要な観測所などを登録し、トップ
画面や地図画面などをカスタマイズし、必要な情報を速やかに確認できる。



具体的取組 NO.9-① 若年層の世代に特化した啓発活動の場の企画

内容（施策）
啓発活動や広報資料に、計画規模以上の洪水に関する内容を盛り込むとともに、減災活動の取り組みに幅広い年
齢層の参加を促す。

目標時期 H30から継続 取組機関 市、県、気、国

○円山川流域の若者始め住民等を対象に自治会通じて呼びかけると伴に、流域外の住民に対してもHP通じて周知。引き続き、防災意識
の向上を目的とした防災学習会を実施。

取組概要

取組内容および結果

豊岡河川国道

25
チラシの作成

• 共催者（豊岡市、兵庫県但馬県民局、豊岡河川国道事務所）の意向

をふまえつつ、防災学習会のテーマ、講師等を検討し、円山川流域に

おける地域防災力向上に資する防災学習会を開催する。

【第一部】如何に災いに向かい合うか
～ コロナ禍と自然災害から考える命の守り方～

片田敏孝特任教授（東京大学
大学院）による講演

片田敏孝特任教授・中貝市長・
ｺｰﾃﾞﾈｰﾀｰによる対談

【第二部】これからの災いにどう立ち向かうか

防災学習会の企画(テーマ)・講師検討
チラシの作成・配布
運営計画・進行台本の作成
資料、参加者アンケートの作成

記録、アンケートとりまとめ

事前

当日

事後

防災学習会の開催（10月7日）、ネット同時配信
‒ 撮影・記録
‒ 参加者アンケートの実施

ロビー展示 YouTubeによる同時配信の状況

ｱﾅｳﾝｻｰによるｺｰﾃﾞｨﾈｰﾄ

令和２年度資料より抜粋



具体的取組 NO.10 災害時の円滑かつ迅速な対応を行うため、必要な資機材の
配備や防災ステーションの機能検証及び改善方策の立案・実施

内容（施策）
水防拠点を整備し、災害時の円滑かつ迅速な対応を行うため資機材やその数量の見直しを行う。

目標時期 H29から継続 取組機関 市、県、国

○水防ステーション・緊急備蓄庫に備蓄されている水防資機材や根固めブロック等の数量を出水期前に確認する。

取組概要

取組内容および結果

豊岡河川国道

26



具体的取組 NO.11 迅速な災害対応の実施に向けたPDCAサイクルに基づく
訓練と継続的な実施

内容（施策）
実働水防訓練の継続的な実施とその内容の見直しを行う。

目標時期 H29から継続 取組機関 市、県、国、交

○

取組概要

取組内容および結果

豊岡河川国道

27

台風２３号メモリアル水防訓練を、令和３年６月に
再開する予定だったが、新型コロナウィルスの影響で
中止とする。



具体的取組 NO.12 地域コミュニティでの防災や減災活動に関する支援や
活動内容の情報共有

内容（施策）
地域コミュニティの活動を支援する。

目標時期 H28から継続 取組機関 市、県、国

○地域防災力向上のために、防災に関する「ワークショップ」を３地区で実施予定。

取組概要

取組内容および結果

豊岡河川国道

28

R1

H30

R1

H30
H29

H29

H30

H29

過年度実施済

今年度実施R3

• 平成29年度より地域コミュニティ単位でワークショップを実施

• 令和3年度は３地区（三方、合橋、選定中）で実施

対象の地区コミュニティの行政区（区長）に対する事前
アンケートの実施
・・・・災害事象や地域防災の懸念事項・課題等の把握
住民WSの内容検討、資料作成
事前説明会の実施

事前

事後

当日
ワークショップの実施
‒ 撮影・記録、参加者アンケートの実施

記録、アンケートとりまとめ
地域防災活動の手引きの作成

R2

R2

R2

R2

R3
R3・令和3年度も、新型コロナウイルス

蔓延防止のため、3密を回避する形
態で実施予定。
・防災担当者を主に参加呼びかけ



府市場地区での堤防点検

中郷遊水地事業、簡易型カメラ確認

【参加団体】

豊岡市、兵庫県、国土交通省、消防署、
消防団、鉄道事業者
【参加者数】
２６名

円山川重要水防箇所図（案）

具体的取組 NO.13 重要水防箇所の定期的な見直しと、共通認識の促進

内容（施策）
重要水防箇所の共通認識を促進する。

目標時期 H28から継続 取組機関 市、県、国

○R２年度の進捗を踏まえ更新し、現地にて共通認識を行う。

取組概要

取組内容および結果

豊岡河川国道

29

令和２年度資料より抜粋



具体的取組 NO.15 建設業協会との応急復旧対策に関する事前調整等

内容（施策）
建設業協会との連携・協働体制を強化する。

目標時期 H29から継続 取組機関 市、県、国

○毎年、出水期までに連絡体制を確認し、今後も相互に協力関係を維持継続する

取組概要

取組内容および結果

豊岡河川国道

30

・近畿地方整備局豊岡河川国道事務所長と一般社団法人兵庫県建設業協会豊岡支部長は、平成１８年３月２０日付
けで「災害時等における近畿地方整備局所管施設等の緊急災害対応対策業務に関する協定書」に基づき、細目部分
に関する協定を締結。
・令和２年は、大きな出水がなく、建設業協会の出動は無かった。

災害時等における近畿地方整備局所管施設等の
緊急災害応急対策業務に関する細目協定



具体的取組 NO.18 河川整備計画に基づいた河川改修の実施

目標時期 Ｒ2から継続 取組機関 国

内容（施策） 洪水を安全に流すためのハード対策を実施する。

○令和3年度、城崎町桃島、下鶴井、九日市・佐野、中郷、日置区間において実施予定。

取組概要

豊岡河川国道事務所

取組内容および結果

31

中郷遊水地整備事業
築堤 V=120,000m3

凡例 流下能力対策 ・過年度実施済み ・Ｒ３年度実施計画 ・R４年度以降計画

河道掘削 V=25,000m3
桃島地区

樹木伐採 A=1,600m2
下鶴井地区

樹木伐採 A=7,400m2
土渕地区

河道掘削 V=17,000m3
九日市・佐野地区

河道掘削 V=57,000m3
日置地区



具体的取組
NO.2１ 浸水被害低減に向けた既存ダムの洪水調節機能の

活用及び検証

内容（施策）
既存施設の有効活用。

目標時期 R3から適宜 取組機関 県、国

○令和３年度に既存ダムの洪水調節機能の検証を実施予定。

取組概要

取組内容および結果

豊岡河川国道

32

多々良木ダム（関西電力） 大町大池（朝来市）

既存ダムの事前放流に関する協定を
豊岡河川国道事務所とダム管理者間で締結

大路ダム（兵庫県）

http://damnet.or.jp/cgi-bin/binranA/All.cgi?db4=3085

但東ダム（兵庫県）

https://www.zenitaka.co.jp/topics/reports/tantoreport.html



令和３年度の取組み予定

0

組織別版

ＪＲ

資料－６⑥

市 県 気象台 国 JR WILLER 全但バス

1 ・
想定最大規模までの洪水氾濫と土砂災害を想定した訓練、試行運用によるタイムライン試行版の検証（未策

定機関は、策定） ● ● ● ● ●

① 洪水予報文の改善 ●

② 河川管理者による積極的な助言 ●

② 適時適格な避難のため、あらゆる情報提供ツールを活用した情報伝達・啓発活動の継続実施 ● ● ● ●

④
複数河川の氾濫を想定した計画規模以上の洪水に対する避難の判断基準やリードタイムを検討するととも

に、地域性や被害特性を勘案した具体的な災害対応策を検証 ● ● ● ●

地域の浸水危険度を情報提供し、住民一人ひとりが「自らの生命は自ら守る」ということを基本に、

平時から地域、家庭、職場等で防災への積極的な取り組みを行うよう促すなど、自主防災思想の普

及、徹底を図る。

4
・ 全ての地域住民が避難できるよう地元組織で実施する避難経路や危険箇所の確認、避難訓練、災害時要援護

者の支援などに取り組む減災防災運動を推進 ● ● ●

浸水想定区域図を元にハザードマップを作成し、地域毎での避難経路等の選定の促進を図る。 5 ・
浸水想定区域図の情報に基づき早期避難を要する区域・危険箇所等、災害危険度を明示した防災マップの周

知 ●

地域毎の個別支援計画の策定や防災訓練の中で要援護者を対象とした訓練を盛り込む。 6 ・ 各地域、箇所における災害危険度に基づく避難行動に関する要援護者個別支援計画の策定及び訓練の実施 ●

幼稚園、小学校、中学校における水災害教育として、洪水被害の歴史や身を守るための手段、地域や

行政の対応策について学ぶ。
7 ・ 学校園におけるメモリアル防災授業や防災出前講座の実施による防災教育の継続 ● ● ●

8 ・ 啓発活動や広報資料に、計画規模以上の洪水氾濫時の被害想定やその対応策の内容を反映 ● ●

① 若年層の世代に特化した啓発活動の場の企画 ● ● ●

② 水害の恐れのある地域に居住することの危険性を認識できるよう、水害リスクをわかりやすく開示 ● ● ●

③ 教育機関、ラジオ等のメディア、地域コミュニティを活用した広報の充実 ● ●

④ 「地区防災計画」や「災害・避難カード」の作成促進 ●

⑤ 兵庫県住宅再建共済（フェニックス共済）の加入促進 ● ●

水防拠点を整備し、災害時の円滑かつ迅速な対応を行うため資機材やその数量の見直しを行う。 10 ・
災害時の円滑かつ迅速な対応を行うため、必要な資機材の配備や防災ステーションの機能検証及び改善方策

の立案・実施 ● ● ●

実働水防訓練の継続的な実施とその内容の見直しを行う。 11 ・ 迅速な災害対応の実施に向けたPDCAサイクルに基づく訓練と継続的な実施 ● ●

地域コミュニティの活動を支援する。 12 ・ 地域コミュニティでの防災や減災活動に関する支援や活動内容の情報共有 ● ● ●

重要水防箇所の共通認識を促進する。 13 ・ 重要水防箇所の定期的な見直しと、共通認識の促進 ● ●

災害ボランティアの円滑な受け入れを促進する。 14 ・ 災害ボランティアの円滑な受け入れを促進するための制度・枠組み等の創設 ●

建設業協会との連携・協働体制を強化する。 15 ・ 建設業協会との応急復旧対策に関する事前調整等 ● ● ●

①
想定最大規模の洪水氾濫時を想定した防災施設・防災拠点の機能増強及び重要資機材への影響確認、避難施

設等の機能維持に関する施策の立案 ●

② 水防対応の手引きの作成・周知 ●

各機関、事業者における水害時BCP（事業継続計画）を作成する。 17 ・ 災害時に迅速に減災、復旧活動が行えるように水害時避難確保計画・BCP（事業継続計画）の策定を推進 ● ● ● ●

洪水を安全に流すためのハード対策を実施する。 18 ・ 河川整備計画に基づいた河川改修の実施 ●

豊岡市内での計画規模以上の洪水氾濫を想定した排水計画を策定し、内水対策を実施する。 19 ・ 具体的な排水計画の立案

排水施設の耐水化を実施する。 20 ・ 洪水氾濫時の耐水性の確認と耐水化対策の検討

既存施設の有効活用。 21 ・ 浸水被害低減に向けた既存ダムの洪水調節機能の活用及び検証 ● ●

主体となる機関（●）
内容（施策） No. 具体的取り組み

タイムラインを作成し、タイムラインに基づき想定最大規模までの洪水氾濫を想定した情報伝達体

制、方法について検証を行う。
2

3

啓発活動や広報資料に、計画規模以上の洪水に関する内容を盛り込むとともに、減災活動の取り組み

に幅広い年齢層の参加を促す。
9

洪水氾濫時の庁舎等の機能維持に備える。 16

地域性や被災特性を踏まえた避難の準備・行動を促す情報提供方法の検証と改良を行う。

※



具体的取組
NO.1 想定最大規模までの洪水氾濫と土砂災害を想定した訓練、

試行運用によるタイムライン試行版の検証（未策定機関は、策定）

内容（施策）
タイムラインを作成し、タイムラインに基づき想定最大規模までの洪水氾濫を想定した情報伝達体制、方法について
検証を行う。

目標時期 H29から継続 取組機関 市、県、気、国、交

列車の計画運休を実施する場合は、台風接近時のタイムラインを
準用して、列車の運行に関する情報提供を実施する。

取組概要

取組内容および結果

ＪＲ

1



具体的取組 NO.3-④ 複数河川の氾濫を想定した計画規模以上の洪水に対する避難の判断基準や
ﾘｰﾄﾞﾀｲﾑを検討するとともに、地域性や被害特性を勘案した具体的な災害対応策を検証

内容（施策）
地域性や被災特性を踏まえた避難の準備・行動を促す情報提供方法の検証と改良を行う。

目標時期 R2から適宜 取組機関 市、県、気、国、交

ＪＲ

2

列車の計画運休を実施する場合は、台風接近時のタイムラインを
準用して、列車の運行に関する情報提供を実施する。

取組概要

取組内容および結果



具体的取組
NO.17 災害時に迅速に減災、復旧活動が行えるように

水害時避難確保計画・BCP（事業継続計画）の策定を推進

内容（施策）
各機関、事業者における水害時BCP（事業継続計画）を作成する。

目標時期 H28から適宜 取組機関 市、県、国、交

車両の水没を避けるため、車両避難計画の策定及び訓練を実施する

取組概要

ＪＲ

3

取組内容および結果



資料－６⑦組織別版

ＷＩＬＬＥＲ
市 県 気象台 国 JR WILLER 全但バス

1 ・
想定最大規模までの洪水氾濫と土砂災害を想定した訓練、試行運用によるタイムライン試行版の検証（未策

定機関は、策定） ● ● ● ● ●

① 洪水予報文の改善 ●

② 河川管理者による積極的な助言 ●

② 適時適格な避難のため、あらゆる情報提供ツールを活用した情報伝達・啓発活動の継続実施 ● ● ● ●

④
複数河川の氾濫を想定した計画規模以上の洪水に対する避難の判断基準やリードタイムを検討するととも

に、地域性や被害特性を勘案した具体的な災害対応策を検証 ● ● ● ●

地域の浸水危険度を情報提供し、住民一人ひとりが「自らの生命は自ら守る」ということを基本に、

平時から地域、家庭、職場等で防災への積極的な取り組みを行うよう促すなど、自主防災思想の普

及、徹底を図る。

4
・ 全ての地域住民が避難できるよう地元組織で実施する避難経路や危険箇所の確認、避難訓練、災害時要援護

者の支援などに取り組む減災防災運動を推進 ● ● ●

浸水想定区域図を元にハザードマップを作成し、地域毎での避難経路等の選定の促進を図る。 5 ・
浸水想定区域図の情報に基づき早期避難を要する区域・危険箇所等、災害危険度を明示した防災マップの周

知 ●

地域毎の個別支援計画の策定や防災訓練の中で要援護者を対象とした訓練を盛り込む。 6 ・ 各地域、箇所における災害危険度に基づく避難行動に関する要援護者個別支援計画の策定及び訓練の実施 ●

幼稚園、小学校、中学校における水災害教育として、洪水被害の歴史や身を守るための手段、地域や

行政の対応策について学ぶ。
7 ・ 学校園におけるメモリアル防災授業や防災出前講座の実施による防災教育の継続 ● ● ●

8 ・ 啓発活動や広報資料に、計画規模以上の洪水氾濫時の被害想定やその対応策の内容を反映 ● ●

① 若年層の世代に特化した啓発活動の場の企画 ● ● ●

② 水害の恐れのある地域に居住することの危険性を認識できるよう、水害リスクをわかりやすく開示 ● ● ●

③ 教育機関、ラジオ等のメディア、地域コミュニティを活用した広報の充実 ● ●

④ 「地区防災計画」や「災害・避難カード」の作成促進 ●

⑤ 兵庫県住宅再建共済（フェニックス共済）の加入促進 ● ●

水防拠点を整備し、災害時の円滑かつ迅速な対応を行うため資機材やその数量の見直しを行う。 10 ・
災害時の円滑かつ迅速な対応を行うため、必要な資機材の配備や防災ステーションの機能検証及び改善方策

の立案・実施 ● ● ●

実働水防訓練の継続的な実施とその内容の見直しを行う。 11 ・ 迅速な災害対応の実施に向けたPDCAサイクルに基づく訓練と継続的な実施 ● ●

地域コミュニティの活動を支援する。 12 ・ 地域コミュニティでの防災や減災活動に関する支援や活動内容の情報共有 ● ● ●

重要水防箇所の共通認識を促進する。 13 ・ 重要水防箇所の定期的な見直しと、共通認識の促進 ● ●

災害ボランティアの円滑な受け入れを促進する。 14 ・ 災害ボランティアの円滑な受け入れを促進するための制度・枠組み等の創設 ●

建設業協会との連携・協働体制を強化する。 15 ・ 建設業協会との応急復旧対策に関する事前調整等 ● ● ●

①
想定最大規模の洪水氾濫時を想定した防災施設・防災拠点の機能増強及び重要資機材への影響確認、避難施

設等の機能維持に関する施策の立案 ●

② 水防対応の手引きの作成・周知 ●

各機関、事業者における水害時BCP（事業継続計画）を作成する。 17 ・ 災害時に迅速に減災、復旧活動が行えるように水害時避難確保計画・BCP（事業継続計画）の策定を推進 ● ● ● ●

洪水を安全に流すためのハード対策を実施する。 18 ・ 河川整備計画に基づいた河川改修の実施 ●

豊岡市内での計画規模以上の洪水氾濫を想定した排水計画を策定し、内水対策を実施する。 19 ・ 具体的な排水計画の立案

排水施設の耐水化を実施する。 20 ・ 洪水氾濫時の耐水性の確認と耐水化対策の検討

既存施設の有効活用。 21 ・ 浸水被害低減に向けた既存ダムの洪水調節機能の活用及び検証 ● ●

主体となる機関（●）
内容（施策） No. 具体的取り組み

タイムラインを作成し、タイムラインに基づき想定最大規模までの洪水氾濫を想定した情報伝達体

制、方法について検証を行う。
2

3

啓発活動や広報資料に、計画規模以上の洪水に関する内容を盛り込むとともに、減災活動の取り組み

に幅広い年齢層の参加を促す。
9

洪水氾濫時の庁舎等の機能維持に備える。 16

地域性や被災特性を踏まえた避難の準備・行動を促す情報提供方法の検証と改良を行う。

※

0

令和３年度の取組み予定



具体的取組
NO.1 想定最大規模までの洪水氾濫と土砂災害を想定した訓練、

試行運用によるタイムライン試行版の検証（未策定機関は、策定）

内容（施策）
タイムラインを作成し、タイムラインに基づき想定最大規模までの洪水氾濫を想定した情報伝達体制、方法について
検証を行う。

目標時期 H29から継続 取組機関 市、県、気、国、交

〇列車運行：豊岡駅１時間毎の折返し列車を基本としている。⇒ 運行を停止させる判断基準の明確化。
〇夜間滞泊している列車は２列車３両である。⇒ 車両避難を開始する判断基準の明確化。

取組概要

取組内容および結果

ＷILLER

1

令和２年度 運行停止及び夜間滞泊車両の避難方法・判断基準の検討

令和３年度 運行停止・夜間滞泊車両の避難方法の検証

台風等災害時タイムライン

前々日15：00 前日15：00 24時間前 12時間前 6時間前 通過後

暴風域等計画運休の可能性

を情報提供（概ね48時間前）

暴風域等計画運休の可能

性を情報提供（概ね24時間
前）

JR福知山支社との調整事項
等、詳細の情報提供（24時間
前にこだわらず、決定時

計画運休に伴う減便等情報提供 計画運休等情報提供 暴風雨等落着き確認

輸送対策会議

・輸送対策室設置

・連絡体制の周知

・JR福知山支社へつなぎ

・WILLER内情報共有

・計画運休可否判断

・車両避難可否判断

・JR福知山支社へつなぎ

・WILLER内情報共有

・計画運休開始時間決定

・車両避難開始時間決定

・JR福知山支社へつなぎ

・WILLER内情報共有

・車両避難開始準備

・計画運休実施に伴い減便開始

・無人駅への情報提供

・復旧計画着手

・JR福知山支社へつなぎ

・WILLER内情報共有

・計画運休実施

・車両避難開始

・無人駅への情報提供

・復旧計画要員配置

・JR福知山支社へつなぎ

・WILLER内情報共有

・被災状況確認

・復旧計画

・運転再開時期判断

・JR福知山支社へつなぎ

・WILLER内情報共有

令和３年度



具体的取組 NO.3-④ 複数河川の氾濫を想定した計画規模以上の洪水に対する避難の判断基準や
ﾘｰﾄﾞﾀｲﾑを検討するとともに、地域性や被害特性を勘案した具体的な災害対応策を検証

内容（施策）
地域性や被災特性を踏まえた避難の準備・行動を促す情報提供方法の検証と改良を行う。

目標時期 R2から適宜 取組機関 市、県、気、国、交

〇列車運行：豊岡駅１時間毎の折返し列車を基本としている。⇒ 運行を停止させる判断基準の明確化。
〇夜間滞泊している列車は２列車３両である。⇒ 車両避難を開始する判断基準の明確化。

取組概要

取組内容および結果

ＷILLER

課 題

・豊岡市防災無線の情報活用

・豊岡駅・豊岡運転所及び宮津線豊岡駅から愛宕山トンネル間、浸水想定

最大３ｍ

・円山川橋梁（橋長308ｍ） 風速 ２０m/ｓ以上：10分間抑止

２５ｍ/ｓ以上：30分間抑止

桁下水位 ４．５ｍ徐行

２．９ｍ停止

2

気象庁ホームページ・ウエザーニュース等

豊岡市防災無線⇒河川氾濫予測システム⇒6時間後予測

令和3年度



具体的取組
NO.17 災害時に迅速に減災、復旧活動が行えるように

水害時避難確保計画・BCP（事業継続計画）の策定を推進

内容（施策）
各機関、事業者における水害時BCP（事業継続計画）を作成する。

目標時期 H28から適宜 取組機関 市、県、国、交

○列車運行：豊岡駅１時間毎の折返し列車を基本としている。⇒ 運行を停止させる判断基準の明確化。
〇夜間滞泊している列車は２列車３両である。⇒ 車両避難を開始する判断基準の明確化。

取組概要

取組内容および結果

ＷILLER

3

令和３年度

令和３年度 運行停止・夜間滞泊車両の避難方法の検証

台風等災害時タイムライン

24時間前 12時間前 6時間前 通過後

JR福知山支社との調整事項
等、詳細の情報提供（24時間
前にこだわらず、決定時

計画運休に伴う減便等情

報提供
計画運休等情報提供 暴風雨等落着き確認

輸送対策会議

・計画運休開始時間決定

・車両避難開始時間決定

・JR福知山支社へつなぎ

・WILLER内情報共有

・車両避難開始準備

・計画運休実施に伴い減

便開始

・無人駅への情報提供

・復旧計画着手

・JR福知山支社へつなぎ

・WILLER内情報共有

・計画運休実施

・車両避難開始

・無人駅への情報提供

・復旧計画要員配置

・JR福知山支社へつなぎ

・WILLER内情報共有

・被災状況確認

・復旧計画

・運転再開時期判断

・JR福知山支社へつなぎ

・WILLER内情報共有



令和２年度の取組み報告 参考資料－１

市 県 気象台 国

② 想定最大規模までの洪水氾濫を想定した訓練、試行運用によるタイムライン試行版の検証 ●１～２

③ 複数河川からの氾濫や土砂災害、内水氾濫も想定したシナリオ型で、避難勧告等の発令タイミング・区域を設定 ●３～４

2 ② 河川管理者による積極的な助言 ●５

① 家屋倒壊の危険性のある区域や自宅2階以上に留まることも可とする区域などを設定 ●６

②  シナリオ型の避難計画に基づく避難勧告等の発令 ●７

③ 想定最大規模の洪水氾濫に対応した高所避難場所への避難計画の検証 ●８

① 現状の情報提供ツール（情報サイト、ホームページ等）の実効性の検証と改良 ●９

③ 情報伝達方法に関する啓発活動の継続実施 ●１０ ●１１ ●１２～１７ ●１８

④ 防災無線の全戸設置 ●１９

⑤ 洪水の進行、激甚化を予測する判断基準やリードタイムを検討するとともに計画規模以上の洪水の具体的な災害対応策を検証 ●２０

広域避難に関する調整・検証を行う。 5 ・ 洪水氾濫1～2日前からの広域避難の有効性の検証 ●２１ ●２２

住民一人ひとりが「自らの生命は自ら守る」ということを基本に、平時から地域、家

庭、職場等で防災への積極的な取り組みを行うよう促すなど、自主防災思想の普及、徹

底を図る。

7
・ 地域の住民すべてが安全に避難できるよう、自治会、自主防災組織等が中心となり、地域ぐるみで避難路や危険箇所の確認、避難

訓練、災害時要援護者の支援などに取り組む”みんなで逃げよう”減災防災運動を推進
●２３ ●２４

新たにハザードマップを作成し、避難経路等の選定の促進を図る。 8 ① 浸水想定区域図の情報に基づいた防災マップの更新と周知 ●２５

個別支援計画の策定や防災訓練の中で要援護者を対象とした訓練を盛り込む。 9 ・ 避難行動に関する要援護者個別支援計画の策定、及び訓練の実施 ●２６

幼稚園、小学校、中学校における水災害教育として、洪水被害の歴史や身を守るための

手段、地域や行政の対応策について学ぶ。
10 ・ 学校園におけるメモリアル防災授業や防災出前講座の実施 ●２７ ●２８

13 ・ 啓発活動や広報資料に、計画規模以上の洪水氾濫時の被害想定やその対応策の内容を反映 ●２９－３０

① 若年層の世代に特化した啓発活動の場の企画 ●３１

② 水害の恐れのある地域に居住することの危険性を認識できるよう、水害リスクをわかりやすく開示 ●３２ ●３３

③ 教育機関、ラジオ等のメディア、地域コミュニティを活用した広報の充実 ●３４

④  「地区防災計画」や「災害・避難カード」の作成促進 ●３５

⑤ 兵庫県住宅再建共済（フェニックス共済）の加入促進 ●３６

災害時の円滑かつ迅速な対応を行うため資機材やその数量の見直しを行う。 15 ・ 必要な資機材の配備や防災ステーションの機能検証 ●３７ ●３８

実働水防訓練の継続的な実施とその内容の見直しを行う。 16 ・ 迅速な災害対応の実施に向けたPDCAサイクルに基づく訓練と継続的な実施 ●３９ ●４０ ●４１

地域コミュニティの活動を支援する。 17 ・ 地域コミュニティでの防災や減災活動に関する支援や活動内容の情報共有 ●４２ ●４３ ●４４

重要水防箇所の共通認識を促進する。 18 ・ 重要水防箇所の定期的な見直しと、共通認識の促進 ●４５

② 想定最大規模の洪水氾濫時を想定した防災施設の機能増強に関する施策の立案 ●４６

③ 水防対応の手引きの作成・周知 ●４７

各機関、事業者における水害時BCP（事業継続計画）を作成する。 22 ・ 災害時に迅速に減災、復旧活動が行えるように水害時避難確保計画・BCP（事業継続計画）の策定を推進 ●４８ ●４９ ●５０

洪水を安全に流すためのハード対策を実施する。 23 ・ 今後5年間の計画に基づいた流下能力対策（築堤、掘削等）の実施 ●５１

堤防天端の保護、堤防裏法尻の補強等の粘り強い構造の堤防の整備を実施する。 24
・ 今後5年間の計画に基づいた天端の保護及び裏法尻の補強の実施

（城崎町桃島～今津、日高町西芝地先はH28までに実施予定）（立野～出石町引原等の区間はH29～32に実施予定）
●５２

主体となる期間（●）数字は頁
具体的取組み内容（施策）

タイムラインを作成し、タイムラインに基づき想定最大規模までの洪水氾濫を想定した

情報伝達体制、方法について検証を行う。

21洪水氾濫時の庁舎等の機能維持に備える。

啓発活動や広報資料に、計画規模以上の洪水に関する内容を盛り込むとともに、減災活

動の取り組みに幅広い年齢層の参加を促す。 14

避難の準備・行動を促す情報提供方法の検証と改良を行う。 4

地域性や被災特性を踏まえた避難情報の提供に努める。 3

1



洪水予警報発令状況
年 月 日

■ 整備局等体制

■ 洪水予報、水位到達情報の発令状況

■ 水防警報の発令状況

ホットライン実施状況
■ ホットラインの状況

＜国管理河川＞

近畿 円山川
まるやまがわ

豊岡河川国道 事務
じむ

所長
しょちょう

→ 豊岡市 市長 4/21 13:30

近畿 円山川
まるやまがわ

豊岡河川国道 事務
じむ

所長
しょちょう

→ 豊岡市 市長 4/21 10:30

近畿 円山川
まるやまがわ

豊岡河川国道 事務
じむ

所長
しょちょう

→ 豊岡市 市長 4/21 11:30

9:30

第二警戒 4/21 9:40

近畿 円山川
まる やまがわ

〃 〃 2 警戒 警報 4/21 9:40

立野
たちの

1

近畿 円山川
まる やまがわ

〃 〃 2

第一警戒 4/21

近畿 円山川
まる やまがわ

円山川
まるやまがわ

立野
たちの

1 注意 注意報 4/21 9:30

実施日 内　容

出石川左岸2.4k越水による被災

近畿 円山川
まるやまがわ

豊岡河川国道 事務
じむ

所長
しょちょう

→ 豊岡市 市長 4/21 11:40
出石川弘原観測所で氾濫危険水位を
超過

整備局等 水　系 号数

非常体制

河　川

近畿 円山川
まる やまがわ

〃 3〃

近畿

水　系整備局等

豊岡河川国道

河川事務所 役職

事務
じむ

所長
しょちょう

方向

→

近畿 円山川
まる やまがわ

円山川
まるやまがわ

PUSH型

16:0021

発令（切替）理由

〃

基準観測所 警報種別

号数 警報種別洪水予報No.

危険

発表時刻発表日

発令（切替）日 発表（切替）時刻

令和 2

整備局等 体　制

河　川

警報

整備局等 水　系 基準観測所

3〃近畿 円山川
まる やまがわ

奈佐川左岸2.5kp越水による被災4/21 11:30

発表日 発表時刻

4/21 10:30

非常近畿

4 現在

10:304/21

円山川宮井観測所で氾濫危険水位を
超過

奈佐川左岸2.8kp越水による被災

円山川立野観測所で氾濫危険水位を
超過

円山川右岸9.0k越水による被災

円山川
まるやまがわ

市町村 役職

豊岡市 市長 13:50

円山川
まるやまがわ

豊岡河川国道

実施時刻

4/21

近畿 事務
じむ

所長
しょちょう

→ 豊岡市 市長 4/21 10:40

具体的取組
NO.1-② 想定最大規模までの洪水氾濫を想定した訓練、

試行運用によるタイムライン試行版の検証

内容（施策）
タイムラインを作成し、タイムラインに基づき想定最大規模までの洪水氾濫を想定した情報伝達体制、方法について
検証を行う。

目標時期 H29から継続 取組機関 市、国

○タイムラインに基づいた洪水氾濫時の情報伝達及び国（河川管理者）から豊岡市への助言（ホットライン）等を想定した洪水対応演習を
実施した（令和2年4月21日）。

取組概要

取組内容および結果

豊岡河川国道事務所

ホットライン実施状況

洪水情報発令状況
演習の状況

情報の収集

情報の掲示

円山川災害対策支援
システム

1

改善点：情報共有を図るため、モニターの配置・使い方の最適化を目指す。

モニター増設
使い方の最適化を図る



具体的取組
NO.1-② 想定最大規模までの洪水氾濫を想定した訓練、

試行運用によるタイムライン試行版の検証

内容（施策）
タイムラインを作成し、タイムラインに基づき想定最大規模までの洪水氾濫を想定した情報伝達体制、方法について
検証を行う。

目標時期 H29から継続 取組機関 国

○洪水対応演習（令和２年４月実施）にて、洪水予測基幹システムを用いた訓練により、昨年度の改良内容を確認した。今後も実効性ある
システムとなるよう、更なる検証及び改良を進める。

取組概要

取組内容および結果

豊岡河川国道事務所

2

CCTV：現況と平常時を並べて表示

樋門等操作状況入力支援機
能」とリンクして、地図上で樋門・
排水機場等の稼動状況を表示。

樋門等操作状況入力
支援機能と連動

CCTV画像のポップアップ表示

概要図における樋門・排水機場の表示

CCTV画像の追加

概要図に、CCTVの位置を表示し、クリックするとCCTV画像をポップ
アップ表示できるものとする。

樋門や排水機場など河川管理施設の追加

排水機場のポンプ運転データを追加



具体的取組
NO.1-③ 複数河川からの氾濫や土砂災害、内水氾濫も想定した

シナリオ型で、避難勧告等の発令タイミング・区域を設定
豊岡市

目標時期 H32完了目標 取組機関 市、県、気、国

内容（施策）
タイムラインを作成し、タイムラインに基づき想定最大規模までの洪水氾濫を想定した情報伝達体制、方法について
検証を行う。

○災害時における避難情報の伝達に差異が生じないよう、一定の条件となった際に避難情報を発令することを取り決めている。
これにより発令の判断に迷うことなく、迅速な情報提供につながっている。

取組概要

取組内容および結果

避難情報の発令の基準（洪水）

国直轄管理区間の避難情報発令基準
（１）避難指示（緊急）…基準は堤防天端
【円山川】水位計受持区間中、最も低い堤防天端の換算

水位、ポンプ停止水位に設定
【出石川】堤防天端高に達する恐れが高い場合

（２）避難勧告…基準は氾濫危険水位
【円山川･出石川】国の基準通り「氾濫危険水位」に設定

（３）避難準備・高齢者等避難開始…基準は避難判断水位
【円山川･出石川】国の基準より前倒しし、「氾濫注意水位」

に設定

兵庫県管理河川
（１）避難指示（緊急）
水位計受持区間中、最も低い堤防天端の換算水位

（２）避難勧告
避難指示水位からリードタイムを60分として設定
（氾濫危険水位）

（３）避難準備・高齢者等避難開始
避難勧告水位からリードタイムを30分として設定
（避難判断水位）

3



具体的取組
NO.1-③ 複数河川からの氾濫や土砂災害、内水氾濫も想定した

シナリオ型で、避難勧告等の発令タイミング・区域を設定
豊岡市

目標時期 H32完了目標 取組機関 市、県、気、国

内容（施策）
タイムラインを作成し、タイムラインに基づき想定最大規模までの洪水氾濫を想定した情報伝達体制、方法について
検証を行う。

○災害時における避難情報の伝達に差異が生じないよう、一定の条件となった際に避難情報を発令することを取り決めている。
これにより発令の判断に迷うことなく、迅速な情報提供につながっている。

取組概要

取組内容および結果

避難情報の発令の基準（土砂災害）

避難情報の発令にあたっては、神戸地方気象台とのホットラインを
活用し、判断に役立てている。

4



具体的取組 NO.2-② 河川管理者による積極的な助言

内容（施策）
タイムラインを作成し、タイムラインに基づき想定最大規模までの洪水氾濫を想定した情報伝達体制、方法について
検証を行う。

目標時期 H29から継続 取組機関 県、国

○ 台風や津波等の発生時に的確な避難判断や行動ができるよう、市町や県民に対し災害危険情報を提供。

取組概要

取組内容および結果

兵庫県

①ＣＧハザードマップ〔県民・市町に発信〕
洪水・津波等5 種類のハザードマップ、河川水位・監視カメラ画像等のリアルタイム情報を集約し、県ホーム

ページで提供。スマートフォン専用サイトではGPS機能により、現在地周辺のハザードマップを表示。
②箇所別土砂災害危険度〔市町に発信〕

市町が行う避難勧告の判断等を支援する
ため、土砂災害警戒区域ごとに、３時間先までの危険度を表示
（豊岡市では平成25年より運用）
③地域別土砂災害危険度〔県民・市町に発信〕

県と気象台が発表する「土砂災害警戒情
報」の補足として、県民の避難活動を支援
するため、最小１kmメッシュごとに、２時
間先までの危険度を表示
④洪水浸水想定区域図〔県民・市町に発信〕

水防法改正に伴い、想定最大規模降雨の洪水浸水想定区域図等を県管理河川で作成
（令和元年８月に円山川水系、令和２年５月に竹野川水系、須井川水系公表）

⑤河川氾濫予測システム〔市町に発信〕
市町の避難勧告等の発令の早期判断に向け、改良（３時間後予測から６時間後予測に拡大等）を行い、
フェニックス防災システムで河川水位等を予測・配信（令和２年10月改良済）

5



具体的取組
NO.3-① 家屋倒壊の危険性のある区域や自宅2階以上に留まることも

可とする区域などを設定

内容（施策） 地域性や被災特性を踏まえた避難情報の提供に努める。

目標時期 H28から継続 取組機関 市、住民

〇「豊岡市行政区別防災マップ」（平成28年11月作成）を活用し、「地域の災害リスク」を理解したうえで、「正しい避難行動」を身につけてい
ただくため、区や地域コミュニティ等を対象とした出前講座で継続した啓発を行う。

取組概要

取組内容および結果

豊岡市

① 外水氾濫で家屋倒壊の危険があるエリアの居住者
② 土砂災害警戒区域に立地する住宅の居住者
③ 想定浸水深が３ｍ以上の２階建住宅の居住者
④ 想定浸水深が0.5ｍ以上の平屋住宅の居住者
⑤ 洪水予報河川・水位周知河川に隣接する居住者

（円山川、出石川、奈佐川、稲葉川、竹野川、六方川、八代川）
⑥ その他の危険が想定されるエリアの居住者

Ｓｔｅｐ１：防災マップの確認 Ｓｔｅｐ２：防災マップに示された浸水深の持つ意味を確認

Ｓｔｅｐ３：避難すべき人の条件を市民自身が確認

☛「河川沿いの住民」については堤防の決壊に伴う
家屋倒壊や上流からの流木による家屋への被害が予
想されることから必ず河川から離れ、安全を確保で
きる指定緊急避難場所等への「水平避難」を強く求
めている。

6



具体的取組 NO.3-② シナリオ型の避難計画に基づく避難勧告等の発令

内容（施策） 地域性や被災特性を踏まえた避難情報の提供に努める。

目標時期 H32完了目標 取組機関 市、県、気、国

○避難情報の発令タイミングとなった際に、どの区域に避難情報を出すのか、また防災行政無線の放送原稿を準備しておき、適時に情報
発信ができるように努める。

取組概要

取組内容および結果

豊岡市

台風23号を経験しての反省

情報の発信や収集が不適切だった

避難情報の発令の遅れ
〇避難勧告等の明確な基準を

決めていなかったこと
〇放送例文を事前に作って

いなかったこと

避難情報の発令区域を明示 放送原稿のひな型を準備

7



具体的取組
NO.3-③ 想定最大規模の洪水氾濫に対応した高所避難場所

への避難計画の検証

内容（施策） 地域性や被災特性を踏まえた避難情報の提供に努める。

目標時期 H32完了目標 取組機関 市、県、気、国

○避難所の設定にあたってはＬ１に対応する避難所を指定している。Ｌ２規模の水害には対応しない避難所についてのあり方を検討する。

取組概要

取組内容および結果

豊岡市

№ 施設名（地区） 想定最大浸水深 浸水危険

１ ＪＡたじま農業センター（新田） ５．５５ｍ ２階が浸水

２ 但馬技術大学校２階体育館（八条） ６．９６ｍ ２階が浸水

３ 納屋区会館（八条） ５．０１ｍ ２階が浸水

４ 五荘地区コミュニティセンター（五荘） ５．９０ｍ ２階が浸水

５ 飯谷公民館（城崎） １．０９ｍ 平屋建物

６ 国府地区コミュニティセンター（国府） ５．４２ｍ ２階が浸水

７ 福住地区コミュニティセンター（福住） ３．５７ｍ 平屋建物

８ 寺坂地区コミュニティセンター（寺坂） ２．３２ｍ 平屋建物

１ 想定最大規模降雨では避難場所確保が困難となる避難場所

２ 上記避難場所への対応策

⑴Ｌ２での想定浸水にも対応する避難場所への早期誘導
⑵Ｌ２不適の避難場所であることの住民周知
⑶救命胴衣等の配備
⑷避難場所の指定見直し

8



具体的取組
NO.4-① 現状の情報提供ツール（情報サイト、

ホームページ等）の実効性の検証と改良

目標時期 継続的に実施 取組機関 市、県、気、国

内容（施策） 避難の準備・行動を促す情報提供方法の検証と改良を行う。

○多数の流域住民に認知していただくためにあらゆる場面でＰＲを実施

取組概要

取組内容および結果

豊岡河川国道事務所

9

①危機管理型水位計 ②簡易型河川監視用カメラ

上記①②の【配信アドレス】

※グラフはイメージです

平成30年より情報提供開始 令和2年4月より情報提供開始

CCTVカメラのYouTube配信

令和2年6月より情報提供開始

近畿地方整備局が管内水系のライブ配信を拡大
円山川水系が新たに追加された

川の水位情報
https://k.river.go.jp

YouTubeライブ配信
https://www.youtube.com/watch?v=nwNTK8-VlSg



具体的取組 NO.4-③ 情報伝達方法に関する啓発活動の継続実施

内容（施策） 避難の準備・行動を促す情報提供方法の検証と改良を行う。

目標時期 継続的に実施 取組機関 市、県、気、国

取組概要

取組内容および結果

豊岡市

○過去の災害対応の教訓から、避難行動等について理解促進を図るため、市長自ら全区長（町内会長）に対し、直接訴える。
〇特に知っておいていただきたい内容について、市のホームページに特設コーナーを設け、引き続き啓発する。

2019年春季市政懇談会資料 市長が区長へ直接語り掛けたもの（抜粋）

市長が直接訴えかけることで、区長の関心、理解も格段に高くなっている

（2020年度は春季市政懇談会は中止。）
10



具体的取組 NO.4-③ 情報伝達方法に関する啓発活動の継続実施 兵庫県

目標時期 継続的に実施 取組機関 市、県、気、国

内容（施策） 避難の準備・行動を促す情報提供方法の検証と改良を行う。

○「フェニックス防災システム」及び「ひょうご防災ネット（とよおか防災ネット）」・「ひょうごＥネット」の活用。

取組概要

取組内容および結果

地震災害をはじめ、あらゆる災害において、迅速な初動対応を支援する「フェニックス防災システム」を活用し、気象警報・注意報や地震・河川水位等
の観測情報を市町等に通知し、警戒を促すとともに、市町等からの災害・被害報告を受け、防災関係機関と情報共有を図りながら、可視化により被災
状況を把握。
災害時の避難勧告・避難指示（緊急）等の災害関連情報について、全国共通基盤である「Ｌアラート（災害情報共有システム）」や「ひょうご防災ネット」
と連携し、テレビ局等多様なメディアや携帯メールを通じて県民へ迅速かつ効率的に情報を提供。31年5月から「ひょうご防災ネットアプリ」の運用開始。
「ひょうご防災ネット」やそれを外国語（12言語：中国語（簡体字・繁体字）、英語、フランス語、ドイツ語、インドネシア語、イタリア語、韓国語、ポルトガル
語、スペイン語、タイ語、ベトナム語）に翻訳した「ひょうごＥネット」を活用し、県民に災害情報、避難情報等の緊急情報及び緊急気象情報を発信。

フェニックス防災システム

・市役所・町役場、消防本部
・県警本部・警察署
・県庁防災部局、各部総務、土木部局、農林部局
・県民局防災担当・土木事務所・農林事務所等
・陸上・海上自衛隊、第五管区海上保安本部
・消防庁、神戸地方気象台、日赤兵庫県支部
・NTT西日本、関西電力、大阪ガス

体制設置状況
避難勧告等発令
避難所開設
災害報告 等

体制設置状況
水防指令・水防警報
県河川水位情報
県震度計情報 等

兵庫県

防災気象情報
気象注警報
地震津波情報 等

プッシュ通知により防災関係機関と情報共有

テレビ、ラジオ、インターネット、
携帯電話、スマートフォン等

様々な媒体により住民へ伝達

・ひょうご防災ネット
・ひょうごＥネット
・Ｌアラート
（災害情報共有システム）

システム連携

豊岡市

神戸地方気象台
ウェザーニューズ

避難勧告等発令情報
避難所開設情報
河川水位情報 等
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具体的取組 NO.4-③ 情報伝達方法に関する啓発活動の継続実施（１） 神戸地方気象台

目標時期 継続的に実施 取組機関 市、県、気、国

内容（施策） 避難の準備・行動を促す情報提供方法の検証と改良を行う。

取組概要

12



具体的取組 NO.4-③ 情報伝達方法に関する啓発活動の継続実施（２） 神戸地方気象台

目標時期 継続的に実施 取組機関 市、県、気、国

内容（施策） 避難の準備・行動を促す情報提供方法の検証と改良を行う。

取組概要

13



具体的取組 NO.4-③ 情報伝達方法に関する啓発活動の継続実施（３） 神戸地方気象台

目標時期 継続的に実施 取組機関 市、県、気、国

内容（施策） 避難の準備・行動を促す情報提供方法の検証と改良を行う。

取組概要

14



具体的取組 NO.4-③ 情報伝達方法に関する啓発活動の継続実施（４） 神戸地方気象台

目標時期 継続的に実施 取組機関 市、県、気、国

内容（施策） 避難の準備・行動を促す情報提供方法の検証と改良を行う。

取組概要

15



具体的取組 NO.4-③ 情報伝達方法に関する啓発活動の継続実施（５） 神戸地方気象台

目標時期 継続的に実施 取組機関 市、県、気、国

内容（施策） 避難の準備・行動を促す情報提供方法の検証と改良を行う。

取組概要
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具体的取組 NO.4-③ 情報伝達方法に関する啓発活動の継続実施（６） 神戸地方気象台

目標時期 継続的に実施 取組機関 市、県、気、国

内容（施策） 避難の準備・行動を促す情報提供方法の検証と改良を行う。

取組概要

17



具体的取組 NO.4-③ 情報伝達方法に関する啓発活動の継続実施 豊岡河川国道事務所

目標時期 継続的に実施 取組機関 市、県、気、国

内容（施策） 避難の準備・行動を促す情報提供方法の検証と改良を行う。

○YouTubeライブ配信、危機管理型水位計・監視カメラの情報を広く周知するため、チラシを作成
国・県・市の庁舎で配布、市内全ての小中学生に配布、多数の流域住民に認知していただくためにあらゆる場面でＰＲを実施

取組概要

取組内容および結果

18

府市場地点ＣＣＴＶ映像

立野地点簡易型河川監視用カメラ画像
河川情報周知チラシ



○現行のアナログ防災行政無線に代わるデジタル防災行政無線の整備をすすめ、2020年10月には全世帯にデジタル戸別受信機を配備。

取組概要

取組内容および結果

具体的取組 NO.4-④ 防災行政無線の戸別受信機の全戸設置

内容（施策） 避難の準備・行動を促す情報提供方法の検証と改良を行う。

目標時期 H32完了目標 取組機関 市、住民

豊岡市

2020年11月30日
現在の設置93.3％

引き続き交換は受付

2020年11月にはデジタル波
単独での放送開始

(10月まではアナログ波と並行運用)
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具体的取組
NO.4-⑤ 洪水の進行、激甚化を予測する判断基準や

リードタイムを検討するとともに計画規模以上の洪水
の具体的な災害対応策を検証

豊岡河川国道事務所

目標時期 継続的に実施 取組機関 市、県、気、国

内容（施策） 避難の準備・行動を促す情報提供方法の検証と改良を行う。

取組概要

取組内容および結果

円山川5.50ｋ付近（左岸）来日地区

監視用カメラからの画像簡易型河川監視用カメラ

○監視カメラによる冠水状況等の把握により、避難勧告の目安として利用可能。令和2年4月以降、兵庫県・豊岡市・住民に対し周知するこ
とで、洪水時のリードタイムを考慮した実行可能で具体的な防災行動や活動内容の計画立案が可能となる。

20

【検証】令和２年は、大きな出水が無く、効果の検証は不可能であった



○洪水氾濫１～２日前からの広域避難の有効性の検証

取組概要

取組内容および結果

具体的取組 NO.5 洪水氾濫1～2日前からの広域避難の有効性の検証

内容（施策） 広域避難に関する調整・検証を行う。

目標時期 H32完了目標 取組機関 市、県、国

豊岡市

広域避難の必要性の検討
豊岡市内のみで避難が完結できないのか。

広域避難の課題検討
①災害発生の蓋然性が低い、早い段階で避難を開始する必要がある（空振り多発）
②避難行動中に状況も変化すること等により、居住者等の避難行動が計画通りとならない
③各域外避難者の避難先確保（他自治体との調整）
④交通手段・経路（避難時の混雑を助長）
⑤域内避難と域外避難のバランス（浸水リスクや避難特性、避難対象者の属性等の検討）
⑥これまでの災害でも避難しないのに広域避難に応じるか
⑦対象災害と対象地域の設定はどうするのか 等

広域避難の課題と有効性を勘案し、広域避難のあり方に
ついて、国・県関係機関との検討が必要 21



○浸水状況の判定に関する精度検証を行い、大規模氾濫の際の広域避難に対する有効性を検証する。
令和2年4月に豊岡市に提供、8月に鉄道事業者に提供した。

取組概要

具体的取組 NO.5 洪水氾濫1～2日前からの広域避難の有効性の検証

内容（施策） 広域避難に関する調整・検証を行う。

目標時期 H32完了目標 取組機関 市、県、国

豊岡河川国道事務所

この区間の避難判
断水位を超過

全体

拡大

水害リスクライン情報の追加

「洪水予測基幹システム」より出力される水位予測を、水位計の観測データで補
正することにより、直轄全区間の左右岸に対して、現時刻から６時間先までの水
害リスクラインを表示。

小島

気比

円山川
公苑

城崎ボートセンター

危機管理型水位計データおよび水害リスクラ
イン情報を用いて、簡易的な浸水状況を判定
し、概要図に情報を追加する。

22

浸水状況の精度検証

取組内容および結果

【検証】令和２年は、大きな出水が無く、効果の検証は不可能であった



○行政区別防災マップを活用し、市民一斉避難訓練までの間に避難行動要援護者の個別支援計画作成や避難路選定等を行い、引
き続き「マイ防災マップ」の作成を要請する。

取組概要

具体的取組

NO.7 地域の住民すべてが安全に避難できるよう、自治会、
自主防災組織等が中心となり、地域ぐるみで避難路や
危険箇所の確認、避難訓練、災害時要援護者の支援などに取り組む
”みんなで逃げよう”減災防災運動を推進

内容（施策）
住民一人ひとりが「自らの生命は自ら守る」ということを基本に、平時から地域、家庭、職場等で防災への積極的な取
組を行うよう促すなど、自主防災思想の普及、徹底を図る。

目標時期 H28から継続 取組機関 市、県、国、住民

豊岡市

取組内容および結果

市民総参加訓練までに
①各区の独自訓練実施時等の機会を
捉え、マイ防災マップの作成を要請
②上記に合わせ、避難行動要援護者

個別支援計画作成・避難路選定等を
要請

☛訓練の目的と目的達成までを意識した
取組みについて啓発する。

2020年８月30日（日）
風水害を想定した市民総参加訓練実施
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具体的取組

NO.7 地域の住民すべてが安全に避難できるよう、自治会、
自主防災組織等が中心となり、地域ぐるみで避難路や
危険箇所の確認、避難訓練、災害時要援護者の支援などに取り組む
”みんなで逃げよう”減災防災運動を推進

兵庫県

目標時期 H28から継続 取組機関 市、県、国、住民

内容（施策）
住民一人ひとりが「自らの生命は自ら守る」ということを基本に、平時から地域、家庭、職場等で防災への積極的な
取組を行うよう促すなど、自主防災思想の普及、徹底を図る。

○防災サバイバル講座、防災グッズ・パネル展を開催：平成16年台風23号水害の被災状況等のパネルを展示し、記憶の風化を防ぐととも
に、備えて欲しい防災グッズを展示する。また、「自分の命は自分で守る」自助の取り組みを促すため、災害から「命を守る」ために必要な
ノウハウを学ぶ講座を開催。 → サバイバル講座を中止し、グッズ・パネル展示のみ実施。

○ひょうご防災リーダーフォローアップ研修（但馬会場）：ひょうご防災リーダー講座修了者対象
地域防災の担い手育成のための「ひょうご防災リーダー講座」の修了者を対象に、最近の災害から得られた教訓や新たな知見・技術等を
定期的に習得してもらうため、「フォローアップ研修」を実施。 → 但馬会場は中止（三木総合防災公園でのみ実施）。

取組概要

取組内容および結果

ひょうご防災リーダー
フォローアップ研修（但馬会場） ※中止

① 開催日程 豊 岡：令和2年8月21日(金)～23日(日)
和田山：令和2年8月28日(金)～30日(日)

② 開催場所 豊 岡：:アイティ
和田山：イオン和田山店

③ 展示内容
＜グッズ＞
災害から命を守るために備えて欲しい防災グッズ
（例）段ボールベッド、非常用簡易トイレ、携帯ラジオ、

ソーラーパネル、折りたたみ式バケツ 等
＜パネル＞
平成16年台風23号水害の被害状況パネル

① 開催日程：1日間
② 開催場所：兵庫県豊岡総合庁舎 401会議室 予定
③ 対象者：ひょうご防災リーダー50名程度
④ 内容

・最近の災害から得られた教訓や新たな知見・技術等を定期的
に習得する研修を実施。

・但馬防災サバイバル講座 ※中止
・防災グッズ・パネル展
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〇平成28年11月に更新した防災マップの更新を検討する。

取組概要

具体的取組 NO.8-① 浸水想定区域図の情報に基づいた防災マップの更新と周知

内容（施策） 新たにハザードマップを作成し、避難経路等の選定の促進を図る。

目標時期 H32完了目標 取組機関 市、県

豊岡市

取組内容および結果

2016年11月 10年ぶりに防災マップを更新。（Ｌ1に対応したもの）

その後の動き
①令和2年度 土砂災害特別警戒区域の指定完了予定
②防災・減災、国土強靱化のための3カ年緊急対策において想定最大規模の

洪水ハザードマップの作成をR2までに概ね完了させること
③2020年度、県管理河川の浸水想定公表
④2020年度、豊岡市内の土砂災害特別警戒区域の調査完了

今後の対応
①土砂災害特別警戒区域とＬ2規模の水害を反映したハザードマップの作成

作成完了予定 令和３年度
②更新したハザードマップを用いた出前講座の実施
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取組概要

具体的取組
NO.9 避難行動に関する要援護者個別支援計画の策定、

及び訓練の実施

内容（施策） 個別支援計画の策定や防災訓練の中で要援護者を対象とした訓練を盛り込む。

目標時期 H28から継続 取組機関 市、県、住民

豊岡市

取組内容および結果

〇避難行動要援護者に対する個別支援計画作成までのフロー図を区長等に配布（市HPへも掲載）し、引き続き作成を促す。
〇市民総参加訓練（市民一斉避難訓練）実施に向けた取り組みの柱の一つとして明示し、啓発する。

※災害時要援護者の支援者のボランティア保険料を豊岡市が負担する取り組みを平成29年度に創設。
〇ケアプラン等の作成時に災害時に必要な情報も盛り込んだ内容となるよう、事業者等へ要請する。

・令和２年度の市民総参加訓練は、風水害想定とし、８月３０日（日）の午前中に実施。
参加率87.5％（314区/359区）、参加者32,102人。

・区に対し、引き続き、避難行動要援護者個別支援計画に基づく避難誘導を要請する。

区・自主防災組織と福祉専門職の
マッチング

区・自主防災組織が災害時要援護者
の個別支援計画作成にあたり、どん
な配慮が必要なのか福祉専門職にア
ドバイスが必要となった際に、市が
福祉専門職とコンタクトを取り、福
祉専門職から配慮事項などの助言が
得られることで、より実効性の高い
個別支援計画が作成できるような仕
組みづくりを構築する。

避難行動要援護者対策
　市は、避難行動要援護者に対して、「いつ」、「誰が」、誰を」、「どこに」

避難させるかを定めた個別支援計画の策定を市内各区にお願いしています。

　また、個別支援計画の加入促進のため、希望される支援者に対して市がボランテｲア

保険に加入しています。平成30年度末の策定率は、51％(98区／192区)です。

いつ 誰が(支援者) 誰を(避難行動要支援者) どこへ(避難先)

Aさん
・住所
・☎

(例)　指定緊急避難場所

Bさん
・住所
・☎

(例)　Aさんの自宅

Cさん
・住所
・☎

(例)　Dさん宅の２階

いつ 誰が(支援者) 誰を(避難行動要支援者) どこへ(避難先)

1

2

Dさん（☎　　　　　　）

(記入例)
自主避難所の開校、
避難保険、高齢者等避難開始の発令
など
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2021年６月の策定率は48.3％（85区/176区）



具体的取組
NO.10 学校園におけるメモリアル防災授業や

防災出前講座の実施
豊岡市

目標時期 継続的に実施 取組機関 市、県、国

内容（施策）
幼稚園、小学校、中学校における水災害教育として、洪水被害の歴史や身を守るための手段、地域や行政の対応
策について学ぶ。

取組概要

取組内容および結果

○台風23号メモリアル防災授業を市内全ての公立幼稚園・小中学校で実施する。
小学校における防災授業では、国土交通省作成（市編集協力、写真資料集提供）の学年別教材を活用しての実施について引き続き啓
発する。また中学生向け防災授業用教材の作成を検討する。
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• 令和元年度までは、小学校の学齢（低・中・高学年）のレベルに応じたテーマを設定し、水害の防災教育教材を作成。
• 今年度（令和２年度）では、中学校を対象とした水害の防災教育教材を作成した。
• 上記に加え、コロナ禍での避難を考えることをテーマにした教材を、小・中学校版で作成した。
• 市内小中学校に対し、台風23号メモリアル授業（10月実施）に合わせて提供した。

学習のテーマ ねらい

テーマ①
“学ぶ力”を身に付ける

避難できない人間の心理を理解する

テーマ②
“考える力”を身に付ける

水害時の具体的な避難行動を考える

テーマ③
“貢献する力”を身に付ける

水害犠牲者を出さないために、中学
生の自分たちにできることを考える

【中学校版】学習のテーマ

“コロナ禍避難”の学習のテーマ
学習のテーマ ねらい

“分散避難”の考え方を知る
新型コロナウイルスが蔓延するなかで
の避難を考える



具体的取組
NO.10 学校園におけるメモリアル防災授業や

防災出前講座の実施
豊岡河川国道事務所

目標時期 継続的に実施 取組機関 市、県、国

内容（施策）
幼稚園、小学校、中学校における水災害教育として、洪水被害の歴史や身を守るための手段、地域や行政の対応
策について学ぶ。

○次世代を担う世代に対し、防災授業を行い、水災害教育を行う。今年度も教育の場を増やしていく。

取組概要

取組内容および結果

昨年度は、トライやる・ウィークを実施、兵庫県教育委員会独自
の取組で、中学２年生が職場体験や活動などを通して地域につ
いて学び、生きる力を育む活動。その中で、防災について興味
を持ってもらう活動を継続して行う。
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トライやるウィークを、令
和２年９月に継続して行う

予定だったが、新型コロナ
ウィルスの影響で中止とす
る。 【いただいた主な意見】

・教材として使いやすく、中学３年間活用できる資料だった。
・映像と併せて活用することで生徒が理解しやすかった。
・コロナ禍における分散避難の重要性を伝えることができた。

令和2年度では、中学校を対象とした水害の防災教育教材を作成。
小中学校で防災授業に活用、いただいた意見を元に資料改良実施。
他市へも資料提供。



具体的取組
NO.13 啓発活動や広報資料に、計画規模以上の
洪水氾濫時の被害想定やその対応策の内容を反映

豊岡河川国道事務所

目標時期 継続的に実施 取組機関 市、県、国

内容（施策）
啓発活動や広報資料に、計画規模以上の洪水に関する内容を盛り込むとともに、減災活動の取り組みに幅広い年
齢層の参加を促す。

○計画規模以上の洪水に関する内容を啓発活動や広報資料に盛り込むとともに、減災活動に取組む。

取組概要

取組内容および結果

円山川・出石川洪水浸水
想定区域図

（想定最大規模）
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周知チラシに計画
規模以上の洪水
のデータを掲載



具体的取組
NO.13 啓発活動や広報資料に、計画規模以上の
洪水氾濫時の被害想定やその対応策の内容を反映

豊岡河川国道事務所

目標時期 継続的に実施 取組機関 市、県、国

内容（施策）
啓発活動や広報資料に、計画規模以上の洪水に関する内容を盛り込むとともに、減災活動の取り組みに幅広い年
齢層の参加を促す。

○計画規模以上の洪水に関する内容を啓発活動や広報資料に盛り込むとともに、減災活動に取組む。

取組概要

取組内容および結果
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H16水害の状況を
メモリアル防災学習会で配布



具体的取組 NO.14-① 若年層の世代に特化した啓発活動の場の企画 豊岡河川国道事務所

目標時期 継続的に実施 取組機関 市、県、国

内容（施策）
啓発活動や広報資料に、計画規模以上の洪水に関する内容を盛り込むとともに、減災活動の取り組みに幅広い年
齢層の参加を促す。

○円山川流域の住民を対象に自治会通じて周知。若者始め、流域外住民に対しても視聴可能とするYouTubeライブ同時配信（500ｱｶｳﾝﾄ）。
コロナ禍の配慮のため、本会場に加えサテライト会場を5箇所設ける等、防災意識の向上を目的とした防災学習会を実施。

取組概要

取組内容

• 共催者（豊岡市、兵庫県但馬県民局、豊岡河川国道事務所）の意向

をふまえつつ、防災学習会のテーマ、講師等を検討し、円山川流域に

おける地域防災力向上に資する防災学習会を開催する。

【第一部】如何に災いに向かい合うか
～ コロナ禍と自然災害から考える命の守り方～

片田敏孝特任教授（東京大学
大学院）による講演

片田敏孝特任教授・中貝市長・
ｺｰﾃﾞﾈｰﾀｰによる対談

【第二部】これからの災いにどう立ち向かうか

防災学習会の企画(テーマ)・講師検討
チラシの作成・配布
運営計画・進行台本の作成
資料、参加者アンケートの作成

記録、アンケートとりまとめ

事前

当日

事後

防災学習会の開催（10月7日）、YouTube同時配信
‒ 撮影・記録
‒ 参加者アンケートの実施

チラシの作成 ロビー展示 YouTube配信状況 YouTubeによる同時配信
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ｱﾅｳﾝｻｰによるｺｰﾃﾞｨﾈｰﾄ



具体的取組
NO.14-② 水害の恐れのある地域に居住することの危険性を

認識できるよう、水害リスクをわかりやすく開示
豊岡市

目標時期 継続的に実施 取組機関 市、県、国

内容（施策）
啓発活動や広報資料に、計画規模以上の洪水に関する内容を盛り込むとともに、減災活動の取組に幅広い年齢層
の参加を促す。

取組概要

取組内容および結果

○「河川沿いの住民」については堤防の決壊に伴う家屋倒壊や上流からの流木による家屋への被害が予想されることから必ず河川から離
れ、あらかじめ決めた避難場所への避難を求める。また、避難のタイミングを失した場合は自宅の最上階への緊急避難することも事前に
周知しておく。
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具体的取組
NO.14-② 水害の恐れのある地域に居住することの危険性を

認識できるよう、水害リスクをわかりやすく開示
兵庫県

目標時期 継続的に実施 取組機関 市、県、国

内容（施策）
啓発活動や広報資料に、計画規模以上の洪水に関する内容を盛り込むとともに、減災活動の取組に幅広い年齢層
の参加を促す。

○迅速・的確な災害危険情報の発信（県下全域）

取組概要

取組内容および結果

○県民への情報発信（県下全域）
①河川水位・雨量情報の発信

インターネットにより、県下の河川水位198箇所、雨量303箇所のリアルタイム情報を発信している他、テ
レビのデータ放送でも水位・雨量情報を発信している。現地には夜間でも視認しやすい「わかりやすい
水位標」を70河川98箇所に設置している。

②河川監視カメラの配信
河川の増水状況を県民が視覚的に確認できるよう、134箇所のリアルタイム画像を県HP等で配信して
いる。

③避難に必要な情報等を記載したCGハザードマップの発信
インターネットにより、全河川の浸水想定区域図を公表するとともに、GPSで現在地周辺を表示可能な
スマートフォン専用サイトも開設している。

○市町等への情報の発信（県下全域）
①河川氾濫予測情報の発信

市町の避難勧告等の発令の早期判断に向け、改良（３時間後予測から６時間後予測に拡大、氾濫も反
映等）を行い、河川水位等を予測・配信している。（令和２年10月改良済）
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具体的取組
NO.14-③ 教育機関、ラジオ等のメディア、地域コミュニティを活用した

広報の充実
豊岡市

目標時期 継続的に実施 取組機関 市、県、国

内容（施策）
啓発活動や広報資料に、計画規模以上の洪水に関する内容を盛り込むとともに、減災活動の取組に幅広い年齢層
の参加を促す。

○地域コミュニティを対象とした出前講座を積極的に行う。
○区（自主防災組織）と地域コミュニティのそれぞれの特性に応じた防災の取組について例示するとともに、地域コミュニティ組織の防災

部会で取組みの検討をお願いしたいこととして「指定避難所の自主運営への協力」を掲げ、啓発を進める。

取組概要

取組内容および結果

★行政区と地域コミュニティの役割についての理解を深めることはもとより、平時の地域防災力の底上げに加え、
災害時における地域コミュニティの具体的な取り組みについて議論を深めていく。

令和２年度は６地区での開催。
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具体的取組 NO.14-④ 「地区防災計画」や「災害・避難カード」の作成促進 豊岡市

目標時期 H28から継続 取組機関 市、県、国、住民

内容（施策）
啓発活動や広報資料に、計画規模以上の洪水に関する内容を盛り込むとともに、減災活動の取組に幅広い年齢層
の参加を促す。

取組概要

取組内容および結果

○「行政区別防災マップ」の更新（H28年度）に伴い、マイ防災マップを作成するための手引きや白図を作成。
○マップの見方や活用方法を説明した「活用の手引き」により、避難のタイミングや安全確保行動の方法を示すとともに、万が一、避難が困

難となった場合についても安全確保の方法について啓発。
〇避難行動を起こすタイミングを事前に考えておく「マイ避難カード」の普及推進を図る。

避難するタイミングを逸しないよう、避難先と避難タイミングをあらかじめ決めておく。
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具体的取組 NO.14-⑤ 兵庫県住宅再建共済（フェニックス共済）の加入促進 兵庫県

目標時期 継続的に実施 取組機関 市、県、住民

内容（施策）
啓発活動や広報資料に、計画規模以上の洪水に関する内容を盛り込むとともに、減災活動の取組に幅広い年齢層
の参加を促す。

○フェニックス共済加入促進員を配置し、促進員により自治会長宅等を個別訪問し、啓発及び自治会員の加入を呼びかけ。
○防災意識が高まる９月を加入強化月間と位置づけ、普及啓発活動を集中実施するとともに、企業訪問等による社員の加入を呼びかけ。
○土砂災害特別警戒区域指定に係る地域別説明会での出前受付を実施。

取組概要

取組内容および結果

フェニックス共済加入状況
2021年3月末時点 （ ）前年比

区分
住宅再建共済

加入率
うち一部損壊特約

加入率
家財再建共済

加入率

豊岡市
15.7%

（-0.1）
46.5%

（+0.7）
5.5%

（+0.1）

但馬全体
15.0%

（-0.2）
44.1%

（+0.7）
4.9%

（+0.1）

県全体
9.6%

（±0）
56.2%

（+0.6）
2.8%

（+0.0）

○フェニックス共済加入強化月間の取り組み
■ 強化月間：令和２年９月
■ 取組内容

①加入申込書付きパンフレット全戸配布
②加入促進員による個別訪問
③路線バスへの車外広告の掲載
④各種媒体による広報
⑤イベント会場でのブース出展
⑥出前受付の実施
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具体的取組
NO.15 必要な資機材の配備や

防災ステーションの機能検証

内容（施策） 災害時の円滑かつ迅速な対応を行うため資機材やその数量の見直しを行う。

目標時期 H29から継続 取組機関 市、県、国

○必要な資機材の整備

取組概要

取組内容および結果

兵庫県

・年に２回（出水期前と年度末）、水防倉庫の資機材の点検及び補充、入れ替えを行っている

水防倉庫

令和2年4月時点の豊岡土木事務所の
水防倉庫の資機材一覧表

水防倉庫位置図

種 別 数量 種 別 数量

大型土嚢 １００ 枚 おの ８ 丁

土嚢 １８００ 枚 かま ２０ 丁

ビニールシート ３０ 枚 なた １０ 丁

ロープ ４４６ｍ じょれん １０ 丁

杭 ９１２ 本 つるはし ２０ 丁

針金 ２３ ㎏ くわ １９ 丁

くぎ １１ ㎏ ペンチ １０ 丁

かすがい ５０ 本 ハンマー １５ 丁

スコップ ４９ 丁 救命胴衣 １０ 着

かけや １８ 丁 救命うきわ ８ ケ

たこづち ６ 丁 一輪車 ９ 台

のこぎり １５ 丁 土のう製作器 ３ 基
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具体的取組
NO.15 必要な資機材の配備や

防災ステーションの機能検証

内容（施策） 災害時の円滑かつ迅速な対応を行うため資機材やその数量の見直しを行う。

目標時期 H29から継続 取組機関 市、県、国

○水防ステーション・緊急備蓄庫に備蓄されている水防資機材や根固めブロック等の数量を出水期前に確認した。

取組概要

取組内容および結果

豊岡河川国道事務所

令和２．４現在

六方河川防災ステーション
（立野拠点）

西芝防災ステーション 出石川防災センター

4t型(シェークブロック) 35個 ]

2ｔ型(ﾍﾟﾝﾀｺﾝ) 0個 186個

2ｔ型(ｺｰｹﾝﾌﾞﾛｯｸ) 0個 40個

2ｔ型(ｱｸﾓﾝ) 0個 -

2ｔ型(ﾃﾄﾗ) 217個 150個 91個

護床ﾌﾞﾛｯｸ 2ｔ型 103個 501個

根固めブロック備蓄一覧表

根固めﾌﾞﾛｯｸ

西芝防災ステーション 令和２年４月

名 称 規 格 数 量 単 位 備 考

大型連節ブロック 539 個

小型連節ブロック 5,409 個

根固めブロック 2t型 150 個

護床ブロック 2t用 103 個

袋詰玉石（袋材） 2t対応 150 袋

広幅鋼矢板ⅡW型 L=7-8m 3 枚

水防資器材備蓄状況表
令和２．４現在

番号 備蓄状況

備蓄土－Ｍ１ 備蓄盛土 1,000 (m3)

備蓄土 4,560 (m3)

大型土嚢 330 (袋)

耐候（小） 1,000 (袋)

耐候性大型土嚢 1,296 (袋)

備蓄土－Ｍ３ 備蓄盛土 8,000 (m3)

備蓄土－Ｍ４ 備蓄盛土 4,900 (m3)

備蓄土－Ｍ５ 土のう(小) 400 (袋)

備蓄土－Ｍ６ 備蓄盛土 30,000 (m3)

備蓄盛土 4,900 (m3)

備蓄土 250 (m3)

備蓄土砂一覧表

　  円山川　右岸　１３．３ｋｐ（豊岡市立野）防災St.

距離程（地先名）補足説明土量（単位）

円山川　右岸　　７．７ｋｐ（豊岡市赤石）

備蓄土－Ｍ２

備蓄土－Ｍ７

円山川　右岸　１８．２ｋｐ（豊岡市土渕）桜づつみ

円山川　左岸　１９．５～２１．０ｋｐ
　　　（豊岡市日高町野々庄～府市場）桜づつみ

円山川　右岸　１９．８ｋｐ（豊岡市引野）

円山川　左岸　１８．８ｋｐ（豊岡市西芝）防災St.

円山川　右岸　１８．６ｋｐ（豊岡市引野）

令和２年４月
保管場所別

品名
土のう 小型 枚 23,800 11,400 7,100 27,800 8,900 1梱包100枚としてカウント(600*500)、劣化注意

大型 枚 25 75 1袋=1.0m3
大型耐候性 枚 20

縄 巻 31 0 5 20 28 1巻50m（八代）、1巻200m（袴狭）

杭 φ120,L=2.0m 本 50 105 松杭
φ100,L=2.0m 本 36 44 31
φ100,L=1.8m 本 40

φ100,L=1.5m 本 30
φ100,L=1.2m 本 200

□100,L=2.0m 本 45
□100,L=1.2m 本 2 0
□45,L=2.0m 本 0

番線 kg 10 25 25 50 50 劣化注意
オイルフェンス m 83 240 20m*(12+3本)、13.5m*1本、9.5m*1本

オイルキャッチャー 枚 400 300 100 1箱100枚

オイルブロッター 万国旗型 m 0 52 52 210 312 156 104 104 104 52 1箱52m
オイルブロッター 吹き流し状 m 40 20 20 10 0 60 40 40 40 20 1箱20m

シート 枚 10 5 9 1枚3.4m*5.4

むしろ 枚 65 20 25
かけや 丁 4 5 14 3

バリケード(鉄製) 基
トラロープ 巻 1 2 2 1巻200m

サーチライト

スコップ 丁 55 10 10 17 50
ビニール縄 巻 8 6 8 8 5 1巻200m

かっぱ

懐中電灯 個 0 0 1 1
ツルハシ 本 4 5 5 10

じょれん 丁 11
鍬 丁 4 5
トビ 本 9

ホーク 丁 4
カマ 大 丁 2 2 2 4

小 丁 9 2 7 8

水防マット 枚 8 6 8 5
脚立 個 1 1 1 2

シノ 本 2 3 3 3
木たこ 個 8 1 3 6 8

クリッパー 個 2 3 3

水のう 枚 200 600*300
鉄杭 本

一輪車 台 2 5

エンジンオイル 缶 エンジンオイル4ℓ缶

ガソリン 缶

災害救助用毛布 枚

大ハンマー 本

六方排水機場 八条排水機場 豊岡河川国道事務所

水　防　資　器　材　備　蓄　状　況　表

単位 元町緊急備蓄庫 宮井緊急備蓄庫 下鶴井緊急備蓄庫 八代緊急備蓄庫 備考袴狭緊急備蓄庫 豊岡出張所 豊岡排水機場
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具体的取組
NO.16 迅速な災害対応の実施に向けた

PDCAサイクルに基づく訓練と継続的な実施

目標時期 H29から継続 取組機関 市、県、国

内容（施策） 実働水防訓練の継続的な実施とその内容の見直しを行う。

取組概要

取組内容および結果

豊岡市

○出水期を踏まえ、豊岡消防団と自主防災組織、国・県・市の行政職員、地元高校生が一体となって水防訓練を実施する。
土のう作成や土のう積み訓練等を通じて、水災害の最前線で行われる消防団による水防活動の一端に触れることにより、水防技術と水
防災意識・知識の向上が図られたとともに、積み土のうを実施するうえでの連携しての対応について確認する。

日時 2020年6月実施予定
場所 六方河川防災ステーション
参加 豊岡消防団、自主防災組織、豊岡総合高校生徒、

国交省・兵庫県・豊岡市各職員 250人程度

「台風23号メモリアル水防訓練」の開催

訓練の効果
毎年、参加者が入れ替わることで、多くの市民が水防活動の知識を身に着けることができている。
訓練により消防団と市民が連携することで、有事の際の連携もとりやすくなっている。

新型コロナウイルス感染拡大防止のため、
2020年度のメモリアル水防訓練は中止した。
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具体的取組
NO.16 迅速な災害対応の実施に向けた

PDCAサイクルに基づく訓練と継続的な実施

目標時期 H29から継続 取組機関 市、県、国

内容（施策） 実働水防訓練の継続的な実施とその内容の見直しを行う。

○

取組概要

取組内容および結果

兵庫県

該当なし
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具体的取組
NO.16 迅速な災害対応の実施に向けた

PDCAサイクルに基づく訓練と継続的な実施

目標時期 H29から継続 取組機関 市、県、国

内容（施策） 実働水防訓練の継続的な実施とその内容の見直しを行う。

○台風２３号メモリアル水防訓練の実施

取組概要

取組内容および結果

豊岡河川国道事務所

台風２３号メモリアル水防訓練を、令和２年６月に
継続して行う予定だったが、新型コロナウィルスの
影響で中止とする。
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具体的取組
NO.17 地域コミュニティでの防災や減災活動に関する

支援や活動内容の情報共有

目標時期 継続的に実施 取組機関 市、県、国

内容（施策） 地域コミュニティの活動を支援する。

豊岡市

○地域防災力向上のために、防災に関する「ワークショップ」を地域コミュニティを単位として実施する。

取組概要

取組内容および結果
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自主防災組織の防災・減災活動の手引き

具体的取組
NO.17 地域コミュニティでの防災や減災活動に関する

支援や活動内容の情報共有

目標時期 継続的に実施 取組機関 市、県、国

内容（施策） 地域コミュニティの活動を支援する。

○「ひょうご防災減災推進条例」に基づく「ひょうご安全の日推進事業（助成事業）」により、地域団体などが行う実践的な防災訓練、防災学
習等を助成。

○防災・減災活動に役立つ、「新ひょうご防災アクション」及び「防災訓練はじめの一歩」の冊子を自治会等に配布。

取組概要

取組内容および結果

兵庫県

ひょうご安全の日推進事業（助成事業）

○助成額 ：上限15万円

１ 実践活動事業
○助成対象：地域団体（自主防災組織、自治会等）、
○対象事業：①防災訓練、防災学習

② 「マイ避難カード」の作成に係るワークショップ、避難訓練等
②避難行動要支援者の個別支援計画の策定
③地区防災計画の策定
④避難所自主運営マニュアルの策定

○助成額 ：上限30万円
２ 自主防災組織強化支援事業
○助成対象：自主防災組織
○対象事業：

① 避難行動要支援者対応を含む避難訓練
② 避難所自主運営マニュアル又はそれと同等の訓練計画による避難

所運営訓練
③ その他特色ある訓練（例：夜間避難訓練等）

○助成額 ：上限30万円
３ 若者支援事業
○助成対象：26歳以下の者が構成員の3/4以上を占める県内のグループ
○対象事業：震災の経験・教訓の継承・活用や防災減災の重要性の遡及に

資すると認められる事業
○助成額 ：上限15万円
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具体的取組
NO.17 地域コミュニティでの防災や減災活動に関する

支援や活動内容の情報共有

目標時期 継続的に実施 取組機関 市、県、国

内容（施策） 地域コミュニティの活動を支援する。

○地域防災力の向上に資するべく、水防災に関わる「ワークショップ」を地域コミュニティ単位で実施する。

取組概要

取組内容

豊岡河川国道事務所

R1

H30

R1

H30
H29

H29

H30

H29

R2

R2

R2

R2

過年度実施済

今年度実施R2

• 平成29年度より地域コミュニティ単位でワークショップを実施

• 令和2年度は４地区（八条、日高、清滝、中竹野）で実施

対象の地区コミュニティの行政区（区長）に対する事前
アンケートの実施
・・・・災害事象や地域防災の懸念事項・課題等の把握
住民WSの内容検討、資料作成
事前説明会の実施

事前

事後

当日
ワークショップの実施
‒ 撮影・記録、参加者アンケートの実施

記録、アンケートとりまとめ
地域防災活動の手引きの作成
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令和2年度は、3密を回避する形態で実施。

【住民からいただいた主な意見】
・危険区域の確認が改めてできた
・要援護者など、共助の避難体制について考えることができた
・他地区の取組について知って、参考になった



具体的取組
NO.18 重要水防箇所の定期的な見直しと

共通認識の促進

目標時期 H28から継続 取組機関 市、県、国

内容（施策） 重要水防箇所の共通認識を促進する。

○Ｒ１年度末時点の見直し箇所を令和２年８月２４日、現地にて共通認識を行った。

取組概要

取組内容および結果

豊岡河川国道事務所

45

府市場地区での堤防点検

簡易型カメラ確認、堤防法尻強化点検

【参加団体】

豊岡市、兵庫県、国土交通省、消防署、
消防団、鉄道事業者
【参加者数】
２６名

円山川重要水防箇所図（案）



具体的取組
NO.21-② 想定最大規模の洪水氾濫時を想定した

防災施設の機能増強に関する施策の立案

目標時期 H32完了目標 取組機関 市、県、国

内容（施策） 洪水氾濫時の庁舎等の機能維持に備える。

○広域停電時における庁舎への非常用電力の供給強化を図った。今年度、水位観測機器・テレメータの二重化等、更なる機能向上を完了。

取組概要

取組内容および結果

豊岡河川国道事務所

○非常用電力の供給可能
範囲の拡大

・発電出力の増強を図り、事務所
内の全ての電気設備への電力
供給が可能となった。

令和元年度実績（豊岡河川国道事務所庁舎）

○発動発電機の燃料容量増大

・地下タンクの容量増大を図ったこ
と等で、３日間から７日間分の事務
所電力が確保された。

○負荷の省電力化
・事務所内の蛍光灯を全て
ＬＥＤに交換し、消費電力
量の低減を図った。

令和２年度

・水位観測機器、データ送信装置 について

二重化を図り、防災施設の機能増強に努めた。

（十二所水位観測所の水位観測機器のみ未対応）
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具体的取組 NO.21-③ 水防対応の手引きの作成・周知

目標時期 H32完了目標 取組機関 市、県、国

内容（施策） 洪水氾濫時の庁舎等の機能維持に備える。

○水防マネジメント計画書（風水害対策編）H26年度版を更新。

取組概要

取組内容および結果

豊岡河川国道事務所

47



具体的取組
NO.22 災害時に迅速に減災、復旧活動が行えるように

水害時避難確保計画・BCP（事業継続計画）の策定を推進

目標時期 継続的に実施 取組機関 市、県、国

内容（施策） 各機関、事業者における水害時BCP（事業継続計画）を作成する。

豊岡市

○要配慮者利用施設である特別養護老人ホーム等で進んでいる避難確保計画作成を踏まえ、避難訓練の実施を促す

取組概要

取組内容および結果

・避難確保計画を作成済みの施設は、計画の検証のため、あらかじめ取り決めた避難先（指定緊急避難場所や上層階への避難）への避難訓練に取
り組むよう要請する。
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水害時に被災し、高齢者施設等の利用者が亡くなる事例が後を絶たない
ため、救助の時間を稼いだり、避難が遅れてもぎりぎりの所で命を保つ手
段として、今回、市と災害時における福祉避難場所提供に関する協定を
締結している高齢者の入所施設に対して、市所有のライフジャケットを提
供。

災害時要配慮者利用施設での策定率
高齢者・障害者施設等 作成率 40％（58/144）
小学校・幼稚園・保育所等 作成率 23％（12/53）（2020年度から作成を推進。）

※小学校と併設している児童クラブや、私立の保育所での作成が進んでいない。



具体的取組
NO.22 災害時に迅速に減災、復旧活動が行えるように

水害時避難確保計画・BCP（事業継続計画）の策定を推進

目標時期 継続的に実施 取組機関 市、県、国

内容（施策） 各機関、事業者における水害時BCP（事業継続計画）を作成する。

○兵庫県地域防災計画（風水害等対策計画）の災害予防計画に県、市町その他の防災関係機関の平時からの防災組織体制について定
める。

取組概要

兵庫県

取組内容および結果

○県職員行動マニュアルの作成

「災害時等職員行動マニュアル作成ガイドライン」に基づき、職員が災害発生時に迅速かつ的確な災害応急対策を実施することができるよう、通常業務
のうち最低限継続すべき業務を記載したうえで職員のとるべき行動を、部局ごとにとりまとめた職員行動マニュアルを作成し、初動緊急対応期の重要優先
業務をまとめた「兵庫県応急対応行動シナリオ」とともに、職場研修や訓練等を通じ、周知徹底を図る。

２４時間監視・即応体制の確立
災害の監視及び災害情報の収集・伝達体制等を確保するため、勤務時間外における職員の当直（日直・宿直）体制
を実施

災害対策要員等への連絡手段の確保 県の幹部職員等は、常時、災害時優先携帯電話等を携行

災害対策本部員の招集手段の確保
災害発生時に交通が途絶したときは、警察活動に支障がない限りにおいて、災害対策本部員のうちあらかじめ指定
された者をパトカー等により搬送

職員の体制

災害発生時における職員の体制につき、以下の事項をあらかじめ取り決めておき、職員に対しては定期的な訓練を
通じ、周知徹底を図る
① 参集基準
② 夜間、休日に災害が発生した場合における電話連絡網、緊急通報システムを使った参集体制
③ 応急活動時に使用する資機材の保管場所、使用方法の周知
④ フェニックス防災システム端末の使用方法の習熟

災害発生時の行動指針・配備体制 勤務時間外／勤務時間内／組織及び配備体制の基準

動員・連絡体制 個別一覧表／幹部職員連絡ルート／課室別連絡ルート／代替要員名簿／総括表

組織体制と分掌事務 組織体制／分掌事務／災害応急対策の流れ（初動期（概ね３時間以内）／初動期以降）／各部局関係機関の連絡先

○県の災害対策要員等の確保体制
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具体的取組
NO.22 災害時に迅速に減災、復旧活動が行えるように

水害時避難確保計画・BCP（事業継続計画）の策定を推進

目標時期 継続的に実施 取組機関 市、県、国

内容（施策） 各機関、事業者における水害時BCP（事業継続計画）を作成する。

取組概要

豊岡河川国道事務所

取組内容および結果

○平成29年改定水防法に基づき、業務継続計画（地震災害対策編）改訂版（令和２年５月）を作成し、BCP地震初動訓練を9月2日に実施。

「水防法等の一部を改正する法律」（平成29年法律第31号）平成29年5月19日公布、6月19日施行
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具体的取組 NO.23 流下能力対策（築堤、掘削等）の実施

目標時期 Ｒ２完了目標 取組機関 国

内容（施策） 洪水を安全に流すためのハード対策を実施する。

○令和2年度以降も、城崎町今津、城崎町上山～森津の区間、鶴岡・日置区間、江原、岩中～浅倉区間において実施予定。

取組概要

豊岡河川国道事務所

取組内容および結果
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築堤V=27,100m3
引野地区

河道掘削V=31,500m3
一日市地区

河道掘削V=3,000m3
宮島地区

凡例 流下能力対策 ・過年度実施済み ・Ｒ２年度実施中 ・R２年度以降計画



具体的取組
NO.24 今後５年間の計画に基づいた

天端の保護及び 裏法尻の補強の実施

目標時期 Ｒ２完了目標 取組機関 国

内容（施策） 堤防天端の保護、堤防裏法尻の補強等の粘り強い構造の堤防の整備を実施する。

○船町～出石町弘原等の区間を予定。

取組概要

豊岡河川国道事務所

取組内容および結果
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L=41.3m
船町地区

L=129.4m
六地蔵地区

L=356.4m
六地蔵地区

L=370.0m
立野地区

L=379.6m
今森地区

L=527.3m
細見地区 L=654.8m

弘原地区

L=279.3m
清冷寺地区

L=32.2m
伊豆地区

L=169.1m
伊豆地区

L=277.4m
福居地区

L=184.7m
福居地区

L=418.8m
嶋地区

L=23.1m
宮内地区

L=229.1m
長砂地区 L=124.5m

水上地区

L=295.6m
馬場地区

L=78.0m
宮内地区

L=131.8m
水上地区

L=98.9m
宮内地区

凡例 裏法尻補強 ・過年度実施済み ・Ｒ２年度実施中



令和３年度の取組み予定
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市 県 気象台 国 JR WILLER 全但バス

1 ・
想定最大規模までの洪水氾濫と土砂災害を想定した訓練、試行運用によるタイムライン試行版の検証（未策

定機関は、策定） ●５４ ●５５ ●５６ ●５７ ●５８

① 洪水予報文の改善 ●５９

② 河川管理者による積極的な助言 ●６０

② 適時適格な避難のため、あらゆる情報提供ツールを活用した情報伝達・啓発活動の継続実施 ●６１ ●６２ ●６３ ●６４

④
複数河川の氾濫を想定した計画規模以上の洪水に対する避難の判断基準やリードタイムを検討するととも

に、地域性や被害特性を勘案した具体的な災害対応策を検証 ●６５ ●６６ ●６７ ●６８

地域の浸水危険度を情報提供し、住民一人ひとりが「自らの生命は自ら守る」ということを基本に、

平時から地域、家庭、職場等で防災への積極的な取り組みを行うよう促すなど、自主防災思想の普

及、徹底を図る。

4
・ 全ての地域住民が避難できるよう地元組織で実施する避難経路や危険箇所の確認、避難訓練、災害時要援護

者の支援などに取り組む減災防災運動を推進 ●６９ ●７０ ●７１

浸水想定区域図を元にハザードマップを作成し、地域毎での避難経路等の選定の促進を図る。 5 ・
浸水想定区域図の情報に基づき早期避難を要する区域・危険箇所等、災害危険度を明示した防災マップの周

知 ●７２

地域毎の個別支援計画の策定や防災訓練の中で要援護者を対象とした訓練を盛り込む。 6 ・ 各地域、箇所における災害危険度に基づく避難行動に関する要援護者個別支援計画の策定及び訓練の実施 ●７３

幼稚園、小学校、中学校における水災害教育として、洪水被害の歴史や身を守るための手段、地域や

行政の対応策について学ぶ。
7 ・ 学校園におけるメモリアル防災授業や防災出前講座の実施による防災教育の継続 ●７４ ●７５ ●７６

8 ・ 啓発活動や広報資料に、計画規模以上の洪水氾濫時の被害想定やその対応策の内容を反映 ●７７ ●７８

① 若年層の世代に特化した啓発活動の場の企画 ●７９ ●８０ ●８１

② 水害の恐れのある地域に居住することの危険性を認識できるよう、水害リスクをわかりやすく開示 ●８２ ●８３ ●８４

③ 教育機関、ラジオ等のメディア、地域コミュニティを活用した広報の充実 ●８５ ●８６

④ 「地区防災計画」や「災害・避難カード」の作成促進 ●８７

⑤ 兵庫県住宅再建共済（フェニックス共済）の加入促進 ●８８ ●８９

水防拠点を整備し、災害時の円滑かつ迅速な対応を行うため資機材やその数量の見直しを行う。 10 ・
災害時の円滑かつ迅速な対応を行うため、必要な資機材の配備や防災ステーションの機能検証及び改善方策

の立案・実施 ●９０ ●９１ ●９２

実働水防訓練の継続的な実施とその内容の見直しを行う。 11 ・ 迅速な災害対応の実施に向けたPDCAサイクルに基づく訓練と継続的な実施 ●９３ ●９４

地域コミュニティの活動を支援する。 12 ・ 地域コミュニティでの防災や減災活動に関する支援や活動内容の情報共有 ●９５ ●９６ ●９７

重要水防箇所の共通認識を促進する。 13 ・ 重要水防箇所の定期的な見直しと、共通認識の促進 ●９８ ●９９

災害ボランティアの円滑な受け入れを促進する。 14 ・ 災害ボランティアの円滑な受け入れを促進するための制度・枠組み等の創設 ●１００

建設業協会との連携・協働体制を強化する。 15 ・ 建設業協会との応急復旧対策に関する事前調整等 ●１０１ ●１０２ ●１０３

①
想定最大規模の洪水氾濫時を想定した防災施設・防災拠点の機能増強及び重要資機材への影響確認、避難施

設等の機能維持に関する施策の立案 ●１０４

② 水防対応の手引きの作成・周知 ●１０５

各機関、事業者における水害時BCP（事業継続計画）を作成する。 17 ・ 災害時に迅速に減災、復旧活動が行えるように水害時避難確保計画・BCP（事業継続計画）の策定を推進 ●１０６ ●１０７ ●１０８ ●１０９

洪水を安全に流すためのハード対策を実施する。 18 ・ 河川整備計画に基づいた河川改修の実施 ●１１０

豊岡市内での計画規模以上の洪水氾濫を想定した排水計画を策定し、内水対策を実施する。 19 ・ 具体的な排水計画の立案

排水施設の耐水化を実施する。 20 ・ 洪水氾濫時の耐水性の確認と耐水化対策の検討

既存施設の有効活用。 21 ・ 浸水被害低減に向けた既存ダムの洪水調節機能の活用及び検証 ●１１１ ●１１２

地域性や被災特性を踏まえた避難の準備・行動を促す情報提供方法の検証と改良を行う。 3

啓発活動や広報資料に、計画規模以上の洪水に関する内容を盛り込むとともに、減災活動の取り組み

に幅広い年齢層の参加を促す。
9

洪水氾濫時の庁舎等の機能維持に備える。 16

内容（施策） No. 具体的取り組み

タイムラインを作成し、タイムラインに基づき想定最大規模までの洪水氾濫を想定した情報伝達体

制、方法について検証を行う。
2

主体となる機関（●）数字は頁

※



具体的取組
NO.1 想定最大規模までの洪水氾濫と土砂災害を想定した訓練、

試行運用によるタイムライン試行版の検証（未策定機関は、策定）

内容（施策）
タイムラインを作成し、タイムラインに基づき想定最大規模までの洪水氾濫を想定した情報伝達体制、方法について
検証を行う。

目標時期 H29から継続 取組機関 市、県、気、国、交

○想定最大規模を想定したタイムラインの見直し
〇災害時における避難情報の伝達に差異が生じないよう、避難情報を発令する一定の条件の検証

取組概要

取組内容および結果

豊岡市
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現行の計画規模の洪水を想定したタイムラインに、想定最大規模の洪水を
考慮した内容に見直す。

避難情報の発令の基準の確認



具体的取組 NO.1 想定最大規模までの洪水氾濫と土砂災害を想定した訓練、
試行運用によるタイムライン試行版の検証（未策定機関は、策定）

内容（施策）
タイムラインを作成し、タイムラインに基づき想定最大規模までの洪水氾濫を想定した情報伝達体制、方法について
検証を行う。

目標時期 H29から継続 取組機関 市、県、気、国、交

取組概要

神戸地方気象台
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適宜実施



具体的取組 NO.1 想定最大規模までの洪水氾濫と土砂災害を想定した訓練、
試行運用によるタイムライン試行版の検証（未策定機関は、策定）

内容（施策）
タイムラインを作成し、タイムラインに基づき想定最大規模までの洪水氾濫を想定した情報伝達体制、方法について
検証を行う。

目標時期 H29から継続 取組機関 市、県、気、国、交

○タイムラインに基づいた洪水氾濫時の情報伝達及び国（河川管理者）から当協議会参画機関も含めた洪水対応演習を令和３年５月１４
日に実施。緊急事態宣言中であることから、試験的に全てリモートでの情報連絡にて対応。

取組概要

取組内容および結果

豊岡河川国道
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＜実施内容＞

・体制発令、洪水予警報文、通
行規制、樋門操作、被災状況報
告等、各班からの報告をリモー
トで実施。
＜成果＞

・事務所内の各班、豊岡市との
情報共有が図れた。

・システムの遠隔操作の有効性
が確認できた。
＜留意点＞

・図面に手書きであれば、直接
報告が早い。

・データの共有が１画面しかでき
ず、情報の輻輳が不可能。豊岡市とのホットラインもリモートで同時配信 リモートでの演習状況



具体的取組
NO.1 想定最大規模までの洪水氾濫と土砂災害を想定した訓練、

試行運用によるタイムライン試行版の検証（未策定機関は、策定）

内容（施策）
タイムラインを作成し、タイムラインに基づき想定最大規模までの洪水氾濫を想定した情報伝達体制、方法について
検証を行う。

目標時期 H29から継続 取組機関 市、県、気、国、交

列車の計画運休を実施する場合は、台風接近時のタイムラインを
準用して、列車の運行に関する情報提供を実施する。

取組概要

取組内容および結果

ＪＲ
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具体的取組
NO.1 想定最大規模までの洪水氾濫と土砂災害を想定した訓練、

試行運用によるタイムライン試行版の検証（未策定機関は、策定）

内容（施策）
タイムラインを作成し、タイムラインに基づき想定最大規模までの洪水氾濫を想定した情報伝達体制、方法について
検証を行う。

目標時期 H29から継続 取組機関 市、県、気、国、交

〇列車運行：豊岡駅１時間毎の折返し列車を基本としている。⇒ 運行を停止させる判断基準の明確化。
〇夜間滞泊している列車は２列車３両である。⇒ 車両避難を開始する判断基準の明確化。

取組概要

取組内容および結果

ＷILLER
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令和２年度 運行停止及び夜間滞泊車両の避難方法・判断基準の検討

令和３年度 運行停止・夜間滞泊車両の避難方法の検証

台風等災害時タイムライン

前々日15：00 前日15：00 24時間前 12時間前 6時間前 通過後

暴風域等計画運休の可能性

を情報提供（概ね48時間前）

暴風域等計画運休の可能

性を情報提供（概ね24時間

前）

JR福知山支社との調整事項

等、詳細の情報提供（24時間

前にこだわらず、決定時

計画運休に伴う減便等情報提供 計画運休等情報提供 暴風雨等落着き確認

輸送対策会議

・輸送対策室設置

・連絡体制の周知

・JR福知山支社へつなぎ

・WILLER内情報共有

・計画運休可否判断

・車両避難可否判断

・JR福知山支社へつなぎ

・WILLER内情報共有

・計画運休開始時間決定

・車両避難開始時間決定

・JR福知山支社へつなぎ

・WILLER内情報共有

・車両避難開始準備

・計画運休実施に伴い減便開始

・無人駅への情報提供

・復旧計画着手

・JR福知山支社へつなぎ

・WILLER内情報共有

・計画運休実施

・車両避難開始

・無人駅への情報提供

・復旧計画要員配置

・JR福知山支社へつなぎ

・WILLER内情報共有

・被災状況確認

・復旧計画

・運転再開時期判断

・JR福知山支社へつなぎ

・WILLER内情報共有

令和３年度



具体的取組 NO.2-① 洪水予報文の改善

内容（施策）
タイムラインを作成し、タイムラインに基づき想定最大規模までの洪水氾濫を想定した情報伝達体制、方法について
検証を行う。

目標時期 H28から適宜 取組機関 気、国

取組概要

神戸地方気象台
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適宜実施



具体的取組 NO.2-② 河川管理者による積極的な助言

内容（施策）
タイムラインを作成し、タイムラインに基づき想定最大規模までの洪水氾濫を想定した情報伝達体制、方法について
検証を行う。

目標時期 H29から継続 取組機関 県、国

○ 台風や津波等の発生時に的確な避難判断や行動ができるよう、市町や県民に対し災害危険情報を提供。

取組概要

取組内容および結果

兵庫県

①ＣＧハザードマップ〔県民・市町に発信〕
洪水・津波等5 種類のハザードマップ、河川水位・監視カメラ画像等のリアルタイム情報を集約し、県ホーム

ページで提供。スマートフォン専用サイトではGPS機能により、現在地周辺のハザードマップを表示。
②箇所別土砂災害危険度〔市町に発信〕

市町が行う避難勧告の判断等を支援する
ため、土砂災害警戒区域ごとに、３時間先までの危険度を表示
（豊岡市では平成25年より運用）
③地域別土砂災害危険度〔県民・市町に発信〕

県と気象台が発表する「土砂災害警戒情
報」の補足として、県民の避難活動を支援
するため、最小１kmメッシュごとに、２時
間先までの危険度を表示
④洪水浸水想定区域図〔県民・市町に発信〕

水防法改正に伴い、想定最大規模降雨の洪水浸水想定区域図等を県管理河川で作成
（令和元年８月に円山川水系、令和２年５月に竹野川水系、須井川水系公表）

⑤河川氾濫予測システム〔市町に発信〕
市町の避難勧告等の発令の早期判断に向け、改良（３時間後予測から６時間後予測に拡大等）を行い、
フェニックス防災システムで河川水位等を予測・配信（令和２年10月改良済）
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具体的取組
NO.3-② 適時適格な避難のため、あらゆる情報提供ツールを活用した

情報伝達・啓発活動の継続実施

内容（施策）
地域性や被災特性を踏まえた避難の準備・行動を促す情報提供方法の検証と改良を行う。

目標時期 H28から継続 取組機関 市、県、気、国

○防災マップの更新を行う
〇「地域の災害リスク」を理解したうえで、「正しい避難行動」を身につけていただくため、区や地域コミュニティ等を対象とした出前講座で継

続した啓発を行う。

取組概要

取組内容および結果

豊岡市
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県管理河川の浸水想定図及び土砂災害特別警戒区域の指定が完了した
ことから、防災マップの更新を行う。

「地域の災害リスク」を理解したうえで、「正しい避難行動」を身につけてい
ただくため、区や地域コミュニティ等を対象とした出前講座で継続した啓発
を行う。

「マイ避難カード」の普及に努める



具体的取組
NO.3-② 適時適格な避難のため、あらゆる情報提供ツールを活用した

情報伝達・啓発活動の継続実施

内容（施策）
地域性や被災特性を踏まえた避難の準備・行動を促す情報提供方法の検証と改良を行う。

目標時期 H28から継続 取組機関 市、県、気、国

○「フェニックス防災システム」及び「ひょうご防災ネット（とよおか防災ネット）」・「ひょうごＥネット」の活用

取組概要

取組内容および結果

兵庫県

地震災害をはじめ、あらゆる災害において、迅速な初動対応を支援する「フェニックス防災システム」を活用し、気象警報・注意報や地震・河川水位等
の観測情報を市町等に通知し、警戒を促すとともに、市町等からの災害・被害報告を受け、防災関係機関と情報共有を図りながら、可視化により被災
状況を把握。
災害時の避難勧告・避難指示（緊急）等の災害関連情報について、全国共通基盤である「Ｌアラート（災害情報共有システム）」や「ひょうご防災ネット」
と連携し、テレビ局等多様なメディアや携帯メールを通じて県民へ迅速かつ効率的に情報を提供。31年5月から「ひょうご防災ネットアプリ」の運用開始。
「ひょうご防災ネット」やそれを外国語（12言語：中国語（簡体字・繁体字）、英語、フランス語、ドイツ語、インドネシア語、イタリア語、韓国語、ポルトガル
語、スペイン語、タイ語、ベトナム語）に翻訳した「ひょうごＥネット」を活用し、県民に災害情報、避難情報等の緊急情報及び緊急気象情報を発信。

・市役所・町役場、消防本部
・県警本部・警察署
・県庁防災部局、各部総務、土木部局、農林部局
・県民局防災担当・土木事務所・農林事務所等
・陸上・海上自衛隊、第五管区海上保安本部
・消防庁、神戸地方気象台、日赤兵庫県支部
・NTT西日本、関西電力、大阪ガス

体制設置状況
避難勧告等発令
避難所開設
災害報告 等

体制設置状況
水防指令・水防警報
県河川水位情報
県震度計情報 等

兵庫県

防災気象情報
気象注警報
地震津波情報 等

プッシュ通知により防災関係機関と情報共有

テレビ、ラジオ、インターネット、
携帯電話、スマートフォン等

様々な媒体により住民へ伝達

・ひょうご防災ネット
・ひょうごＥネット
・Ｌアラート
（災害情報共有システム）

システム連携

豊岡市

神戸地方気象台
ウェザーニューズ

避難勧告等発令情報
避難所開設情報
河川水位情報 等
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具体的取組
NO.3-② 適時適格な避難のため、あらゆる情報提供ツールを

活用した情報伝達・啓発活動の継続実施

内容（施策）
地域性や被災特性を踏まえた避難の準備・行動を促す情報提供方法の検証と改良を行う。

目標時期 H28から継続 取組機関 市、県、気、国

取組概要

神戸地方気象台
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具体的取組 NO.3-② 適時適格な避難のため、あらゆる情報提供ツールを活用した
情報伝達・啓発活動の継続実施

内容（施策）
地域性や被災特性を踏まえた避難の準備・行動を促す情報提供方法の検証と改良を行う。

目標時期 H28から継続 取組機関 市、県、気、国

○河川情報周知のためのチラシの別バージョンを作成・周知し、水位情報、映像情報により避難判断を支援し、その効果を検証する。
全国版「川の防災情報」を令和３年３月２５日にリニューアル。

取組概要

取組内容および結果

豊岡河川国道
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河川情報周知チラシ

＜改良点＞
・自宅や職場などの場所（最大３箇所）や確認が必要な観測所などを登録し、トップ画
面や地図画面などをカスタマイズし、必要な情報を速やかに確認できる。
・地図画面をフルGIS 化し、河川水位、洪水予報の発表状況、レーダ雨量、河川カメラ
画像などのリアルタイム情報や、洪水浸水想定区域図などのリスク情報を１つの地図
画面で表示できる。
・全国で発表されている洪水予報やダム放流の状況など、危険が高まっている河川を一
目で把握できる。

川の防災情報 - 国土交通省 (river.go.jp)○川の防災情報リニューアル



具体的取組 NO.3-④ 複数河川の氾濫を想定した計画規模以上の洪水に対する避難の判断基準や
ﾘｰﾄﾞﾀｲﾑを検討するとともに、地域性や被害特性を勘案した具体的な災害対応策を検証

内容（施策）
地域性や被災特性を踏まえた避難の準備・行動を促す情報提供方法の検証と改良を行う。

目標時期 R2から適宜 取組機関 市、県、気、国、交

○過去の災害対応の教訓から、避難行動等について理解促進を図るため、市長自ら全区長（町内会長）に対し、直接訴える。
〇特に知っておいていただきたい内容について、市のホームページに特設コーナーを設け、引き続き啓発する。

取組概要

取組内容および結果

豊岡市
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出水期前の春季市政懇談会において、市長が区長へ直接語り掛ける。

市HPに各種情報、リンク先を添付することで、多様な情報収集ができるように
する。



具体的取組 NO.3-④ 複数河川の氾濫を想定した計画規模以上の洪水に対する避難の判断基準や
ﾘｰﾄﾞﾀｲﾑを検討するとともに、地域性や被害特性を勘案した具体的な災害対応策を検証

内容（施策）
地域性や被災特性を踏まえた避難の準備・行動を促す情報提供方法の検証と改良を行う。

目標時期 R2から適宜 取組機関 市、県、気、国、交

取組概要

神戸地方気象台
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具体的取組 NO.3-④ 複数河川の氾濫を想定した計画規模以上の洪水に対する避難の判断基準や
ﾘｰﾄﾞﾀｲﾑを検討するとともに、地域性や被害特性を勘案した具体的な災害対応策を検証

内容（施策）
地域性や被災特性を踏まえた避難の準備・行動を促す情報提供方法の検証と改良を行う。

目標時期 R2から適宜 取組機関 市、県、気、国、交

ＪＲ

67

列車の計画運休を実施する場合は、台風接近時のタイムラインを
準用して、列車の運行に関する情報提供を実施する。

取組概要

取組内容および結果



具体的取組 NO.3-④ 複数河川の氾濫を想定した計画規模以上の洪水に対する避難の判断基準や
ﾘｰﾄﾞﾀｲﾑを検討するとともに、地域性や被害特性を勘案した具体的な災害対応策を検証

内容（施策）
地域性や被災特性を踏まえた避難の準備・行動を促す情報提供方法の検証と改良を行う。

目標時期 R2から適宜 取組機関 市、県、気、国、交

〇列車運行：豊岡駅１時間毎の折返し列車を基本としている。⇒ 運行を停止させる判断基準の明確化。
〇夜間滞泊している列車は２列車３両である。⇒ 車両避難を開始する判断基準の明確化。

取組概要

取組内容および結果

ＷILLER

課 題

・豊岡市防災無線の情報活用

・豊岡駅・豊岡運転所及び宮津線豊岡駅から愛宕山トンネル間、浸水想定

最大３ｍ

・円山川橋梁（橋長308ｍ） 風速 ２０m/ｓ以上：10分間抑止

２５ｍ/ｓ以上：30分間抑止

桁下水位 ４．５ｍ徐行

２．９ｍ停止

68

気象庁ホームページ・ウエザーニュース等

豊岡市防災無線⇒河川氾濫予測システム⇒6時間後予測

令和3年度



具体的取組 NO.4 全ての地域住民が避難できるよう地元組織で実施する避難経路や危険箇所の
確認、避難訓練、災害時要援護者の支援などに取り組む減災防災運動を推進

内容（施策）
地域の浸水危険度を情報提供し、住民一人ひとりが「自らの生命は自ら守る」ということを基本に、平時から地域、家
庭、職場等で防災への積極的な取り組みを行うよう促すなど、自主防災思想の普及、徹底を図る。

目標時期 H28から継続 取組機関 市、県、気、国

○出前講座を行い、避難行動要援護者の個別支援計画作成や避難路選定等の進め方を啓発する。
〇引き続き「マイ防災マップ」や「マイ避難カード」の作成を普及を図る。

取組概要

取組内容および結果

豊岡市

69

出前講座では「いつ」「どこへ」を意識した避難行動が行えるよう、情報提供を
行う。



具体的取組 NO.4 全ての地域住民が避難できるよう地元組織で実施する避難経路や危険箇所の
確認、避難訓練、災害時要援護者の支援などに取り組む減災防災運動を推進

内容（施策）
地域の浸水危険度を情報提供し、住民一人ひとりが「自らの生命は自ら守る」ということを基本に、平時から地域、家
庭、職場等で防災への積極的な取り組みを行うよう促すなど、自主防災思想の普及、徹底を図る。

目標時期 H28から継続 取組機関 市、県、気、国

○但馬防災サバイバル講座
「自分の命は自分で守る」自助の取り組みを促すため、災害から命を守るために必要なノウハウを学ぶ講座を開催。併せて、防災グッズ
や平成16年台風23号水害等に関するパネルを展示するほか、フェニックス共済の加入促進のため、出前受付を実施する。

○但馬地域ひょうご防災リーダー講座
地域防災の担い手育成のための講座を実施。（但馬地域での開催は概ね３年に１回。）

○ひょうご防災リーダーフォローアップ研修（但馬会場）
「ひょうご防災リーダー講座」の修了者を対象に、最近の災害から得られた教訓や新たな知見・技術等を定期的に習得してもらうため、
「フォローアップ研修」を実施。

取組概要

取組内容および結果

兵庫県

○防災サバイバル講座

① 開催日程 令和3年6月19日（土）
② 開催場所 但馬文教府
③ 参加者 50名
④ 内 容

(1)講座・実践
・座学：最新の防災知識・クイズ
・実践：サバイバル知識の実践

(2)グッズ・パネル展示
・グッズ：備えて欲しい防災グッズ（非常用簡

易トイレ、家具転倒防止用具 等）
・パネル：平成16年台風23号水害のパネル等

(3)フェニックス共済出前受付

○ひょうご防災リーダー
フォローアップ研修（但馬会場）

① 開催日程：1日間（11～12月頃）
② 開催場所：県豊岡総合庁舎（予定）
③ 対象者：ひょうご防災リーダー50名程度
④ 内容

最近の災害から得られた教訓や新たな知
見・技術等を定期的に習得する研修を実施。

○但馬地域ひょうご防災リーダー講座

① 開催日程
講座6日間 (7/10,24,8/7,28,9/5,26)
救命講習1日間 (9/11又は12)

② 開催場所 豊岡市役所、県豊岡総合庁舎
③ 参加者 40名程度
④ 内 容

・防災分野の一流講師による講義
・避難行動ワークショップ
・普通救命講習 等

70



具体的取組 NO.4 全ての地域住民が避難できるよう地元組織で実施する避難経路や危険箇所
の確認、避難訓練、災害時要援護者の支援などに取り組む減災防災運動を推進

内容（施策）
地域の浸水危険度を情報提供し、住民一人ひとりが「自らの生命は自ら守る」ということを基本に、平時から地域、家
庭、職場等で防災への積極的な取り組みを行うよう促すなど、自主防災思想の普及、徹底を図る。

目標時期 H28から継続 取組機関 市、県、気、国

取組概要

神戸地方気象台

71



具体的取組 NO.5 浸水想定区域図の情報に基づき早期避難を要する
区域・危険箇所等、災害危険度を明示した防災マップの周知

内容（施策）
浸水想定区域図を元にハザードマップを作成し、地域毎での避難経路等の選定の促進を図る。

目標時期 R2からR3まで 取組機関 市、県

○ハザードマップの更新
〇出前講座を行い、避難行動要援護者の個別支援計画作成や避難路選定等の進め方を啓発する。

取組概要

取組内容および結果

豊岡市

72

2021年度に防災マップを更新する。（2016年以来５年ぶり）
【背景】県管理河川の浸水想定が公表されたこと

市内全域で土砂災害特別警戒区域の指定が完了したこと

サイズは冷蔵庫等目に留まるところに貼っておけるＡ３版

【表面】計画規模の降雨による洪水浸水想定と土砂災害警戒区域等を表示した
防災マップ

【裏面】自宅の災害リスクや避難行動の必要の有無を判断するための「避難行動
判定フロー図」や重要な用語の解説等を掲載

〇想定最大規模（1,000年に１度程度）の降雨による浸水想定区域図については、
小学校区単位のものを区長等に配布するほか市ホームページに掲載

〇防災ワークショップ等で、防災マップの活用方法の徹底や、平時に市民一人ひとりが
「逃げ時」や「逃げ先」を定めておく「マイ避難カード」の作成促進について取り組む。



具体的取組 NO.6 各地域、箇所におけるの災害危険度に基づく避難行動に関する
要援護者個別支援計画の策定及び訓練の実施

内容（施策）
地域毎での個別支援計画の策定や防災訓練の中で要援護者を対象とした訓練を盛り込む。

目標時期 H28から継続 取組機関 市、県

〇避難行動要援護者に対する個別支援計画作成までのフロー図を区長等に配布（市HPへも掲載）し、引き続き作成を促す。
〇市民総参加訓練（市民一斉避難訓練）実施に向けた取り組みの柱の一つとして明示し、啓発する。

※災害時要援護者の支援者のボランティア保険料を豊岡市が負担する取り組みを平成29年度に創設。
〇ケアプラン等の作成時に災害時に必要な情報も盛り込んだ内容となるよう、事業者等へ要請する。

取組概要

取組内容および結果

豊岡市

73

区に対し、引き続き、避難行動要援護者個別支援計画に基づく避難誘導を要
請する。



具体的取組 NO.7 学校園におけるメモリアル防災授業や防災出前講座の
実施による防災教育の継続

内容（施策）
幼稚園、小学校、中学校における水災害教育として、洪水被害の歴史や身を守るための手段、地域や行政の対応
策について学ぶ。

目標時期 H28から継続 取組機関 市、県、気、国

○台風23号メモリアル防災授業を市内全ての公立幼稚園・小中学校で実施する。
防災授業では、国土交通省作成（市編集協力、写真資料集提供）の学年別教材を活用しての実施について引き続き啓発する。

取組概要

取組内容および結果

豊岡市

74

避難行動を自ら判断し、行動できるよう啓発を行う。

豊岡市の災害特性を理解できる防災授業を実施する。



具体的取組 NO.7 学校園におけるメモリアル防災授業や防災出前講座の
実施による防災教育の継続

内容（施策）
幼稚園、小学校、中学校における水災害教育として、洪水被害の歴史や身を守るための手段、地域や行政の対応
策について学ぶ。

目標時期 H28から継続 取組機関 市、県、気、国

取組概要

神戸地方気象台

75

＜学校防災に関する支援の取組＞
気象台では、兵庫県及び神戸市の学校防災アドバイザーに指名されており、その年度の推進校に
出向き、児童や教員に対して、防災情報の活用等に関
する普及・啓発に取組でいます。

令和2年7月29日、八鹿小学校での構内研修では、教員を対象にスマホ等を駆使して、防災情
報の読み解きについて解説しました。同年11月18日には、同校の地震訓練にも参加し講話を行い
ました。



具体的取組 NO.7 学校園におけるメモリアル防災授業や防災出前講座の
実施による防災教育の継続

内容（施策）
幼稚園、小学校、中学校における水災害教育として、洪水被害の歴史や身を守るための手段、地域や行政の対応
策について学ぶ。

目標時期 H28から継続 取組機関 市、県、気、国

○次世代を担う世代に対し、防災授業を行い、水災害教育を行う。今年度も教育の場を増やしていく。

取組概要

取組内容および結果

豊岡河川国道

76

豊岡市の要請を受け、
令和3年5月31日（月）～6
月4日（金）の間、

トライやる・ウィークの受
入れを予定。

令和３年度も小中学校で防災授業を実施。



具体的取組 NO.8 啓発活動や広報資料に、計画規模以上の洪水氾濫時の
被害想定やその対応策の内容を反映

内容（施策）
啓発活動や広報資料に、計画規模以上の洪水に関する内容を盛り込むとともに、減災活動の取り組みに幅広い年
齢層の参加を促す。

目標時期 R2から継続 取組機関 市、県、国

○地域コミュニティを対象とした出前講座を積極的に行う。

取組概要

取組内容および結果

豊岡市

77

引き続き、地域コミュニティを対象とした出前講座を積極的に行う。

これまでに出前講座の要請のない地域コミュニティには、防災課から出前講
座の開催を促す。



具体的取組 NO.8 啓発活動や広報資料に、計画規模以上の洪水氾濫時の
被害想定やその対応策の内容を反映

内容（施策）
啓発活動や広報資料に、計画規模以上の洪水に関する内容を盛り込むとともに、減災活動の取り組みに幅広い年
齢層の参加を促す。

目標時期 R2から継続 取組機関 市、県、国

○計画規模以上の洪水に関する内容を啓発活動や広報資料に盛り込むとともに、減災活動に取り組む。

取組概要

取組内容および結果

豊岡河川国道

78

○川の防災情報リニューアルの情報も盛り込み周知

・自宅や職場などの場所（最大３箇所）や確認が必要な観測所などを登録し、トップ
画面や地図画面などをカスタマイズし、必要な情報を速やかに確認できる。



具体的取組 NO.9-① 若年層の世代に特化した啓発活動の場の企画

内容（施策）
啓発活動や広報資料に、計画規模以上の洪水に関する内容を盛り込むとともに、減災活動の取り組みに幅広い年
齢層の参加を促す。

目標時期 H30から継続 取組機関 市、県、気、国

○女性、子育て世代に情報提供できる機会を検討する。

取組概要

取組内容および結果

豊岡市

79

事業所や、PTAなど子育て世代への出前講座の実施

地域での出前講座には、女性の参加を促すよう、主催者に要請する。



具体的取組 NO.9-① 若年層の世代に特化した啓発活動の場の企画

内容（施策）
啓発活動や広報資料に、計画規模以上の洪水に関する内容を盛り込むとともに、減災活動の取り組みに幅広い年
齢層の参加を促す。

目標時期 H30から継続 取組機関 市、県、気、国

取組概要

80

神戸地方気象台



具体的取組 NO.9-① 若年層の世代に特化した啓発活動の場の企画

内容（施策）
啓発活動や広報資料に、計画規模以上の洪水に関する内容を盛り込むとともに、減災活動の取り組みに幅広い年
齢層の参加を促す。

目標時期 H30から継続 取組機関 市、県、気、国

○円山川流域の若者始め住民等を対象に自治会通じて呼びかけると伴に、流域外の住民に対してもHP通じて周知。引き続き、防災意識
の向上を目的とした防災学習会を実施。

取組概要

取組内容および結果

豊岡河川国道

81
チラシの作成

• 共催者（豊岡市、兵庫県但馬県民局、豊岡河川国道事務所）の意向

をふまえつつ、防災学習会のテーマ、講師等を検討し、円山川流域に

おける地域防災力向上に資する防災学習会を開催する。

【第一部】如何に災いに向かい合うか
～ コロナ禍と自然災害から考える命の守り方～

片田敏孝特任教授（東京大学
大学院）による講演

片田敏孝特任教授・中貝市長・
ｺｰﾃﾞﾈｰﾀｰによる対談

【第二部】これからの災いにどう立ち向かうか

防災学習会の企画(テーマ)・講師検討
チラシの作成・配布
運営計画・進行台本の作成
資料、参加者アンケートの作成

記録、アンケートとりまとめ

事前

当日

事後

防災学習会の開催（10月7日）、ネット同時配信
‒ 撮影・記録
‒ 参加者アンケートの実施

ロビー展示 YouTubeによる同時配信の状況

ｱﾅｳﾝｻｰによるｺｰﾃﾞｨﾈｰﾄ

令和２年度資料より抜粋



具体的取組
NO.9-② 水害の恐れのある地域に居住することの

危険性を認識できるよう、水害リスクをわかりやすく開示

内容（施策）
啓発活動や広報資料に、計画規模以上の洪水に関する内容を盛り込むとともに、減災活動の取り組みに幅広い年
齢層の参加を促す。

目標時期 H28から継続 取組機関 市、県、気、国

○ハザードマップの更新

取組概要

取組内容および結果

豊岡市

82

ハザードマップを更新し、自宅や地域の災害リスクを理解できるように啓発を
行う。

Ｌ２規模水害に対応していない避難場所の周知を引き続き行う。



具体的取組 NO.9-② 水害の恐れのある地域に居住することの
危険性を認識できるよう、水害リスクをわかりやすく開示

内容（施策）
啓発活動や広報資料に、計画規模以上の洪水に関する内容を盛り込むとともに、減災活動の取り組みに幅広い年
齢層の参加を促す。

目標時期 H28から継続 取組機関 市、県、気、国

取組概要

取組内容および結果

兵庫県

83

○迅速・的確な災害危険情報の発信（県下全域）

○県民への情報発信（県下全域）
①河川水位・雨量情報の発信

インターネットにより、県下の河川水位198箇所、雨量303箇所のリアルタイム情報を発信している他、テ
レビのデータ放送でも水位・雨量情報を発信している。現地には夜間でも視認しやすい「わかりやすい
水位標」を70河川98箇所に設置している。

②河川監視カメラ等の配信
令和２年度まで、河川の増水状況を県民が視覚的に確認できるよう、134箇所のリアルタイム画像を県
HP等で配信してきた。令和３年度は、新設する河川監視カメラ（166箇所）やこれまで未公表であったダ
ム、水門等のリアルタイム画像の配信を追加する。（令和２年度134箇所→令和３年度333箇所）

③避難に必要な情報等を記載したCGハザードマップの発信
インターネットにより、全河川の浸水想定区域図を公表するとともに、GPSで現在地周辺を表示可能な
スマートフォン専用サイトも開設している。

○市町等への情報の発信（県下全域）
①河川氾濫予測情報の発信

市町の避難勧告等の発令の早期判断に向け、改良（３時間後予測から６時間後予測に拡大、氾濫も反
映等）を行い、河川水位等を予測・配信している。（令和２年10月改良済）



具体的取組 NO.9-② 水害の恐れのある地域に居住することの
危険性を認識できるよう、水害リスクをわかりやすく開示

内容（施策）
啓発活動や広報資料に、計画規模以上の洪水に関する内容を盛り込むとともに、減災活動の取り組みに幅広い年
齢層の参加を促す。

目標時期 H28から継続 取組機関 市、県、気、国

取組概要

84

神戸地方気象台



具体的取組
NO.9-③ 教育機関、ラジオ等のメディア、地域コミュニティを

活用した広報の充実

内容（施策）
啓発活動や広報資料に、計画規模以上の洪水に関する内容を盛り込むとともに、減災活動の取り組みに幅広い年
齢層の参加を促す。

目標時期 H28から継続 取組機関 市、県、気、国

○台風23号メモリアル防災授業を市内全ての公立幼稚園・小中学校で実施する。
○地域コミュニティでの防災ワークショップを引き続き実施する。

取組概要

取組内容および結果

豊岡市

85

国交省事業で作成する防災学習教材を活用し、メモリアル防災授業を実施する。
2021年度は、保育所・幼稚園、小学校、中学校で防災学習教材を活用
いただけるよう啓発する。

防災ワークショップを地区別に継続して実施する。
地域コミュニティから区へ、区から区民へ、防災に関する情報が浸透するよう
内容と進め方を検討して進める。



具体的取組 NO.9-③ 教育機関、ラジオ等のメディア、
地域コミュニティを活用した広報の充実

内容（施策）
啓発活動や広報資料に、計画規模以上の洪水に関する内容を盛り込むとともに、減災活動の取り組みに幅広い年
齢層の参加を促す。

目標時期 H28から継続 取組機関 市、県、気、国

取組概要

86

神戸地方気象台

＜報道機関との連携に関する取組＞

・地元TV局（サンテレビ）
との連携を進め、取材に対応している。

・警戒レベルの活用や台風への備え、昨年6月に開始した津波フラッグの
導入等について、周知・広報に取組みました。

・また、同年10月には、他の報道機関にも声をかけて、リモートによる
勉強会を開催し、更なる連携強化を行っています。



具体的取組 NO.9-④ 「地区防災計画」や「災害・避難カード」の作成促進

内容（施策）
啓発活動や広報資料に、計画規模以上の洪水に関する内容を盛り込むとともに、減災活動の取り組みに幅広い年
齢層の参加を促す。

目標時期 H28から継続 取組機関 市、県、国

○「マイ避難カード」普及・啓発

取組概要

取組内容および結果

豊岡市

87

自らの避難行動を平時に考えておく、マイ避難カードの普及・啓発を行う。

出前講座を活用して「マイ避難カードの作成」を引き続き啓発する。

防災ワークショップや出前講座で「マイ避難カードの作成」を体験してもらい、
多くの区民がマイ避難カードを作成する機会を設定する。

防災ワークショップを実施した地区には、「マイ避難カード」を全戸配布する。
コミュニティや区役員がマイ避難カードの記入について区民に説明し、
区民がマイ避難カードを作成する。作成状況については、後年度に調査を
行い、必要なフォローアップも実施する。



具体的取組 NO.9-⑤ 兵庫県住宅再建共済（フェニックス共済）の加入促進

内容（施策）
啓発活動や広報資料に、計画規模以上の洪水に関する内容を盛り込むとともに、減災活動の取り組みに幅広い年
齢層の参加を促す。

目標時期 H28から継続 取組機関 市、県

○フェニックス共済の加入促進について、兵庫県と連携して取り組む

取組概要

取組内容および結果

豊岡市

88

市広報や出前講座で、フェニックス共済の普及啓発に努める。

防災ワークショップを実施した地区を「重点地区」に位置付け、パンフレットを
配布するなど、兵庫県とともに啓発に取り組む。



具体的取組 NO.9-⑤ 兵庫県住宅再建共済（フェニックス共済）の加入促進

内容（施策）
啓発活動や広報資料に、計画規模以上の洪水に関する内容を盛り込むとともに、減災活動の取り組みに幅広い年
齢層の参加を促す。

目標時期 H28から継続 取組機関 市、県

○フェニックス共済普及専門員を配置し、専門員により自治会長宅等を個別訪問し、啓発及び自治会員の加入を呼びかけ。
○防災意識が高まる９月を加入強化月間と位置づけ、普及啓発活動を集中実施するとともに、企業訪問等による社員の加入を呼びかけ。
○土砂災害特別警戒区域指定に係る地域別説明会での出前受付を実施。

取組概要

取組内容および結果

兵庫県

○フェニックス共済加入強化月間の取り組み
■ 強化月間：令和３年９月
■ 取組内容

①加入申込書付きパンフレット全戸配布
②加入促進員による個別訪問
③路線バスへの車外広告の掲載
④各種媒体による広報
⑤イベント会場でのブース出展
⑥出前受付の実施

フェニックス共済加入状況
2021年3月末時点 （ ）前年比

区分
住宅再建共済

加入率
うち一部損壊特約

加入率
家財再建共済

加入率

豊岡市
15.7%

（-0.1）
46.5%

（+0.7）
5.5%

（+0.1）

但馬全体
15.0%

（-0.2）
44.1%

（+0.7）
4.9%

（+0.1）

県全体
9.6%

（±0）
56.2%

（+0.6）
2.8%

（+0.0）
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具体的取組 NO.10 災害時の円滑かつ迅速な対応を行うため、必要な資機材の
配備や防災ステーションの機能検証及び改善方策の立案・実施

内容（施策）
水防拠点を整備し、災害時の円滑かつ迅速な対応を行うため資機材やその数量の見直しを行う。

目標時期 H29から継続 取組機関 市、県、国

○資機材の点検、計画的な配備に努める

取組概要

取組内容および結果

豊岡市
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水害対策用物資の備蓄を計画的に行う。



具体的取組 NO.10 災害時の円滑かつ迅速な対応を行うため、必要な資機材の
配備や防災ステーションの機能検証及び改善方策の立案・実施

内容（施策）
水防拠点を整備し、災害時の円滑かつ迅速な対応を行うため資機材やその数量の見直しを行う。

目標時期 H29から継続 取組機関 市、県、国

取組概要

取組内容および結果

兵庫県

91

○必要な資機材の整備

・年に２回（出水期前と年度末）、水防倉庫の資機材の点検及び補充、入れ替えを行っている

水防倉庫

令和2年4月時点の豊岡土木事務所の
水防倉庫の資機材一覧表

水防倉庫位置図

種 別 数量 種 別 数量

大型土嚢 ３００ 枚 おの ８ 丁

土嚢 １８００ 枚 かま ２０ 丁

ビニールシート ３０ 枚 なた １０ 丁

ロープ ４４６ｍ じょれん １０ 丁

杭 ９１２ 本 つるはし ２０ 丁

針金 ２３ ㎏ くわ １９ 丁

くぎ １１ ㎏ ペンチ １０ 丁

かすがい ５０ 本 ハンマー １５ 丁

スコップ ４９ 丁 救命胴衣 １０ 着

かけや １８ 丁 救命うきわ ８ ケ

たこづち ６ 丁 一輪車 ９ 台

のこぎり １５ 丁 土のう製作器 ３ 基



具体的取組 NO.10 災害時の円滑かつ迅速な対応を行うため、必要な資機材の
配備や防災ステーションの機能検証及び改善方策の立案・実施

内容（施策）
水防拠点を整備し、災害時の円滑かつ迅速な対応を行うため資機材やその数量の見直しを行う。

目標時期 H29から継続 取組機関 市、県、国

○水防ステーション・緊急備蓄庫に備蓄されている水防資機材や根固めブロック等の数量を確認済み。

取組概要

取組内容および結果

豊岡河川国道
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具体的取組
NO.11 迅速な災害対応の実施に向けたPDCAサイクルに基づく

訓練と継続的な実施

内容（施策）
実働水防訓練の継続的な実施とその内容の見直しを行う。

目標時期 H29から継続 取組機関 市、県、国

○○出水期を踏まえ、豊岡消防団と自主防災組織、国・県・市の行政職員、地元高校生が一体となって水防訓練を実施する。
土のう作成や土のう積み訓練等を通じて、水災害の最前線で行われる消防団による水防活動の一端に触れることにより、水防技術と水
防災意識・知識の向上が図られたとともに、積み土のうを実施するうえでの連携しての対応について確認する。

取組概要

取組内容および結果

豊岡市

93

日時 2021年6月実施予定
場所 六方河川防災ステーション
参加 豊岡消防団、自主防災組織、豊岡総合高校生徒、

国交省・兵庫県・豊岡市各職員 250人程度

「台風23号メモリアル水防訓練」の開催

訓練の効果
毎年、参加者が入れ替わることで、多くの市民が水防活動の知識を身に着けることができている。
訓練により消防団と市民が連携することで、有事の際の連携もとりやすくなっている。



具体的取組 NO.11 迅速な災害対応の実施に向けたPDCAサイクルに基づく
訓練と継続的な実施

内容（施策）
実働水防訓練の継続的な実施とその内容の見直しを行う。

目標時期 H29から継続 取組機関 市、県、国

○

取組概要

取組内容および結果

豊岡河川国道
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台風２３号メモリアル水防訓練を、令和３年６月に
再開する予定だったが、新型コロナウィルスの影響で
中止とする。



具体的取組
NO.12 地域コミュニティでの防災や減災活動に関する支援や

活動内容の情報共有

内容（施策）
地域コミュニティの活動を支援する。

目標時期 H28から継続 取組機関 市、県、国

○地域防災力向上のために、防災に関する「ワークショップ」を地域コミュニティを単位として実施する。

取組概要

取組内容および結果

豊岡市
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2020年度に引き続き、地域コミュニティでの「防災ワークショップ」に取り組む
防災ワークショップで目指すもの

① 地域の災害リスクを確認する。
↓
② 地域の問題点を知る。（避難場所、避難のタイミング、要援護者の支援方法、住民の防災意識など）
↓
③ 住民、区、コミュニティなどの役割を知る。（意識啓発、物資の備蓄、訓練、避難所運営等）
↓
④ ①、②、③を踏まえ、それぞれの組織で検討すべきことを整理し、具体的な対応について検討し、

実現に向け取り組む。

地域コミュニティで取り組んでいる防災活動の支援を行う。
活動内容を市ＨＰに掲載し、コミュニティ間での情報共有やレベルの底上げにつなげる。

「ひょうご防災リーダー講座」の参加促進（特に女性の参加を促進する）



具体的取組 NO.12 地域コミュニティでの防災や減災活動に関する支援や
活動内容の情報共有

内容（施策）
地域コミュニティの活動を支援する。

目標時期 H28から継続 取組機関 市、県、国

○「ひょうご防災減災推進条例」に基づく「ひょうご安全の日推進事業（助成事業）」により、地域団体などが行う実践的な防
災訓練、防災学習等を助成。

○防災・減災活動に役立つ、「新ひょうご防災アクション」及び「防災訓練はじめの一歩」の冊子を自治会等に配布。

取組概要

取組内容および結果

兵庫県

ひょうご安全の日推進事業（助成事業）

１ 実践活動事業
○助成対象：地域団体（自主防災組織、自治会等）、
○対象事業：①防災訓練、防災学習

② 「マイ避難カード」の作成に係るワークショップ、避難訓練等
②避難行動要支援者の個別支援計画の策定
③地区防災計画の策定
④避難所自主運営マニュアルの策定

○助成額 ：上限30万円
２ 自主防災組織強化支援事業
○助成対象：自主防災組織
○対象事業：

① 避難行動要支援者対応を含む避難訓練
② 避難所自主運営マニュアル又はそれと同等の訓練計画による避難

所運営訓練
③ その他特色ある訓練（例：夜間避難訓練等）

○助成額 ：上限32万円
３ 若者支援事業
○助成対象：26歳以下の者が構成員の3/4以上を占める県内のグループ
○対象事業：震災の経験・教訓の継承・活用や防災減災の重要性の遡及に

資すると認められる事業
○助成額 ：上限15万円

自主防災組織の防災・減災活動の手引き
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具体的取組 NO.12 地域コミュニティでの防災や減災活動に関する支援や
活動内容の情報共有

内容（施策）
地域コミュニティの活動を支援する。

目標時期 H28から継続 取組機関 市、県、国

○地域防災力向上のために、防災に関する「ワークショップ」を３地区で実施予定。

取組概要

取組内容および結果

豊岡河川国道
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R1

H30

R1

H30
H29

H29

H30

H29

過年度実施済

今年度実施R3

• 平成29年度より地域コミュニティ単位でワークショップを実施

• 令和3年度は３地区（三方、合橋、選定中）で実施

対象の地区コミュニティの行政区（区長）に対する事前
アンケートの実施
・・・・災害事象や地域防災の懸念事項・課題等の把握
住民WSの内容検討、資料作成
事前説明会の実施

事前

事後

当日
ワークショップの実施
‒ 撮影・記録、参加者アンケートの実施

記録、アンケートとりまとめ
地域防災活動の手引きの作成

R2

R2

R2

R2

R3
R3・令和3年度も、新型コロナウイルス

蔓延防止のため、3密を回避する形
態で実施予定。
・防災担当者を主に参加呼びかけ



具体的取組 NO.13 重要水防箇所の定期的な見直しと、共通認識の促進

内容（施策）
重要水防箇所の共通認識を促進する。

目標時期 H28から継続 取組機関 市、県、国

○国土交通省、消防団と重要水防箇所の点検・確認を行う。

取組概要

取組内容および結果

豊岡市
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重要水防箇所を含む共同点検に参加する。



府市場地区での堤防点検

中郷遊水地事業、簡易型カメラ確認

【参加団体】

豊岡市、兵庫県、国土交通省、消防署、
消防団、鉄道事業者
【参加者数】
２６名

円山川重要水防箇所図（案）

具体的取組 NO.13 重要水防箇所の定期的な見直しと、共通認識の促進

内容（施策）
重要水防箇所の共通認識を促進する。

目標時期 H28から継続 取組機関 市、県、国

○R２年度の進捗を踏まえ更新し、現地にて共通認識を行う。

取組概要

取組内容および結果

豊岡河川国道
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令和２年度資料より抜粋



具体的取組
NO.14 災害ボランティアの円滑な受け入れを促進するための

制度・枠組み等の創設

内容（施策）
災害ボランティアの円滑な受け入れを促進する。

目標時期 H30から継続 取組機関 市、県、国

○受援計画を策定し、その検証を行う。

取組概要

取組内容および結果

豊岡市
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受援計画を策定し、訓練を通じ検証を行う。



具体的取組 NO.15 建設業協会との応急復旧対策に関する事前調整等

内容（施策）
建設業協会との連携・協働体制を強化する。

目標時期 H29から継続 取組機関 市、県、国

○建設業協会や各種協定締結団体との連携を強化する

取組概要

取組内容および結果

豊岡市
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出水期前に協定の内容や連絡先を双方で確認する機会を設ける



具体的取組 NO.15 建設業協会との応急復旧対策に関する事前調整等

内容（施策）
建設業協会との連携・協働体制を強化する。

目標時期 H29から継続 取組機関 市、県、国

○建設業協会と連携・協働し、災害時の応急復旧対策を行う。

取組概要

取組内容および結果

兵庫県

102

災害時の応急復旧対策を速やかに行うため、建設業協会との連携・協働体制を整える。

・協定の締結
平成18年に兵庫県と社団法人兵庫県建設業協会豊岡支部間で「災害発生時における応急対策業務

に関する基本協定」を締結。（毎年更新。令和３年度構成者数３６者）

・連携・協働体制の維持
毎年４月に連絡体制を確認し、出水期前の水防情報伝達演習で実際に連絡し、災害に備えている。



具体的取組 NO.15 建設業協会との応急復旧対策に関する事前調整等

内容（施策）
建設業協会との連携・協働体制を強化する。

目標時期 H29から継続 取組機関 市、県、国

○毎年、出水期までに連絡体制を確認し、今後も相互に協力関係を維持継続する

取組概要

取組内容および結果

豊岡河川国道
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・近畿地方整備局豊岡河川国道事務所長と一般社団法人兵庫県建設業協会豊岡支部長は、平成１８年３月２０日付
けで「災害時等における近畿地方整備局所管施設等の緊急災害対応対策業務に関する協定書」に基づき、細目部分
に関する協定を締結。
・令和２年は、大きな出水がなく、建設業協会の出動は無かった。

災害時等における近畿地方整備局所管施設等の
緊急災害応急対策業務に関する細目協定



具体的取組 NO.16-① 想定最大規模の洪水氾濫時を想定した防災施設・防災拠点の機能
増強及び重要資機材への影響確認、避難施設等の機能維持に関する施策の立案

内容（施策）
洪水氾濫時の庁舎等の機能維持に備える。

目標時期 R2から適宜 取組機関 市、県、国

○洪水時に想定される庁舎の災害リスクを把握する

取組概要

取組内容および結果

豊岡市

104

更新するハザードマップにより、庁舎や避難施設の災害リスクを確認し、
必要な処置を検討する。



具体的取組 NO.16-② 水防対応の手引きの作成・周知

内容（施策）
洪水氾濫時の庁舎等の機能維持に備える。

目標時期 R2から適宜 取組機関 市、県、国

○洪水時に想定される庁舎の災害リスクを把握する

取組概要

取組内容および結果

豊岡市
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更新するハザードマップにより、庁舎や避難施設の災害リスクを確認し、
必要な処置を検討する。



具体的取組
NO.17 災害時に迅速に減災、復旧活動が行えるように

水害時避難確保計画・BCP（事業継続計画）の策定を推進

内容（施策）
各機関、事業者における水害時BCP（事業継続計画）を作成する。

目標時期 H28から適宜 取組機関 市、県、国、交

○要配慮者利用施設である特別養護老人ホーム等で進んでいる避難確保計画作成を踏まえ、避難訓練の実施を促す
○要配慮者利用施設である保育所・幼稚園等で進んでいる避難確保計画作成を推進し、避難訓練の実施を促す

取組概要

取組内容および結果

豊岡市
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特別養護老人ホーム等で避難確保計画を作成済みの施設は、計画の検証の
ため、あらかじめ取り決めた避難先（指定緊急避難場所や上層階への避難）
への避難訓練に取り組むよう要請する。

避難確保計画を作成していない施設には、計画作成が進むよう様式やデータ
の提供を行う。

保育所・幼稚園での避難確保計画作成が進むよう、働きかけを行う。



具体的取組 NO.17 災害時に迅速に減災、復旧活動が行えるように
水害時避難確保計画・BCP（事業継続計画）の策定を推進

内容（施策）
各機関、事業者における水害時BCP（事業継続計画）を作成する。

目標時期 H28から適宜 取組機関 市、県、国、交

○兵庫県地域防災計画（風水害等対策計画）の災害予防計画に県、市町その他の防災関係機関の平時からの防災組織体制について定
める。

取組概要

取組内容および結果

兵庫県

○県職員行動マニュアルの作成

「災害時等職員行動マニュアル作成ガイドライン」に基づき、職員が災害発生時に迅速かつ的確な災害応急対策を実施することができるよう、通常業務
のうち最低限継続すべき業務を記載したうえで職員のとるべき行動を、部局ごとにとりまとめた職員行動マニュアルを作成し、初動緊急対応期の重要優先
業務をまとめた「兵庫県応急対応行動シナリオ」とともに、職場研修や訓練等を通じ、周知徹底を図る。

２４時間監視・即応体制の確立
災害の監視及び災害情報の収集・伝達体制等を確保するため、勤務時間外における職員の当直（日直・宿直）体制
を実施

災害対策要員等への連絡手段の確保 県の幹部職員等は、常時、災害時優先携帯電話等を携行

災害対策本部員の招集手段の確保
災害発生時に交通が途絶したときは、警察活動に支障がない限りにおいて、災害対策本部員のうちあらかじめ指定
された者をパトカー等により搬送

職員の体制

災害発生時における職員の体制につき、以下の事項をあらかじめ取り決めておき、職員に対しては定期的な訓練を
通じ、周知徹底を図る
① 参集基準
② 夜間、休日に災害が発生した場合における電話連絡網、緊急通報システムを使った参集体制
③ 応急活動時に使用する資機材の保管場所、使用方法の周知
④ フェニックス防災システム端末の使用方法の習熟

災害発生時の行動指針・配備体制 勤務時間外／勤務時間内／組織及び配備体制の基準

動員・連絡体制 個別一覧表／幹部職員連絡ルート／課室別連絡ルート／代替要員名簿／総括表

組織体制と分掌事務 組織体制／分掌事務／災害応急対策の流れ（初動期（概ね３時間以内）／初動期以降）／各部局関係機関の連絡先

○県の災害対策要員等の確保体制
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具体的取組
NO.17 災害時に迅速に減災、復旧活動が行えるように

水害時避難確保計画・BCP（事業継続計画）の策定を推進

内容（施策）
各機関、事業者における水害時BCP（事業継続計画）を作成する。

目標時期 H28から適宜 取組機関 市、県、国、交

車両の水没を避けるため、車両避難計画の策定及び訓練を実施する

取組概要

ＪＲ
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取組内容および結果



具体的取組
NO.17 災害時に迅速に減災、復旧活動が行えるように

水害時避難確保計画・BCP（事業継続計画）の策定を推進

内容（施策）
各機関、事業者における水害時BCP（事業継続計画）を作成する。

目標時期 H28から適宜 取組機関 市、県、国、交

○列車運行：豊岡駅１時間毎の折返し列車を基本としている。⇒ 運行を停止させる判断基準の明確化。
〇夜間滞泊している列車は２列車３両である。⇒ 車両避難を開始する判断基準の明確化。

取組概要

取組内容および結果

ＷILLER
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令和３年度

令和３年度 運行停止・夜間滞泊車両の避難方法の検証

台風等災害時タイムライン

24時間前 12時間前 6時間前 通過後

JR福知山支社との調整事項

等、詳細の情報提供（24時間

前にこだわらず、決定時
計画運休に伴う減便等情

報提供
計画運休等情報提供 暴風雨等落着き確認

輸送対策会議

・計画運休開始時間決定

・車両避難開始時間決定

・JR福知山支社へつなぎ

・WILLER内情報共有

・車両避難開始準備

・計画運休実施に伴い減

便開始

・無人駅への情報提供

・復旧計画着手

・JR福知山支社へつなぎ

・WILLER内情報共有

・計画運休実施

・車両避難開始

・無人駅への情報提供

・復旧計画要員配置

・JR福知山支社へつなぎ

・WILLER内情報共有

・被災状況確認

・復旧計画

・運転再開時期判断

・JR福知山支社へつなぎ

・WILLER内情報共有



具体的取組 NO.18 河川整備計画に基づいた河川改修の実施

目標時期 Ｒ2から継続 取組機関 国

内容（施策） 洪水を安全に流すためのハード対策を実施する。

○令和3年度、城崎町桃島、下鶴井、九日市・佐野、中郷、日置区間において実施予定。

取組概要

豊岡河川国道事務所

取組内容および結果
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中郷遊水地整備事業
築堤 V=120,000m3

凡例 流下能力対策 ・過年度実施済み ・Ｒ３年度実施計画 ・R４年度以降計画

河道掘削 V=25,000m3
桃島地区

樹木伐採 A=1,600m2
下鶴井地区

樹木伐採 A=7,400m2
土渕地区

河道掘削 V=17,000m3
九日市・佐野地区

河道掘削 V=57,000m3
日置地区



具体的取組
NO.21 浸水被害低減に向けた既存ダムの洪水調節機能の

活用及び検証

内容（施策）
既存施設の有効活用

目標時期 R3から適宜 取組機関 県、国

○既存ダムの有効活用による洪水調節機能強化

取組概要

取組内容および結果

兵庫県
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○県民への情報発信（県下全域）
令和２年５月に締結した「円山川水系治水協定」に基づき、但東ダム等で事前放流を実施。

ダム 洪水調節容量
（万m3）

洪水調節可能容量
（万m3）※１

基準降雨量
（mm/24時間）

大路ダム 21 8.7 249
但東ダム 19 22.0 197
与布土ダム 35 35.8 217

※１ 事前放流等により台風等の３日前から低下させて確保できる最大の容量



具体的取組
NO.2１ 浸水被害低減に向けた既存ダムの洪水調節機能の

活用及び検証

内容（施策）
既存施設の有効活用。

目標時期 R3から適宜 取組機関 県、国

○令和３年度に既存ダムの洪水調節機能の検証を実施予定。

取組概要

取組内容および結果

豊岡河川国道
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多々良木ダム（関西電力） 大町大池（朝来市）

既存ダムの事前放流に関する協定を
豊岡河川国道事務所とダム管理者間で締結

大路ダム（兵庫県）

http://damnet.or.jp/cgi-bin/binranA/All.cgi?db4=3085

但東ダム（兵庫県）

https://www.zenitaka.co.jp/topics/reports/tantoreport.html
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防災気象情報に関する取り組みの改善
1

神戸地方気象台

令和3年（2021年）5月25日
円山川減災対策協議会

1

参考資料－２②



防災気象情報の伝え方に関する検討会
平成30年7月豪雨では、気象庁による防災気象情報の段階的な発表、市町村への支援、さ
らには記者会見を通じた呼びかけや市町村による避難勧告等による避難の呼びかけが必ずしも住
民の避難行動につながらず、甚大な水害や土砂災害が広域に発生し、平成に入り最大の人的
被害をもたらす豪雨災害となりました。
Ａ

この災害を教訓とし、中央防災会議、国土交通省はじめ防災機関において、各種防災対策の
検証と今後の対応策についてワーキンググループ等を設置して検討を行うことになりました。
気象庁では、大雨が予想された場合に危機感が住民や社会に確実に伝わり、避難等の防災
行動につなげるために、これらのワーキンググループ等との緊密な連携の下、学識者に加え、報道
関係者、自治体関係者、関係省庁による「防災気象情報の伝え方に関する検討会」を開催し、
その結果を踏まえて防災気象情報の改善を進めてきました。

＜これまでの改善事例＞

2

検討結果の反映



アメダス総降水量の分布図_熊本県（7月3日～4日） 気象レーダーによる雨雲の動き 7月3日23時～4日10時

球磨川（熊本県八代市）上空写真
出典：国土地理院より 3

令和2年7月豪雨 ～線状降水帯による大雨～

令和2年7月3日21時 令和2年7月4日3時



4

。

● 背景 ～なぜ始めるのか～
毎年のように線状降水帯による顕著な大雨が発生し、数多くの甚大な災害が生じています。この線状
降水帯による大雨が、災害発生の危険度の高まりにつながるものとして社会に浸透しつつあり、線状降水
帯による大雨が発生している場合は、危機感を高めるためにそれを知らせてほしいという要望があります。

● 位置づけ ～情報のコンセプト～
大雨による災害発生の危険度が急激に高まっている中で、線状の降水帯により非常に激しい雨が同じ
場所で降り続いている状況を「線状降水帯」というキーワードを使って解説する情報です。
※ この情報は警戒レベル相当情報を補足する情報です。警戒レベル４相当以上の状況で発表します。

線状降水帯に関する情報のコンセプト

○○地方、○○地方では、線状降水帯による
非常に激しい雨が同じ場所で降り続いています。
命に危険が及ぶ土砂災害や洪水による災害発
生の危険度が急激に高まっています。

大雨災害発生の
危険度が急激に
高まっている線状
降水帯の雨域

線状降水帯に関する情報のイメージ 線状降水帯に関する情報を補足す
る図情報のイメージ

顕著な大雨に関する〇〇県気象情報

※ 線状降水帯がかかる大河川の下流部では今後危険度が高まる可能性があることにも留意する必要がある旨、ホームページ等に解説を記述する。

※ 「雨雲の動き」
（高解像度降水
ナウキャスト）の例。

※ この情報により、報道機関や気象キャスター等が「線状降水帯」というキーワードを用いた解説がしやすくなることが考えられます。
既存の気象情報も含めて状況を的確にお伝えすることにより、多くの方々に大雨災害に対する危機感をしっかり持っていただくことを期待します。

改善1（線状降水帯に関する情報）
令和3年（2021年）6月中旬開始予定

4



5

改善２（気象庁ホームページリニューアル）

見やすさ、操作しやすさ重視（スマートフォン表示対応）
トップページの分かりやすい場所からワンクリックで、地域の防災ページに遷移

↓スマートフォン表示←PC表示

全国の気象台
のページ
地域の災害に
関する情報、
広報イベントや
講演会など地
域情報の発信
強化

令和3年（2021年）2月24日更新

5



②気象庁ホームページからワンクリックで雨雲の動きと「キキクル」を表示→情報の活用促進

③洪水予報河川における湛水型
内水氾濫の危険度表示追加
（令和2年度）
→情報高度化

改善3（危険度分布「キキクル」の改善及び普及推進）

①危険度分布の愛称を「キキクル」に決定（令和3年3月）→一般への広報・普及促進

6



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

国 土 交 通 省
水管理・国土保全局
都 市 局

特定都市河川浸水被害対策法、河川法、下水道法

水防法、土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律

都市計画法、防災のための集団移転促進事業に係る国の財政上の特別措置等に関する法律

都市緑地法、建築基準法

改正法律

特定都市河川浸水被害対策法等の一部を改正する

法律（令和３年法律第31号）について
【公布：R３.5.10 / 施行：公布から３ヶ月又は６ヶ月以内】

～流域治水関連法～

参考資料－２③



１

◆ 流域水害対策計画を活用する河川の拡大

－ 市街化の進展により河川整備で被害防止が困難な河川に加え、自然的条件

により困難な河川を対象に追加（全国の河川に拡大）

◆ 流域水害対策に係る協議会の創設と計画の充実

－ 国、都道府県、市町村等の関係者が一堂に会し、官民による雨水貯留浸透

対策の強化、浸水エリアの土地利用等を協議

－ 協議結果を流域水害対策計画に位置付け、確実に実施

降雨量の増大等に対応し、ハード整備の加速化・充実や治水計画の見直しに加え、上流・下流や本川・支川の流域全体を俯瞰し、国、流域自治体、
企業・住民等、あらゆる関係者が協働して取り組む「流域治水」の実効性を高める法的枠組み「流域治水関連法」を整備する必要

○近年、令和元年東日本台風や令和２年７月豪雨等、全国各地で水災害が激甚化・頻発化

○気候変動の影響により、21世紀末には、全国平均で降雨量１．１倍、洪水発生頻度２倍になるとの試算

背景・必要性

（20世紀末比）

法律の概要

【目標・効果】 気候変動による降雨量の増加に対応した流域治水の実現
(KPI) 〇浸水想定区域を設定する河川数：2,092河川（2020年度）⇒約17,000河川（2025年度）

流域治水のイメージ

１．流域治水の計画・体制の強化 【特定都市河川法】

２．氾濫をできるだけ防ぐための対策
【河川法、下水道法、特定都市河川法、都市計画法、都市緑地法】

◆ 河川・下水道における対策の強化

－ 利水ダムの事前放流の拡大を図る協議会（河川管理者、電力会社等の利水者等が
参画）の創設（※予算・税制）

－ 下水道で浸水被害を防ぐべき目標降雨を計画に位置付け、整備を加速

－ 下水道の樋門等の操作ルールの策定を義務付け、河川等から市街地への

逆流等を確実に防止

◆ 流域における雨水貯留対策の強化

－ 貯留機能保全区域を創設し、沿川の保水・遊水機能を有する土地を確保

－ 都市部の緑地を保全し、貯留浸透機能を有するグリーンインフラとして活用

－ 認定制度、補助、税制特例により、自治体・民間の雨水貯留浸透施設の

整備を支援 （※予算関連・税制）

３．被害対象を減少させるための対策
【特定都市河川法、都市計画法、防災集団移転特別措置法、建築基準法】

◆ 水防災に対応したまちづくりとの連携、住まい方の工夫

－ 浸水被害防止区域を創設し、住宅や要配慮者施設等の安全性を事前確認（許可制）

－ 防災集団移転促進事業のエリア要件の拡充等により、危険エリアからの移転

を促進

－ 災害時の避難先となる拠点の整備や地区単位の浸水対策により、市街地の

安全性を強化

４．被害の軽減、早期復旧・復興のための対策
【水防法、土砂災害防止法、河川法】

－ 洪水等に対応したハザードマップの作成を中小河川等まで拡大し、リスク情報

空白域を解消

－ 要配慮者利用施設に係る避難計画・

訓練に対する市町村の助言・勧告に

よって、避難の実効性確保

－ 国土交通大臣による権限代行の対象

を拡大し、災害で堆積した土砂の撤去、

準用河川を追加

（※予算関連）

（※予算関連）

● 特定都市河川浸水被害対策法等の一部を改正する法律（令和3年法律第31号） ＜予算関連法律＞

◎堤防整備等のハード対策を更に推進（予算）

【公布：R3.5.10 / 施行：公布の日から３ヶ月又は６ヶ月以内で政令で定める日】



国管理河川で戦後最大規模洪水に、都市機能集積地区等で既往最大降雨による内水被害に対応

将来の気候変動（降雨量の増大等）を見込んだ治水計画の見直し

２

〇 今既に激甚化している水災害に対応するため、国・都道府県・市町村が早急に実施すべきハード・
ソフト一体となった対策の全体像を明らかにする「流域治水プロジェクト」を速やかに実施

（令和２年度内に全１級109水系で策定済）

法改正の背景・必要性

流域治水のイメージ

利水ダム活用

雨水貯留浸透施設

避難拠点の整備 下水道整備

ハザードマップ作成

浸水被害防止区域

貯留機能保全区域

防災集団移転事業

堤防強化

治水ダムの建設・再生

地区計画

砂防施設の整備

将来の気候変動を見込んだ更なる対応

気候変動の影響

速やかに対応

○ 現行計画よりも増大する降雨等（外力）に対応するため、河川対策の充実をはじめ、上流・下流や
本川・支川の流域全体を俯瞰した、関係者による流域治水を更に拡充

法的枠組「流域治水関連法」の整備が必要

森林・治山施設の整備



１．流域治水の計画・体制の強化 【特定都市河川法】

〇 国、都道府県、市町村等の関係者が一堂に会し（協議会）、雨水貯留浸透対策の強化、浸水エリアの
土地利用等を協議

（２）流域水害対策に係る協議会の創設と計画の充実

〇 協議結果を流域水害対策計画に位置付け

【協議会のイメージ】

３

（１）流域水害対策計画を活用する河川の拡大

〇 計画策定の対象河川に、市街化の進展により河川整備で被害防止が困難な河川に加え、自然的条件
により被害防止が困難な河川※を追加（全国の河川に拡大）

河川管理者

（特定都市河川法）

様々な主体が流域水害対策を確実に実施

【流域水害対策計画の拡充】

現行

○ 河川・下水道管理者による雨水貯留浸透対策が中心

追加

○ 地方公共団体と民間による雨水貯留浸透対策の強化
（地方公共団体の施設と認定民間施設による分担貯留量の
明確化）

○ 土地利用の方針（保水・遊水機能を有する土地の保全、
著しく危険なエリアでの住宅等の安全性の確保）

※バックウォーター現象のおそれがある河川、狭窄部の上流の河川等
（特定都市河川法）

◎ 河川管理者による河道等の整備に加えて、流域におけ
る雨水貯留浸透対策などで被害防止

学識経験者 関係行政機関

下水道
管理者

都道府県知事

市町村長民間事業者等



２．氾濫をできるだけ防ぐための対策 【河川法、下水道法、特定都市河川法、都市計画法、都市緑地法】

（１）河川・下水道における対策の強化

（２）流域における雨水貯留対策の強化

〇 河川管理者、利水者（電力会社等）等で構成
する法定協議会を設置。利水ダムの事前放流の
拡大を協議・推進（河川法）

◎ 中長期的計画に基づく堤防整備等のハード対策を更に推進（予算）

利水容量

事前放流により
容量を確保

事前放流の
イメージ

事前放流

※予算：・二級水系の事前放流に伴う損失補填

・河川管理者による放流施設整備

※税制：放流施設に係る固定資産税非課税措置

４

〇 貯 留 浸 透 に 資 す る
都市部の緑地を保全し、
水害の被害を軽減する
グリーンインフラとし
て活用

○ 認定制度、補助、税制特例、地区計画等を

駆使して、官民による雨水貯留浸透施設の整備

を推進

（都市緑地法）

（特定都市河川法、下水道法、都市計画法）

都道府県知事等の認定（法律補
助や固定資産税軽減）で、 民間
による整備を促進（※予算関連・税制）

地区計画に位置づけることで、施設
の整備を担保

河
川

貯留機能保全区域のイメージ

保水・遊水機能を
有する土地

○ 沿川の保水・遊水機能を有
する土地を、貯留機能保全区
域として確保（盛土行為等に対す
る届出義務と勧告）（特定都市河川法）

法律補助で、地方公共団体による
整備を促進（※予算関連）

＜雨水貯留浸透施設整備のイメージ＞

グリーンインフラのイメージ

雨水貯留
浸透施設

〇 下水道で浸水被害を防ぐべき目標降雨を計画
に位置付け、整備を加速（下水道法）

〇 下水道の樋門等の操作ルールの策定を義務付け、
河川等から市街地への逆流等を確実に防止（下水道法）

＜下水道整備による浸水対策の例＞ ＜樋門による逆流防止のイメージ＞

名古屋中央雨水調整池（建設中）
（貯留量：約104,000ｍ3）

ゲート

下水道 河川×



３．被害対象を減少させるための対策 【特定都市河川法、都市計画法、防災集団移転特別措置法、建築基準法】

水防災に対応したまちづくりとの連携、住まい方の工夫

① 浸水被害防止区域を創設し、住宅や
要配慮者施設等の安全性を事前確認
－浸水被害の危険が著しく高いエリア

－都道府県知事が指定

－個々の開発・建築行為を許可制に
（居室の床面の高さが浸水深以上、建築物が倒壊等しない安全な構造）

③ 防災集団移転促進事業を拡充し、危険なエリア
から安全なエリアへの移転を促進

② 地区単位の浸水対策を推進
－地域の実情・ニーズに応じたより安全性の高い

防災まちづくり

－地区計画のメニューに居室の床面の高さ、

敷地の嵩上げ等を追加

５敷地の嵩上げピロティ等高床化規制前

浸水深

【現行の区域】 災害が発生した地域・災害危険区域
【追加】 浸水被害防止区域のほか、地すべり防止区域

急傾斜地崩壊危険区域、土砂災害特別警戒区域を追加

－防災集団移転促進事業のエリア要件の拡充

－事業の担い手を都道府県・URに拡充
①都道府県による事業の計画策定
②URによる事業の計画策定・事業実施の本来業務化

（特定都市河川法） （防集法）

（都市計画法）

※平成30年７月豪雨では、死亡者の多くが住宅で被災

＜イメージ図＞

購買施設・医療施設

避難者の
一時滞在施設

避難場所となる広場

避難路となる
歩行者デッキ

－ 水災害等の発生時に住民等の避難・滞在の拠点

となる施設を都市施設として整備 (※予算関連)

（都市計画法）④ 災害時の避難先となる拠点の整備
浸水被害の危険が著しく高いエリアのイメージ

（※予算関連）



４．被害の軽減、早期復旧・復興のための対策 【水防法、土砂災害防止法、河川法】

（１）リスク情報空白域の解消

（３）被災地の早期復旧

〇 想定最大規模の洪水、雨水出水、高潮に対応したハザー
ドマップ作成エリア（浸水想定区域）を、現行の大河川等
から住家等の防御対象のあるすべての河川流域、下水道、
海岸に拡大（水防法）

〇 国土交通大臣による権限代行の対象を拡大（河川法）

〇 要配慮者施設に係る避難計画や避難
訓練に対し、市町村が助言・勧告

（水防法、土砂災害防止法）

※ 令和２年７月豪雨により、避難計画が
作成されていた老人ホームで人的被害が
発生。

※ 令和元年東日本台風では、阿武隈川水系の中小河川において、
人的被害が発生

６

※ 浸水想定区域を設定する河川の目標数
（現在）約2,000河川 ⇒ （今後）約17,000河川（2025年度）

国が準用河川の災害復旧を代行することが想定される例
（平成29年九州北部豪雨（福岡県・筑後川水系））

な ら が た に

奈良ヶ谷川
（朝倉市管理） 本来の流路

（土砂で埋塞）

土砂崩壊多数

筑後川
（国管理）

奈良ヶ谷川

赤谷川

大山川

乙石川
国が
災害復旧を
代行
（福岡県管理）

市が災害復旧
（朝倉市管理）

（２）要配慮者施設に係る避難の実効性確保

な ら が た に

ち く ご

あ か た に

お と い し

お お や ま【対象河川】

【対象事業】

・都道府県管理河川
（１級河川の指定区間、２級河川）

（追加）
・市町村管理河川
（準用河川）

・改良工事・修繕
・災害復旧工事

（追加）
・災害で堆積した
河川の土石や流木等の排除



○令和元年東日本台風では、各地で戦後最大を超える洪水により甚大な被害が発生したことを踏まえ、流域面積の8割以上が山地である円山川水系においても、
事前防災対策を進める必要があり、堤防や遊水地の整備、森林整備、河道掘削、防災情報の提供や防災学習の支援等に国、県、市が連携して取組み、流域にお
ける浸水被害の軽減を図る。国管理区間においては、戦後最大の洪水で、円山川本川を含む2箇所での決壊等による甚大な被害が発生した平成16年台風23号と
同規模の越水による家屋等の浸水被害を防止する。

■氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策
・遊水地（併せて湿地を創出・川と遊水地と支川と田んぼの連続性確保）、堤防整備、輪中堤整備、堤
防強化、河道掘削、護岸、橋梁改築、井堰改築、堆積土砂撤去、河川管理施設等の老朽化対策 等
・下水道の整備(雨水対策)
・ため池、水田、校庭等における雨水貯留浸透機能の確保
・利水ダム等5ダムにおける事前放流等の実施、体制構築（国、兵庫県、豊岡市、朝来市、関西電力（株））
・森林の整備及び保全（災害に強い森づくり（県民緑税）等含む)
・砂防堰堤・治山ダムの整備
・開発行為に伴う調整池の設置（条例による義務化） 等

円山川水系流域治水プロジェクト 【位置図】
～山から海までコウノトリ羽ばたく円山川流域をみんなで治める流域治水対策～

※具体的な対策内容については、今後の調査・検討等により変更となる場合がある。
※兵庫県は、総合治水条例（H24施行）に基づき、河川・下水道対策、流域対策、減災対策の取組を推進中

■被害の軽減、早期復旧・復興のための対策
・住民参加型ワークショップの実施、水防訓練、一斉避難訓練、地域防災学習会、講演会
・避難行動に関する関係機関調整の実施（要配慮者利用施設における避難確保計画等）
・水位計・監視カメラの設置・情報提供
・住民自ら作成する防災マップ、マイ・タイムライン、マイ避難カードの作成支援

・洪水浸水想定区域等（想定最大規模）を全管理河川で公表
・まるごとまちごとハザードマップ、洪水ハザードマップの高度化

（兵庫県CGハザードマップによる防災情報の発信）
・市への水位予測情報の発信
・兵庫県住宅再建共済制度（フェニックス共済）の加入促進 等

※今後、関係機関と連携し対策検討

■被害対象を減少させるための対策
・建物等の耐水機能の確保・維持（敷地の嵩上げ、電気設備の高所設置等）
※今後、関係機関と連携し対策検討

等高線と平行に置き、流出に配慮した間伐の例

ひのそ他地区
堤防整備

堤防強化豊岡市

堤防整備、河道掘削、護岸整備、
橋梁改築、井堰改築

瀬戸・津居山地区堤防整備

・公共下水道・特定環境下水道整備（雨水対策)

・浸水による被害軽減のための体制整備

森林の整備及び保全

平成16年10月台風23号被災時の流木等、円山川流域は山林から
の影響を受けやすい。森林の整備及び保全を推進する中で、土
砂・流木の流出に配慮した間伐等を実施する。

・浸水による被害軽減のため
の体制整備

旧鍛福橋

奥山川

校庭貯留
地下貯留

与布土ダム

・貯水施設の雨水貯留容量の確保
（ダム等5施設の事前放流）

多々良木ダム

大町大池

円山川右岸13.6kp付近
令和元年11月16日撮影

監視カメラを設置し、住
民の方などへ情報を提
供する。

中郷遊水地の整備に併せ湿地を創出。上池では河川～湿地～支川～田んぼとの連続性確保を目指す。

激甚災害対策特別緊急事業
で掘削時に環境に配慮し、湿
地を再生。その後、自然再生
事業で質的改良を実施。

円山川に降り立つコウノトリ

既設排水機場の耐水化

中郷遊水地整備
堤防強化 但東ダム

・土地等の雨水貯留浸
透機能の確保
（ダム等5施設の事前放流）

日高地区堤防整備

鶴岡日置地区
輪中堤整備

宿南地区
（樋門・堰堤・田ん
ぼダム・雨水貯留施
設等）

河道掘削

大路ダム

朝来市

対象流域

国管理区間

県管理区間

林野庁 林地

森林整備センター
林地

平成16年台風23号
堤防決壊箇所（国）

凡 例

校庭等貯留等

田んぼダム等

中郷遊水地整備

災害に強い
森づくり

砂防堰堤・
治山ダムの整備

建物等の耐水化

田んぼダム

・貯水施設の雨水貯留
容量の確保
（ダム等5施設の事前放流）

朝来市管理
道路におけ
る歩道透水
性舗装

養父市



円山川では、上流(山地)から下流(海)までの流域全体を俯瞰し、国、県、市が一体となって、以下の手順で「流域治水」を推進する。
【短 期】流下能力の低い円山川下流部のひのそ他地区、上流部の日高地区、鶴岡日置地区の堤防整備を実施。県では養父工区の河川改修を実施。
【中 期】既設排水機場の耐水化、中郷遊水地整備を短期に引き続き実施。県では和田山工区、朝来工区の河川改修を短期に引き続き実施。
【中長期】円山川下流部の瀬戸津居山地区の堤防整備、県でも引き続き河川改修を行い流域全体の安全度の向上を図る。
あわせて、国、県、市が流出抑制施設の整備などの流域における対策、国、県、市が協同して情報の伝達などソフト対策を推進する。

円山川水系流域治水プロジェクト 【ロードマップ】
～山から海までコウノトリ羽ばたく円山川流域をみんなで治める流域治水対策～

短期 中期 中長期

下流部無堤地区を守る堤防整備 豊岡河川国道事務所

中郷遊水地整備 豊岡河川国道事務所

その他河川改修（国直轄区間） 豊岡河川国道事務所

河川改修（県管理区間） 兵庫県

公共下水道・特定環境下水道整備 豊岡市

土地等の雨水貯留浸透機能の確保 兵庫県、豊岡市、養父市、朝来市

遊水機能の維持 兵庫県、豊岡市、養父市、朝来市

森林の整備及び保全（災害に強い森づくり（県民

緑税等）含む）

兵庫県、兵庫森林管理署、

神戸水源林整備事務所

被害対象を減少させ

るための対策

建物等の耐水機能の確保・維持（敷地の嵩上げ、

電気設備の高所設置等）
兵庫県、豊岡市、養父市、朝来市

避難に資するマップ等の整備・充実・周知等

（地域防災学習会・住民参加型ワークショップの

実施、洪水ハザードマップの高度化等）

豊岡河川国道事務所、兵庫県、

豊岡市、養父市、朝来市

避難行動に資する情報発信・充実等

（水位計・監視カメラの設置等）

豊岡河川国道事務所、神戸地方気象台、

兵庫県、豊岡市、養父市、朝来市

浸水による被害の軽減に関する学習等

（防災マップ、マイタイムライン、マイ避難カー

ドの作成等）

兵庫県、豊岡市、養父市、朝来市

訓練の実施等（水防訓練）
豊岡河川国道事務所、兵庫県、

豊岡市、養父市、朝来市

浸水による被害からの早期生活再建等

（兵庫県住宅再建共済制度（フェニックス共済）

の加入促進等）

兵庫県、豊岡市、養父市、朝来市

被害の軽減、早期復

旧・復興のための対

策

工程
区分 対象内容 事業主体

氾濫をできるだけ防

ぐ・減らすための対

策

ひのそ他地区 瀬戸津居山地区

日高地区、鶴岡日置地区 既設排水機場の耐水化等

洪水浸水想定区域等（想定最大規模）を全管理河川で公表

養父工区（米地橋上流～大塚井堰） 朝来工区 （出合橋～大井井堰）

和田山工区 （大塚井堰～寺谷橋下流）

気候変動を
踏まえた更なる
対策を推進

【事業費（ R2年度以降の残事業費）】

■河川対策
全体事業費 約２９２億円 ※1
対策内容 堤防整備、排水機場の耐水化、遊水地整備 等

■下水道対策
全体事業費 約１３億円 ※2
対策内容 公共下水道・特定環境下水道整備 等

※1：直轄及び各圏域の河川整備計画の残事業費を記載
※2：各市町における下水道事業計画の残事業費を記載

※スケジュールは今後の事業進捗によって変更となる場合がある。


